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事業対象地域 

Minia 

Assiut 

Cairo 

① El-Edwa

② Maghagha

③ Beni Mazar

④ Matai

⑤ Samallout

⑥ El-Minia

⑦ Abo Korkus

⑧ Mallawe

⑨ Dayr Muas
① Dayrut

② El-Kosya

③ Man Floot

④ Assiut

⑤ Abo Teag

⑥ Sadfa

⑦ El-Ghanayem

⑧ Abnoub

⑨ El-Fath

⑩ Sahel Selem

⑪ El-Badary
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ビジネスダイアローグで、企業が農家に契約栽培に

ついて説明（ミニア県）。農家は熱心に説明を聞き、

質問を投げかけていた。 

普及フローのステップを確認し、市場調査の実施方

法について話し合いを実施（ミニア県��������郡）。 

������市卸売市場での市場調査の様子。最初は調査票

の書き方が分からない様子であったが、卸売業者が

色々と話してくれることがわかると口頭で質疑を進

めていた。 

プロジェクト開始時のキックオフワークショップ。

カイロにミニア、アシュートからの ��� も集合して

開催。����年 �月 

�対象農家へのオリエンテーション（ミニア県 ��������

村）活動は専門家から ��� に順次主体を移行させて

いった。 

ベースライン調査。農家の多くは字が書けないため、

��� 職員や普及員らと協力して実施（ミニア県

�������村）。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

アシュート県 Exchange Visitingの様子。TOT 研修の

補完研修として、対象村内で園芸作物栽培が進んで

いる Man Floot村のデモ圃場を訪問した。C/Pと TOT
参加篤農家が講師となり、研修を行なった。 

アシュート県 Dayrut郡 Sanabo村のデモ圃場。参加農

民は、キャベツはこれからも毎年植えたいとの事。 

ミニア県 Mallwe 郡 Manshet El Maghalka村でのサツ

マイモの契約栽培。12 月 16 日に収穫終了。選別の

後、傷がなく、大きすぎない物は契約栽培の会社へ販

売し、その他の物は地元のマーケットで販売。 

アシュート県での対象村協議会による営農計画作成

WS。普及員よりも農家が主導して WSが進行した。 
アシュート県 Manfloot 村での営農計画 WS。村の既

存作付パターンを確認し、市場調査結果を踏まえて、

冬作の作物選定を実施。若手農家が発表に立つ。 

アシュート県での TOT 実施。農業研究所（ARC）の

研究者が講師を務める。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

ミニア県の ��������� 村。第 � サイクルで導入した

モデルユニットから、ハトの数を増やして販売を始

めている女性たちを確認できた。 
 

アシュート県第 � サイクルの女性を対象におこなっ

たビジネスプラン研修の様子。講師の説明を熱心に

聞く �������村と��������村の女性達。 

アシュート県 �������� 村の女性は、��� の主催す

るオープンデイに招待され、自家製パンの販売を行

った。販路拡大への一助となった。 
 

アシュート県 �����郡 �����������村の女性達を連れ

て、アシュート市での市場調査を実施。村の市場に

はないものを発見してもらった。 
 

アシュート県での女性農家対象ビジネスダイアロー

グ。参加者は真剣に市場関係者から話を聞いていた。 

アシュート県での女性活動の研修。女性活動につい

ては、普及員と対象女性を合同で研修することとし

た。レクチャー実施後、各村でデモを行った。 



 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
  

Project Completion Seminarを 2019年 4月 16日にカイ

ロにて開催。プロジェクトの経験、成果及びプロジェ

クト終了後の実施体制について発表。 

左記セミナーには、女性受益者、国際機関、NGO等

を含む 100人以上の参加があった。 

Project Completion Seminarにて、活動をプロジェクト

チームから ISMAP実施ユニットに引き継ぐため、実

施ユニットのオフィス看板を授与した。 

プロジェクトが計画・実施した本邦研修。プロジェ

クト期間中に 3回（2015、2016、2017年）実施した。

研修では、日本の市場構造を学び、プロジェクト地

域における市場志向型農業の推進方法を考えた。 

大使館主催で、カイロにて催された Japan Food Biz in 
Egyptにおいてポスター、ビデオ展示を行った。 

UN Women と共同開催した対外向けセミナー

（Approaches on Women’s Economic Empowerment in 
Rural Upper Egypt）2019年 2月 27日ミニアにて開催 
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プロジェクト業務完了報告書 

国際協力機構（JICA） 
1 

はじめに 

本報告書は、2014年 5月から 2019年 4月に亘り、3期に分けて実施された「エジプト国小規模

農家の市場志向型農業改善プロジェクト（ISMAP）」の、業務実施状況についてとりまとめたもの

である。これまでに業務進捗報告書第 1 期、第 2 期その 1 および第 2 期その２を、各々2015年 6

月、2016年 7月および 2017年 12月にとりまとめているが、本報告書では、プロジェクト開始当

初から最終までの全期間における実施状況をとりまとめ、業務完了報告書とする。 

第 1 章 プロジェクトの概要 

1.1 背景・経緯 

 エジプト国における農業は、GDPの約 13％1、就業人口の約 29％2を占めており、重要産業の一

つとなっている。エジプト国農業土地開拓省（MALR）は「持続的農業開発戦略 2030年」の中で、

「継続的かつ早急に成長するダイナミックな農業セクターに基づく、貧困層の救済、地方の貧困

削減に配慮した総合的な経済・社会開発の達成」をビジョンとし、国内及び国際市場における農

産物の競争力の向上、農村における生活水準の改善及び貧困率の軽減等を戦略として掲げている。 

特に上エジプト地域では農業セクターの就業者が約 53％に上り3、同地域の重要産業となってい

る。さらに、エジプト全人口の 21.6％を占める貧困層のうち 6 割が同地域に居住しており、農村

部では 43.7％が貧困状態におかれている4。同地域に位置するミニア県、アシュート県では、農家

の 9割近くが 3フェダン（1.26ha）未満の農地しか所有していない小規模農家である。そのため、

小規模農家に対する支援は、同地域の貧困削減と発展に貢献する重要な課題である。 

JICAは、ミニア県及びアシュート県を対象とした開発計画調査型技術協力「農産物流通改善を

通じた上エジプト農村振興プロジェクト（IMAP）」（2010年 3 月～2012年 8 月）を実施し、小規

模農家の所得向上を開発目標としたマスタープラン（M/P）の策定、市場を重視した農業の推進及

び栽培技術の向上によって小規模農家の収益を向上する開発アプローチが提案された。これらを

推し進めるためには、農民の意識変革（「作ってから売る」から「売るために作る」（市場を分析

して栽培する作物を決定する）への転換）や技術力向上のための技術普及、マーケティング支援

が重要となる。 

このことから、エジプト政府は、ミニア県及びアシュート県において、市場志向型アプローチ

（市場ニーズに沿った作物生産と販売を通じて、農業所得の増加を目指すアプローチ）に基づい

た小規模農家の農業の改善と、そのための行政による普及システムの強化、普及員及び農協職員

の能力向上を図るべく、我が国に対し技術協力にかかる要請を行った。JICA は、本件の必要性、

要請の妥当性を確認するために 2012年 10 月から 11 月にかけて詳細計画策定調査を行いプロジ

ェクトの枠組みについて合意し、2013年 12月には R/Dが締結された。 

1.2 プロジェクトの概要 

 PDM に基づくプロジェクトの概要を下記に示す。2017年 1 月の中間レビュー結果を受けて、

PDM が最終版となる Version3に改訂された。改訂部分については、追記部分に下線を付し、削除

部分に取り消し線を付して示す。 

                                                      
1 World Development Indicators, 2011 
2 Central Agency for Public Mobilization And Statistics (CAPMAS) Statistical Year Book 2012 

3 JICA「農産物流通改善を通じた上エジプト農村振興プロジェクト」ファイナルレポート、2012年、p.1 
4 UNDP Egypt, Egypt Human Development Report 2010, Youth in Egypt: Building our Future (2010), 
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（1）上位目標 

ミニア県及びアシュート県の対象村および周辺村の小規模農家の農業所得が向上する。 

（2）プロジェクト目標 

ミニア県及びアシュート県の対象小規模農家並びに周辺小規模農家の農業所得が向上する。 

（3）期待される成果 

成果 1：市場志向型アプローチに基づいた普及フロー5が確立する。 

成果 2：付加価値の高い農産物を生産する技術が開発・検証される。 

成果 3：対象農業協同組合（農協）の活動計画策定・実施能力が強化される。 

成果 4：対象農協内及び対象郡内で市場志向型アプローチに基づいた営農手法が広まる。 

（4）活動の概要 

【成果 1に係る活動】 

1-1  市場志向型アプローチによる普及フロー案を合意する。 

1-2  対象農協及び対象小規模農家の選定方法を合意し、それに基づき選定する。 

1-3  対象農協及び対象小規模農家に対するベースライン調査を行う。 

1-4  対象農協内の対象小規模農家と農業ビジネス関係者が対話する場を設ける。 

1-5  対象農協内の対象小規模農家へ市場調査、営農計画立案に係る研修を実施する。 

1-6  対象小規模農家の市場志向型アプローチに基づいた営農計画立案を支援する。 

1-7  普及員に対して 1-6の計画実施に必要な農業技術のトレーナー研修（TOT）を行う。 

1-8  トレーナー研修を受けた普及員による対象小規模農家向けの技術研修実施の支援を行

う。 

1-9  対象小規模農家の営農活動のモニタリングを行う。 

1-10  上記活動を検証し、市場志向型アプローチに基づいた普及フローに必要な改善を行う。 

【成果 2に係る活動】  

2-1 IMAPの調査結果及び対象小規模農家の営農計画等に基づき、新たに開発・検証が必要

な技術を把握する。 

2-2 2-1で把握した技術の開発・検証を行う。 

2-3 開発・検証した技術を普及員のトレーナー研修（活動 1-7）に導入する。 

2-4 市場志向型アプローチの実施を通して必要と確認された既存技術の改善を図る。 

【成果 3に係る活動】 

3-1 対象農協組織の活動計画立案にあたって農協の弱み・強みを把握する。 

3-2 対象農協に対して小規模農家の所得向上に向けた活動計画の策定・実施に係る研修を

実施する。 

3-3  対象農協職員および普及員が、対象農協による 3-2 の活動計画の実施を支援するよう

助言する。 

【成果 4に係る活動】 

4-1 対象農協が農協内の対象小規模農家以外の農家に対して市場志向型アプローチによる

営農手法の普及計画を策定することを支援する。 

4-2 対象農協による 4-1の計画の実施をモニタリングする。 

                                                      
5 普及フロー：農家と市場関係者との関係づくり、農民による市場調査、作物の選定、市場調査の結果に基づく

活動計画策定、栽培技術研修等によって構成される一連のイベント及び活動。 
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4-3 郡普及員が郡内の対象農協以外の農協に対して市場志向型アプローチによる営農手法

の普及計画を策定することを支援する。 

4-4 郡普及員による 4-3の計画実施をモニタリングする。 

4-5  県農業局が市場志向型アプローチによる営農手法の普及計画を策定することを支援す

る。 

1.3 プロジェクト対象地域 

 ミニア県（Minia Governorate）9郡及びアシュート県（Assiut Governorate）11郡の全ての郡、計

20郡を本プロジェクトの対象とした。 

1.4 プロジェクトの立ち上げ 

1.4.1 ワークプランの作成・協議 

2014 年 6 月より、プロジェクトの現地活動を開始した。最初に、カイロ、ミニア県およびアシ

ュート県に分散するプロジェクト関係者・カウンターパート（C/P）への表敬を行い、次いで、本

プロジェクト第 1 期のワークプランの素案を作成するため、2014 年 6 月に、2 回にわたる C/P を

集めたワークショップ（W/S）を開催した。ここで、C/P と専門家からなるプロジェクトチームの

立ち上げを行った。W/S の概要は以下のとおりである。 

表 1.4.1 プロジェクトの理解とワークプラン素案作成のためのワークショップ 

 開催日（場所） 参加者 目的 WS 実施概要 

1 回目 6 月 16 日-18 日 

(カイロ) 

カイロ 6名、ミニ

ア 4名、アシュー

ト 8名（計 18名） 

R/Dの内容理解

と市場志向型

アプローチの

紹介 

• R/D を一文ずつ読み合せし、内容の理解と

認識を共有した。 

• 市場志向型アプローチとしてSHEPを紹介

し、コンセプトや具体的な活動方法につ

いて理解を深めた。 

2 回目 6 月 24 日-26 日 

(ミニア) 

カイロ 1名、ミニ

ア 6名、アシュー

ト 7名（計 14名） 

ワークプラン

素案の作成 

• SWOT 分析を実施し、農業土地開拓省の組

織としての強み・弱み・機会・脅威を分析

し、プロジェクトに取り組む上での基本

認識を共有した。 

• 各活動について、その実施方法について

議論し、実施方法のコンセンサスを得た。 

• ジェンダー配慮に関する対処法を議論

し、認識共有を図った。 

（注：2回目の WS では、新大臣就任によりカイロの C/P に急の業務が入り、1名のみの参加となった。） 

 第 1 回目の W/S では、R/D のアラビア語訳（仮訳）を用いて、一文一文の内容を確認し、プロジ

ェクトの内容や合意事項に関して C/P 間での共通認識を得た。第 2回目の W/S では、まず SWOT 分

析を行い、MALR としての組織の強み・弱み・機会・脅威を分析し、これを踏まえ、より現実的な

ワークプランとなるよう、活動の実施方法について一つ一つ議論を行った。W/S での結果を基礎に

専門家が第 1期ワークプランのドラフトを作成し、C/P と共に再度討議して、追記・修正を行い、

ワークプランを作成した。以後、第 2 期および第 3 期開始当初においても、同様に専門家がワー

クプラン（案）を作成し、C/P との協議により各期のワークプランを作成した。 

1.4.2 JSC、プロジェクト運営・技術委員会の設置、普及フロー案の合意 

 2014 年 6 月に新大統領が選出され、内閣改造が行われ、農業大臣も交代となった影響もあり、

Joint Steering Committee（JSC）を設立するための大臣通達の発行が滞っていたが、2014 年 8 月

初旬に、同通達が出され、JSC が正式に発足した。また、アシュート県、ミニア県ではプロジェク

ト運営・技術委員会の立ち上げと共にプロジェクト事務所を整備した。 
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なお、農業普及局（Agriculture Extension Sector）配下の農業普及中央部長（Head of Central 

Administration for Agriculture Extension）が、中央から県への指示事項の伝達などで、同人

も JSC のメンバーに正式になるべきであるという意見が出され、農業普及局長もそれを要望した

ため、農業サービスフォローアップ局長はこれに合意し、R/D には記載なかった農業普及中央部長

も JSC メンバーとして通達に記載された。2014 年 8 月 26 日に第 1 回 JSC 会議が開催され、第１

期のワークプランの承認を得るとともに、実施に移す普及フロー案の合意を行った。 

1.5 JSC 会議の開催 

 年 2 回を目途に、JSC 会議を開催し、進捗および課題の共有、改善のための討議を行った。下表

に、実施した JSC 会議の一覧を示す。 

表 1.5.1 JSC 会議開催実績 

回 開催日 参加者 内容 

第 1 回 2014 年 8 月 26 日 23 プロジェクト概要とワークプランの発表、普及フロー案の合意 

第 2 回 2015 年 6 月 11 日 21 プロジェクトの進捗、課題、スケジュールに関する協議、普及フロ

ー及び実施マニュアルの発表 

第 3 回 2016 年 1 月 28 日 19 主な課題（対象農家の参加状況）と改善案についての協議 

第 4 回 2016 年 6 月 26 日 22 普及フロー改善案（マーケティング協議会導入）についての協議 

第 5 回 2017 年 1 月 26 日 20 中間レビュー結果報告 

第 6 回 2017 年 7 月 19 日 26 中間レビュー提言の実施状況報告と PDM３の承認 

第 7 回 2018 年 2 月 14 日 20 第 3 期ワークプランのプレゼンテーションと活動進捗報告 

第 8 回 2018 年 11 月 21 日 30 終了時評価結果報告 

第 9 回 2019 年 3 月 5 日 25 終了時評価提言の進捗確認。プロジェクト終了後の活動体制確認 

 

1.6 プロジェクトの実施サイクル 

プロジェクト活動は、プロジェクト対象地域 20 郡を 3 サイクル（3 年間）に分けてカバーした。

その後中間レビューの提言を受けて、第 4 サイクルでは既実施村から 6 村を選定してさらに集中

的な活動を実施した。更にプロジェクトの最終年次で暫定実施体制を計画・実証するために新規

6 村で活動を実施した。2018 年 11 月の終了時評価実施以降、2019 年夏作に向けた活動も 5 村で

開始されたが、この村での活動は、プロジェクト終了後に MALR が立ち上げた実施ユニットが引

き継ぐ。2019 年夏作期まで含めると延べ 31 村で活動したこととなる。 

表 1.6.1 各サイクルの実施時期 

サイクル 実施時期 対象村 

第 1サイクル 2014 年 8 月～2015 年 6 月 ミニア 3郡（3 村）、アシュート 3郡（3村） 

第 2サイクル 2015 年 8 月～2016 年 6 月 ミニア 3郡（3 村）、アシュート 4郡（4村） 

第 3サイクル 2016 年 7 月～2017 年 6 月 ミニア 3郡（3 村）、アシュート 4郡（4村） 

第 4サイクル 2017 年 5 月～2018 年 6 月 ミニア 4村、アシュート 4 村 

（中間レビューの提言を受け、既実施 20 村から活発

な村を選定して実施） 

第 5サイクル 2018 年 7 月～2019 年 4 月 ミニア 3村、アシュート 3 村 

（プロジェクト終了後の実施体制を検証するために、

新規に選定して実施） 

第 6サイクル 2019 年 2 月～ ミニア 2村、アシュート 3 村 

2019 年夏作期の活動を 5村で開始。プロジェクト終了

後の実施ユニットに活動を継承 
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第 2 章 プロジェクト活動内容 

2.1 成果 1 に係る活動 

2.1.1 市場志向型アプローチに基づいた普及フローの作成と改善 

 第 �サイクル活動開始において、一つのサイクル

を構成する普及フローをデザインし活動を進めて

いった。普及フローは、右図のように、農家との目

標共有、市場のニーズを知る活動、営農計画、農家

の計画に基づく技術支援の � 段階により構成され

る。この基本構成をベースに各ステップの実施詳細

を計画し、活動を進めながらフローの改善を図って

いった。 

第 �サイクルで得た教訓を踏まえ、第 �サイクル、

第 �サイクルと普及フローの改善を行った。第 �サ

イクルでは、第 �サイクルの流れを基本とし、ベー

スライン調査を営農計画作成の直前に実施するよ

うに変更した。これは、第 �サイクルで参加農家の

入れ替わりが多かったことから、実際に営農計画作成に関わる農家に対してベースライン調査を

実施した方が妥当であるとの判断からである。また、第 � サイクルでは事前準備作業の便から市

場調査をビジネスダイアローグの前に実施したが、第 � サイクル以降では先にビジネスダイアロ

ーグを実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.2 第 2 サイクルでの普及フローの変更 

第 �サイクルからのプロジェクトの大きな課題として、「対象農家の活動参加の非継続性」があ

った。この課題に対処するため、後述するように様々な対処を行ったが、この課題解消は困難で

あった。この一因には、村のエントリーポイントとしている農協の管理能力にもあると考えられ

た。エジプトの農村は平均人口が 1 万人にもおよぶ規模であり、農協は、組合員が互いに顔の見

えるような組織にはなっていない。旧態の官製農協の状態で補助金付肥料を販売するサービスプ

ロバイダーという体である。村の農協職員は、農協の理事を通じて農家に伝達を行っているが、

理事レベルには継続参加を要請できても、理事を通じて伝えてもらう農家の継続参加をコントロ

市場志向型普及フロー（第1サイクル）

対象農協及び対象小規模農家の選定方法の合意と選定

ベースライン調査

営農計画立案の支援

市場調査、営農計画立案に係る研修の実施支援

農業ビジネス関係者との対話の機会の提供

普及する農業技術にかかるトレーナー研修（TOT）の実施

対象小規模農家向けの技術研修実施支援

活動の検証と市場志向型アプローチに基づいた普及フローの改善

対象小規模農家の営農活動モニタリング

市場志向型普及フロー（第2サイクル）

対象農協及び対象小規模農家の選定方法の合意と選定

ベースライン調査

営農計画立案の支援

市場調査、営農計画立案に係る研修の実施支援

農業ビジネス関係者との対話の機会の提供

普及する農業技術にかかるトレーナー研修（TOT）の実施

対象小規模農家向けの技術研修実施支援

活動の検証と市場志向型アプローチに基づいた普及フローの改善

対象小規模農家の営農活動モニタリング

農業ビジネス関係者との対話

対象村と対象農家選定

市場調査

ベースライン調査／
営農計画策定

営農計画に基づく技術研修

展示圃場／実地研修／
モニタリング

市場のニーズを

知る活動 

市場のニーズに

基づく技術支援 

市場のニーズに

基づく計画 

村農協/農家の選定

オリエンテーション

営農計画策定

目標の共有

市場調査

図 2.1.1 普及フローの基本形 
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ールや強制することは困難であった。 

また、人口規模が示すように半都市化している農村では、日雇労務等に就いたりする零細農家

もあり、継続的な参加が困難な面もあった。プロジェクト活動に参加することが彼らにとって投

資活動になる、というところまでの関心に至っていなかったということも示唆される。こういっ

た状況下、プロジェクトチームは改善代案を検討し、活動に継続的に参加している村で意欲的な

農家を集めたマーケティング協議会を形成し、この協議会を核に活動を推進することとした。普

及フローの活動を通じて見えてくる意欲的な農家（10人程度）を集めてマーケティング協議会を

形成し、この協議会が主導して、技術支援を受ける作物や契約栽培を試みる作物を選定、再度村

で各作物の栽培に関心がある農家を募り研修や契約栽培支援を実施する、という手順である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.3 マーケティング協議会形成による改善のイメージ 

 以下、各フローの活動の実施状況について記述していく。まずプロジェクト対象地域の全郡を

カバーした当初の 3 サイクルの活動を中心に整理し、後半に中間レビュー提言反映後の活動（第

4サイクル以降）について整理する。 

2.1.2 対象農協及び対象小規模農家の選定方法の合意と選定 

 プロジェクトは、各県の各郡から 1 村ずつ対象村を選定し、約 1 年をサイクルとする活動を 3

サイクル実施して全郡をカバーする計画で実施した。ミニア県は 9郡、アシュート県は 11 郡存在

するので、第 1 サイクルはミニア県 3 郡、アシュート県 3 郡、第 2 及び第 3 サイクルでは、ミニ

ア県 3 郡、アシュート県 4 郡を対象として計 20 郡（20 村）を 3 サイクルでカバーする計画とし

た。プロジェクト活動開始時には、各郡の郡事務所の職員を招集してプロジェクト説明を行った。 

郡選定に際しては、県を北部、中部、南部と 3つのブロックに区分し、各ブロックから 1郡（1

村）ずつ選定する案を専門家チームより提案した。これは、第 2、第 3サイクル活動実施時に、近

傍にプロジェクト活動既実施村が位置するようにし、第 2 サイクル、第 3 サイクル実施時に、活

動経験を得た村との経験交流を容易にすることを考慮した案であった。アシュート県の C/P チー

ムはこの案に同意したが、ミニア県は、第 1 サイクルは県南部の郡に集中させ、複数村のモニタ

リングを同時に行いやすいように配慮した方が良いとして、県南部の 3 郡から対象村を選定する
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こととした。しかしながら、1日に複数の村を回るのは困難であったので、第 2サイクル以降は、

県中部、北部地域から各々対象郡を選定するようになった。下図に、各サイクルの選定郡および

選定村を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 第 1 サイクル（2014-2015） 第 2 サイクル(2015-2016) 第 3 サイクル(2016-2017) 

District Village District Village District Village 

Minia Abo Korkus El Balad Matai Kom Matai El Minia Tala 

Mallawe Manshet El Mghalka Maghagha Aba El Balad Smallout Hataha 

Dayr Muas Manshet Semhan El Edwa Barmasha Beni Mazar Gendaya 

Assiut Assiut Mosha El Kosya El Tetalia Man Floot Man Floot 

Abnoub Abnoub El Fath Bany Mor Sadfa Awlad Elias 

Dayrut Sanabo Abo Teag El Nekheila El Ghanayem El Masyaya 

  El Badary En Nawawra Sahel Selem Sahel Selem 

図 2.1.4 第 1 サイクルから第 3 サイクルまでの対象郡と対象村 

(1) 農協選定方法の協議 

プロジェクト開始当初に、対象郡から、農協（村）を選定するに当たって、その選定指標の設

定に関して、プロジェクトチームで指標の選定、指標を測るための収集情報と入手方法、評価方

法と重み付けといったことを討議した。指標は、農協の理事会が活発であるか（農協で独自の活

動を行っているか）、十分な数の普及員が在籍しているか、村での特産物などがあるか（作物別作

付面積確認による園芸作の振興度合い）、農協の財務状況等である。また、肝心な判断基準となる

農協のプロジェクト活動への参加意欲については、プロジェクトに関心ある農協に質問票を提出

してもらい、評価上位農協を実際に訪問して意欲を直接確認するという方式をとった。 

(2) 対象郡の農協代表へのプロジェクト説明と選定 

活動開始当初に、対象郡で農協代表への説明会を開催した。この説明会では、プロジェクトの

概要を説明すると共に、プロジェクトが直接対象とする 1村と 40 戸の農家を選定することを説明

し、選定のための質問表の配布等を行った。また、このプロジェクトが提供するものは研修と農

業関係者との対話の機会であることを説明し、金銭的インセンティブは MALR が手当てしない限り

はプロジェクトの提供外であることを明確に説明した上で、参加意欲のある農協に意思表明して

いただくことを要請した。 

(3) 選定された農協（村）内における農家選定方法の協議 

 選定された村農協が、小規模農家を選定する方法について、農協からの意見聴取も踏まえてプ

ロジェクトチームとして最終的な選定方針を定めた。小規模農家選定の基本的な考え方は以下の

通りである。 
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1. 本プロジェクトは、農協を村へのエントリーポイントとして小規模農家を支援しようとし

ているが、同時に農協に席を置く普及員による活動の普及展開を期待している。後者が機

能することを期待するには、農協をエントリーポイントでとどめておくのではなく、農協

組織の主体性が重要になってくると考えられる。小規模農民の選定においては、農協の主

体性を醸成する工夫が必要と考えられる。それは、農協に主体的に農家を選定してもらう

ことである。 

2. 小規模農家への市場志向型農業の普及という目的意識から、一定の選定条件は必要となる

が、それに加えて、農協が考える農協（村）の将来像（ビジョン）を考えてもらい、それ

に基づいた農家選定を行ってもらう。 

3. まず、前提条件として、以下のような基準はプロジェクトから設定した。 

(1) 経営面積が 3fed 以下の農家とすること 

(2) プロジェクトに参加意欲がある農家であること 

(3) 寡婦や女性グループなどがあれば、彼女ら（彼女らの代表）を優先的に選定す

ること 

4. 次に農協が持つ村の将来像（ビジョン）は何かを農協に提示してもらい、そのビジョンに

沿って農家選定を農協に委ねた。ビジョンといっても、抽象的で考えにくいと思われるの

で、下記のようなオプションを農協に提示しつつ農家選定を検討してもらった。 

＜村の将来像（ビジョン）のオプション＞ 

(1) 農民を組織化して農業振興を図る（この場合、グループ活動に関心のある農家を

選定することになる） 

(2) 個別農家の活動を支援していく（この場合、農民間普及を考え、農地の地理的分

散や村内の大家族への均等配分などの条件をもって個別農家を選定してもらう） 

(3) 女性の力が発揮できる農村にする（上記基本条件と重なるが、女性グループや未

亡人などを優先的に選定する） 

(4) その他（農協が独自に掲げるビジョンに沿って農家を選定してもらう） 

農協は、プロジェクトが提示する前提条件を遵守しつつ、各農協の思い描く村の将来像に基づ

いて農家選定の裁量をふるってもらう。ただ漫然と 40 人の農家を集めるよりも、こういったビジ

ョンに基づいた選定を行うことで、農協が将来主体的に農家支援活動を展開する契機を埋め込む

ことを考えた。 

 第 2 サイクルでは、女性を 10名は選定すること、また 50歳未満の若い農家を推奨すること、

といった基準を追加した。当初農家の夫婦による共同参画を想定していたが、男女隔離規範の厳

しい農村の風習から、夫が W/Sに出ると妻は出ないという傾向が非常に強かった。そこで、女性

は女性で対象者として定義し、対象農家の妻ということにこだわらず関心のある女性を集めても

らうことにした。枠組みを変え、またプロジェクト側からの説明会（オリエンテーション）の主

旨をきちっと伝え、参加女性の男性家族の理解も得ることで女性の参加を促進することができた。

この説明会に参加した女性は、その後プロジェクトの女性支援活動として、男性農家の園芸作支

援活動とは別途独立して活動を進めていくこととなった。 

 できるだけ若い農家を集める趣旨で導入した年齢基準は、農協関係者側から、高齢であっても

学びたい農家もあるので、年齢制限を設けるのはどうかという疑義が呈された。この点につき、

高齢であっても学びたいという意欲を示される方であれば参加してもらい、この基準の厳格な適

用は行わなかった。結果的には第 2サイクル以降の参加農家の平均年齢は下がる傾向となった。 
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(4) 農協（村）における説明会（オリエンテーション） 

村での説明会（オリエンテーション）呼びかけは、村において若干異なるが、「肥料の購買等で

冬作の作物作付面積を農協に申告する時期なので、申告に来た農家に周知した」、「村のモスクの

スピーカーで呼びかけた」、「農協理事会メンバーに伝達を依頼した」といった、村での通常の伝

達手段に依拠した。 

 オリエンテーションでは、プロジェクトの概要（普及フロー）の説明、ジェンダー主流化の説

明、ジェンダー状況（男女の役割等）を確認する W/Sの 3つの項目で実施した。第 2サイクル以

降では、前サイクルまでの活動の写真を使って説明し、活動内容が分かり易いよう工夫していっ

た。また、第 2 サイクルより、対象農家に対してパスポートを作成して配布し、参加した活動を

記入して押印することで、農家の継続的参加を促す工夫を行った。市販のポケットノートに各農

家の写真を撮影して貼り付けたものであるが、写真撮影は農家に好評であった。 

プロジェクトの説明後、参加農家と、農産物を高く売るためにはどのような方法が考えられる

だろうか、といった議論を行った。思いつかないから教えてくれ、といった発言が出てくる村が

ある一方、品質向上や栽培作物の多様化といった回答がすぐに出てくる村もあった。一般的な傾

向として、規模の大きい村ほど高く売るためのアイデアを発言する農家が参加していた。どの村

でも出てきたのは、農産物の価格は需要と供給で上がったり下がったりする、という一般論であ

った。 

プロジェクトチームからは、品質で勝負するには輸出市場や大都市市場、そのためにはアグリ

ビジネス企業へのアクセスが必要、ローカルマーケットはまさに需要と供給で価格が決まるので、

端境期出荷が一つの戦略となることを説明したりした。前者に対しては、プロジェクトではビジ

ネスダイアローグを催しアグリビジネス関係者との対話の機会を提供することを説明した。後者

に対しては、市場調査を行い、情報を得ると共に混作技術等の端境期出荷を狙う技術もデモ圃で

紹介することを説明した。 

オリエンテーションでは、その村の男女隔離規範の厳格性などジェンダー状況を把握するため、

ジェンダーワークショップを組み合わせて実施した。第1サイクルでは、プロジェクト説明オリエ

ンテーションとは別の日に実施したが、第2サイクル以降はオリエンテーションと同日に実施した。 

ジェンダーW/Sでは、1)作物別農作業における男女の役割と責任、2)意思決定における男女の役

割、3)資源へのアクセスとコントロール、4)生活カレンダー、という4つの項目について参加農家

と討議し、男女の役割・貢献等の違いを明らかにした。下記がW/Sで得た主な知見である。 

 女性が圃場で働くことの制限等から、アシュートが相対的にミニアよりも保守的な傾向が

ある。ミニアでは、女性の圃場での作業参加が比較的多い。 

 家畜の世話は女性の役割とされている。圃場と家の間を、家畜を移動させる仕事は、男性

の役割となっている村では、特に女性の活動範囲が制限される傾向が見られた。 

 作物の選定に女性が関わっている村が多いが、基本的には女性は自家消費のためのメイズ

や小麦の確保のため、それら作物の最低限の必要作付面積を夫に進言するという関わり方

である。どのような作物の収益が高いか、といったような相談ではない。 

 女性は、家禽や乳製品の販売益は自らがコントロールできる。更に、夫が営農により得た

所得に対してもアクセスできると回答した村が多かった。これは収入を家族のためにどう

使うか、ということに対して、女性の意見が尊重されている事を示唆する。 
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2.1.3 ベースライン調査 

ベースライン調査は、対象農家が自らの営農の現状を把握することにより、農業所得を向上す

るために何を行わなければならないかを意識することができるよう、農家の気づきの場として位

置づけて実施した。第 1 サイクルでは、対象農家選定後の普及フローの最初の活動としてベース

ライン調査を実施した。まず、ベースライン調査に先立って、各郡農業事務所職員、各村の農協

職員・普及員を対象としたベースライン調査および市場調査実施方法の研修を行った。そして対

象農家とのベースライン調査実施の際は、非識字者に対して普及員が支援して調査を行った。 

第 2 サイクルでは、上述のように、プロジェクトとして農家の参加の非継続性が課題となった

ため、ベースライン調査の実施時期を、営農計画作成のステップと同時期に実施するよう活動の

順番を入れ替えた。第 1 サイクルでは、ベースライン調査に参加した農家が、その後活動に参加

せず異なる農家が活動に加わる状況が発生していた。順番を入れ替えることにより、営農計画を

作成する農家とベースライン調査を行う農家が同一農家となることを担保した。 

第 3 サイクルでは、上述の如く、意欲的な農家によりマーケティング協議会を形成し、この協

議会が作成した営農計画により技術研修を行う作物を選定した。その選定された作物の技術研修

に関心のある農家を再度招集するというステップをとった。ベースライン調査は、この協議会メ

ンバー農家と技術研修参加に関心を表明した農家とに対し、実施した。完成した普及フローでは、

ベースライン調査は、このような形式で実施するものとした。 

2.1.4 市場調査の実施支援 

第 1 サイクルにおいて、2014年 10 月から、市場調査の準備作業を開始した。「Implementation 

Process for 'SHEP' Approach (Guideline with Ideas and Sample Fomat used by SHEP UP)」（May 2013）

に基づいて専門家が作成したドラフト調査票をプロジェクトチームの全体会議で議論し、調査フ

ォームを最終化した。続いて、C/Pが自身でプレ市場調査を実施し、C/P自身が市場調査に対する

理解を深め、市場調査の実施方法、目的、有効性、および調査票の適切性について確認を行った。

また卸売業者への市場調査実施の協力依頼を行った。 

このプレ市場調査を行うことにより、当初、農家は地元の市場の事はよく知っているとして市

場調査の有効性に懐疑的であった C/Pも、その意義を実感したようであった。その後、C/Pを中心

に各村の農家を対象とした市場調査を実施した。参加者には、読み書きができない農家も多かっ

たことから、郡及び村の普及員が農家と一緒になって調査を行った。各村で市場調査を実施後、

これまでの一連の活動結果をプロジェクト対象農家と共有するためのワークショップを各村で開

催し、活動の一部にしか参加していない農家とも情報の共有を行った。 

市場調査に参加した農家からは新たな野菜の品種を知ることができたなどの声が聞かれた。ま

た、一部の農家から、市場調査を通して、一部の作物は期待を下回る価格でしか取引されていな

いことが分かりがっかりしたという意見も寄せられた。活動結果の共有 W/Sでは、ベースライン

調査結果及びジェンダーW/S結果の共有も行った。 

 第 2 サイクルでの市場調査を実施するに当たっては、事前にどのようなことを市場で調査する

かを討議する W/Sを各村で実施することとした。これは、多くの農家は、市場の事は分かってい

る、と常々述べていることから、では実際市場の事について、農家はどの程度どのように分かっ

ており、その上で更に卸売市場で得たい情報はなにか、ということを事前に協議しターゲットを

明確にすることで、市場調査がより効果的に実施できるであろうという想定であった。この事前

W/Sで議論された内容を以下にまとめる。 
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市場について知っていること： 

 農家のほとんどは村の市場で販売を行っており、また村内居住の仲買人から作物価格を聞

いている。村内には信頼できる仲買人がいる。 

 村の仲買人は資材の前貸しも行っている。 

 郡都の卸売市場に行って価格を調べている。 

 収穫時期に市場価格を調べている（高く買ってくれる市場に出荷する）。 

 市場価格は、需要と供給で決まる。端境期の野菜価格は上がる。 
 トマトとフレンチビーンの値段は 9 月、10 月が高値になる。 
 サトウキビの価格は 6 月、7 月に高値になる。 
 ポテトの価格は 12 月、1 月、3 月に高値になる。 
 ニンニクとタマネギは、輸出用か国内向けかで価格が変わる。 
 大規模農家が輸出用に生産物を回すと、その生産物のローカル市場の価格は上がる。 
 トマトは、色と大きさで 2 種類の規格がある。色と大きさは、市場での品質基準になってい

る。 
市場で更に知りたいこと： 

 市場で需要の高いものは何か 
 現在時点の青果物の卸売価格 
 各作物の高値の時期 
 新しい卸売業者 
 優良品種や優良農薬とその入手先 
 輸出に回せる品種は何か 
 卸売の手数料と卸売業者の取引システム 
 卸売業者が販売前に、農家からの買い取り価格を固定して取引する可能性 
 卸売業者の来年の市況予測 

 このような農家との W/Sを踏まえて調査票も改善し、第 2サイクル、第 3サイクルの市場調査

を実施した。また、調査市場はミニアおよびアシュート県都にある規模の大きい卸売市場で調査

を行った。県都の市場には農家も十分に自力で訪問できることが想定されるためである。アシュ

ートの対象農家では、アシュート市内の卸売市場を訪問したことがない農家も多く、今回の市場

調査をきっかけに新しい卸売業者を知ることができ今後直接コンタクトしてみたいといった声も

多く寄せられた。 

市場調査直後の振り返り意見交換会で多くの農家は、特定の作物の価格が生産力の高い産地の

供給量の変動による影響が大きいことや、ある作物が高く売れるための品質など、市場調査研修

の中で学んだことを挙げていた。しかしながら、それらに基づいて、如何なる戦略を取りうるか、

という具体的なアイデアまで議論が到達することは困難であった。市場の不確かさと負うリスク

を秤にかけ、新たな取り組みや工夫に労力をかけない、という選択もまた合理的な農家の判断で

あることも事実である。 

そのような中、市場のニーズに即応して動く農家も見られた。一例をあげると、第 3 サイクル

のアシュート県 Sahel Selem村の対象農家による市場調査では、これまで栽培経験がなかったジャ

ガイモについて、卸売業者から 9 月中旬に始めれば高く売れる時期に販売できるとの話を聞き、

農家から栽培に取り組みたいとの強い意向が示された。こうした市場から得た情報に基づくチャ

ンスを逃すまいとする積極的な農家の意向に沿う形で、アシュート県ではジャガイモの技術研修

を予定より早めて実施した。 
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2.1.5 農業ビジネス関係者との対話の機会の提供 

(1) 農業ビジネス関係者との対話の機会提供（ビジネスダイアローグ）の準備 

市場調査と並ぶ市場のニーズを知る活動である農業ビジネス関係者との対話（ビジネスダイア

ローグ）は、第 1 サイクルでは市場調査実施後に、第 2 および第 3 サイクルでは市場調査実施前

に行った。第 1 サイクル時に、まず農業ビジネス関係者の情報収集を行った。カイロを拠点とす

るビジネス関係者は、Chamber of Food Industry、Food Export Council等の業界団体の Webサイトか

ら 500社を超える農産物輸出企業のリストを入手した。また、カイロのスーパーマーケットを回

って棚先に並べられている生鮮野菜の出荷業者や冷凍野菜のブランドを調査し、38社の情報を得

た。 

これらの企業に、小規模農家とのビジネス対話の機会を設けた場合に参加への関心があるかど

うかを問う質問状を作成し、またプロジェクトの概要書を作成して、収集した企業リストから製

菓業者等関連性の薄い企業を除き、398 社にメールで配信した。最終的に 6 社から関心表明が届

いた。 

ミニア県、アシュート県では、県の商工会議所に登録されている小売企業や卸売、農産加工関

連工場等のリストを入手したが、これらの登録業者は各々の県で 400社を超え、カイロの大企業

と異なりメールアドレスも不明であるため、これらリストを活用しつつも、C/Pが対象業者のリス

トアップを行い、必要に応じて直に企業を訪問して回り、ビジネス対話への招待相手を絞り込む

作業を進めた。 

(2) ビジネスダイアローグの実施 

当初計画では、まず対象県内の農業ビジネス関係者を集めての対話を開催し、次に対象農家の

意思や能力を見てからカイロに拠点を要する食品業者との対話を開催する、という手順を考えて

いた。しかし、対象農協の所長や一部の参加農家が、小規模農家はグループ化して地域外の市場

へ売り込むことを目指したいという意向を示しており、そういった彼らのモチベーションを活か

すことを考え、県内の関係者ダイアローグとカイロからの食品業者とのダイアローグの両方を実

施することとした。 

ビジネスダイアローグは、ミニア、アシュート各県のホテルのホールを借り上げて会場とし、

午前 10時過ぎから午後 3時頃までで行った。参加企業・機関が少数であることから、各企業・機

関にまず参加者全体に対し活動概要や企業としてのニーズ等をプレゼンしてもらい、質疑応答を

行った後、各企業・機関に分かれて参加農家との更なる対話を行うというスタイルをとった。 

参加企業は、エジプト農村における小規模農家の所得改善に寄与したいという志をもって参加

していただいた方々ではあるが、一方でビジネスを成立させるという冷厳な目標も併せ持つため、

農産物輸出には最低限 GLOBALGAPの取得が必要、会社は個々人の農家とは取引しない、農家が

組織化してまとまった取扱量を生産してもらわないと取引できない等、ビジネスとして引き合う

ための条件を明確に示して説明を行っていた。行政側に対する企業からの期待も表明され、特に

既存農協の脆弱性が指摘され、農家の組織化において行政の役割への期待が指摘された。 

また本ダイアローグでは、有用と思われる栽培技術等を農家に紹介する場としても活用した。

具体的には、第 1サイクルにおいて JICAの他の支援プロジェクトであるWAT の関係者を招いて、

同プロジェクトで開発した飼料作物栽培改善技術の説明ブースも用意した。飼料作物の栽培改善

により、家畜の栄養バランスを改善することで搾乳量が増大し農家の所得向上にも寄与する技術

であることから、本フォーラムでの農家への紹介を実施した。その他資材業者や卸売業者、ホテ

ル関係者、農業研究所の研究員も招いて農家との対話を行う機会を設けた。また、ミニア市近郊
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では、端境期出荷を狙った冬季のトンネル栽培によるモロヘイヤ栽培が広がっており、こういっ

た市場を意識した農家の取り組みを紹介するため、トンネル栽培を手掛けている小規模農家を招

聘してダイアローグに参加してもらった。 

(3) ビジネスダイアローグの実施方法変更と契約栽培支援の方針 

上記の要領で第 3 サイクルまで 3 年に亘って、ビジネスダイアローグを開催した。第 3 サイク

ルでは、カイロの企業や輸出業者を対象としたビジネスダイアローグを開催するため、これまで

のサイクルと同様に、約 300社の企業にメールにて招待状を送付した。しかしながら、開催予定

日までに十分な参加企業が集まらなかったため、ビジネスダイアローグを延期する事となった。 

参加企業が集まらない理由として、これまでにカイロの企業とのビジネスダイアローグを 2 度

実施したが、ほとんどの企業では取引まで至らなかった点が考えられた。一方、農家は安定収入

を得るために企業との契約栽培を希望しており（いざ企業と協議となると農家は非常に懐疑的な

態度をとるのではあるが）、ビジネスダイアローグへの期待も大きい事から、ビジネスダイアロー

グを普及フローから切り離し、具体的に契約栽培を進めたいと考えている企業と関心ある農家を

複数同士のランダムな形ではなく、1 対 1 で面談する形式で成功事例を作るべく活動を進めるこ

ととした。これによりビジネスダイアローグは、企業からプロジェクトへコンタクトがあった場

合などに適宜開催する On-demand形式での実施に切り替えた。 

(4) ビジネスダイアローグ後の動きについて 

ビジネスダイアローグ実施後、農協職員が自らビジネスダイアローグに参加した業者のリスト

と連絡先一覧を作成し農家への配布を行ったり、実際に契約栽培にまで進んだりした例も見られ

た。第 1サイクルでは、ビジネスダイアローグ（2014年実施）に参加した企業とミニア県 Manshet 

El Mghalka村でサツマイモの契約栽培をパイロット的に実施した。第 2 サイクルのビジネスダイ

アローグ実施後（2015年）、アシュート県の El Kosya郡 Tetalia村の農家は、ビジネスダイアロー

グを通じて知り合った大豆業者にコンタクトを取り、計 9 feddan分の大豆を取引した。以下に、

進められた契約栽培の試みについてまとめておく。 

契約栽培の試み１：サツマイモ 

ミニア県 Mallawe郡、Manshet El Maghalka村では、Agrofood社との契約栽培を、農協の所長が

主導して行い、3 農家合計 3feddan（1.26ha）で、Agrofood社から提供されたサツマイモの蔓を用

いた栽培を 2015年 7月より開始した。まずはパイロットとして実施し、企業側の要求に見合った

品質の生産物が得られた場合はこれを広げていくとの考えで栽培を開始した。 

この契約では栽培に際し、海外輸出を予定しているために農薬を使用しない事、サツマイモの

蔓は Agrofood社が提供する事などが決められていた。さらに、収穫前には Agrofood社から社員

が派遣され、収穫後の選別についての指導が行なわれていた。2015年 12月 16日迄に 3農家分の

収穫を終了した。しかし、作付開始時には契約書を作成していなかったため、収穫の直前になり

Agrofood社と農民との間で、資材や輸送経費の分担で意見の対立が生じた。更に、会社側は収穫

のうち品質の良いものだけ買い取るため、実際に会社が引き取った収穫量は全体の 25%に留まり、

農家は残りをローカル市場で安価に販売せざるを得なかった。 

今回の契約では、契約書を作成していなかった為、企業と農家との間でトラブルが起きてしま

った。企業としては、ポテンシャルがわからない農家との契約に躊躇したと考えられる一方、農

家側も契約栽培の理解が不十分であった。また都度の交渉でお互いが有利に取引しようという思

惑があったようにも思われる。今後は契約栽培の推進のため、農協や普及員が企業と農家との間

に立ち契約栽培を取り纏めるといった支援も必要と考えられた。パイロット後、さらなるサツマ
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イモ契約栽培の展開には進まなかったが、農家は、品質の良いものを作ればローカル市場の倍以

上の価格で買い取ってもらえることから、契約栽培に完全に否定的にはならなかった。 

契約栽培の試み 2：オクラ栽培 

これまでで収集した企業リストから小規模農家との取引に特に関心が高い企業に連絡をとり、

企業側の意向を確認したところ、冷凍野菜等を輸出する Frozina社が、ミニア県でオクラの生産を

行いたいという意向を示した。Frozina社は第 1サイクルにおけるビジネスダイアローグ参加企業

であり、最初は規模を問わないのでまずは成功事例を作り、将来的にオクラの契約栽培を広げて

いきたいとのことであった。 

企業側は、現在仲買人を通してオクラを調達しているが、質の問題等もあり、農家と直接取引

したいという希望をもっている。しかしながら、良い農家をどうやって探せばよいか分からない

ので、行政が良い農家を紹介してくれればありがたい、ということであった。農家との橋渡しが、

企業側の行政に期待するポイントであった。 

 ミニア県の対象村に関心のある農家を募って、同企業とのオクラの契約栽培に関する対話を

2017年 3 月 12日にミニア県農業事務所で開催した。8 村から約 70名の農家が参集して企業側と

の活発なやり取りが行われた。企業側は、日本の品種であるオクラを栽培したく、またサイズも

3cm を指定した。これに対し、農家は、初めて栽培する品種はやはり不安があるとして、議論の

結果、初年度はデモ圃を設置して、栽培方法や収穫方法を確認すると言うことになった。企業側

も長期的な利益を求めており、まずはデモ圃から開始することに合意し、種子や肥料を企業側が

供与することとなった。ミニア県北部の Kom Matai村でデモ圃を設置することになり、プロジェ

クトは、他の村の農家のデモ圃視察を支援することとした。 

 デモ圃の設置に向けて、デモ農家の確定、契約案の作成、企業による種子の調達等を進めたが、

C/Pは、種子の certificate取得や全ての工程に亘って企業が栽培指導すること等を企業側に求めた。

農家の不利益になることを危惧しての要求であるが、あまりに行政がこういった企業参入のハー

ドルを高めると企業は逃げてしまうのではないか、ということも C/Pに助言した。 

企業側も現場に来ない等そのコミットのあり方が薄く、結局このデモ圃設置は取りやめとなっ

た。一つには、この企業は、別途 NGOと提携して、ミニア県の別の村でオクラのデモ圃活動を始

めたという背景もあった。この NGOは、村において企業側の活動代行者としてふるまっているよ

うであり、企業側の負担を軽減する役割を担っている。このような NGOとの提携が一方にあり、

こちらの方が行政よりも連携し易いということで、この NGO との共同活動に企業は注力したと

も考えられる。 

契約栽培の試み 3：タマネギ栽培 

2017年 5 月に、乾燥タマネギの輸出等を手掛けている Olam社から、アシュート県の小規模農

家とのタマネギ栽培の取引を試行したい旨連絡があった。この企業には、ISMAPの News Letterを

配信していたが、それに企業側が関心を示してコンタクトしてきたものである。 

チームは、アシュートのこれまでの対象 11村に本件について呼びかけを行い、9村から関心表

明が上がった。これを受けて 2017年 6月 21日に、Olam社とアシュート県の対象村との間でビジ

ネスダイアローグを開催した。同日に農協職員を含む 103名が県農業事務所に参集した。Olam社

が会社概要およびタマネギ契約栽培について説明し、参加農家との議論を通して契約栽培の条件

を明らかにしていった。議論の結果、当初は 4村が契約栽培を実行する強い意志表明を行った。 

2017年 6月末に、ガソリン代の更なる補助金カットによる値上げが政府より実施され、物価上
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昇が不透明になったことから、企業側が内部で契約条件見直しを行い、農家へのコンタクトが遅

延した。2017年 8月になり、ようやく再度説明会が行われたが、いざとなると農家は企業に対し

懐疑的な態度に終始し、最終的に大規模農家 1 戸が 6feddanでタマネギ契約栽培のパイロットを

行うことで合意した。 

今回パイロット的に契約栽培に合意した農家は、大農でありかつ仲買業も営んでいる農家であ

った。新たな取引先の村への導入や新たな技術の導入等においては、失敗のリスクを取り易いこ

ういった大農が先鞭をつけられる可能性が高い。本プロジェクトは小規模農家を対象としている

が、地域における大農や仲買人との連携は、小規模農家の支援においても重要な役割を果たすと

いえる。 

企業側はタマネギの苗を農家側に供給し、契約農家は 2017年 8月末より栽培を開始した。プロ

ジェクトでは、このパイロット農場に関心ある農家の視察活動を支援し、契約栽培の展開を支援

した。2017年 10月に Field Dayを開催し 43名の農家および 8 名の農協職員が参加した。企業側

からは、指定された品種のタマネギの苗提供に加え、週に 1 度企業のアグロノミストが契約栽培

農家を巡回し圃場状態の確認や農家へのアドバイスを行っているため、タマネギの生育が大変良

好となっていた。このため視察に参加した農家も契約栽培への関心を高めたようであった。しか

しながら、翌年以降に新たに契約栽培を結んだ例は現れず、農家側、企業側双方のコミットを持

続させることは容易でないことを学んだ。 

契約栽培の試み 4：大手小売店舗への直売 

近年、地方都市にも大手小売業が進出してきている。プロジェクトでは、ビジネスダイアロー

グの一環として、これらの大規模小売店と連絡を取り、農家による直売コーナーを設置してもら

えるか提案してきた。農家が直売することで自ら値段をつけ、トレーダーによる中間マージンを

農家側が得ることによって、販売量は限られるが高い所得率を実現することができる。本邦研修

で視察した日本での直売の振興を参照し、農家の市場チャンネル多様化にも寄与するため、小売

業側とのダイアローグを行った。 

 プロジェクトチームは、スーパーマーケットの生鮮品コーナーに、近隣農家の直売コーナーを

設けてもらい、農家は直売を行うと共にスーパーマーケットは手数料を取るというビジネスが可

能かどうかを 2017年 9月に小売業者側に提案した。ミニアの Raya Mallでは受け入れられなかっ

た（既に仕入れ業者が充実しているため）が、アシュートの Hyper Panda（本社はカイロ）は、参

加農家数、供給できる野菜の品数と数量、および契約を行う登録団体の存在があれば検討する、

という回答を得た。 

これを受けて、対象村のうち、Hyper Pandaに最も近い（車で 15分）Bany Mor村で会合を開き、

直売に関するアイデアについて農協職員及び参集した農家に説明した。翌日には農家による当該

スーパーマーケットの視察を行った。農家は、スーパーマーケットで販売されている農産物の質

を評価したり、販売価格を見て、農家が同じ値段で直売した場合どれくらいの収益が得られるか

を議論したりした。当初約 5 名の農家が関心を示し、農協職員も登録団体として小売業者側と契

約を結ぶ労を取ることに合意したが、村内の議論の末、結局この取り組みに乗る農家はなくなっ

てしまった。特に毎日の輸送とそのコスト等を問題視され、チャレンジには至らなかった。 

契約栽培の試み 5：キュウリの試験栽培 

 契約栽培の推進においては、アシュート県でキュウリの新品種栽培を目指す Ganen社がアシュ

ート県農業事務所にコンタクトをしてきた。Ganen社は、Man Floot村の農家 2名に新品種のキュ

ウリの種子を供与し、パイロット的に栽培を行ってもらっていたが、その後収穫が始まっても農
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家に連絡がなく、パイロット農家は、ローカル市場に収穫したキュウリを販売せざるを得なかっ

た。これまでの契約栽培においても、企業側が必ずしも誠実な行動をとらなかったケースが見ら

れた。契約栽培は、農家側の関心は高くもいざとなると非常に慎重になる農家の態度のみならず、

企業側の農家への配慮に欠けた態度も、この市場流通拡大の阻害要因となっている。 

2.1.6 営農計画立案にかかる支援 

(1) 郡・農協職員に対する営農計画策定準備ワークショップ  

 第 1 サイクルでは、郡・農協職員を対象とする営農計画策定準備 W/S を開催した。W/S では、

まずこれまでの活動を、普及フローを基にレビューし、続いて個別農家が作成する営農計画の様

式（案）を参加者に説明し、参加者のコメントを受けて営農計画様式の最終化を図った。対象小

規模農家はグループを形成しておらず、個別営農を基本としているので、対象農家一人ひとりが

作成する営農計画様式とした。内容は、選定作物（品種）、作付面積、作付け時期、目標収量、目

標販売単価、販売先、および生産費を整理して計画農業所得を設定するものであり、できるだけ

簡易な様式となるようにした。 

(2) 営農計画作成ワークショップ 

第 1サイクルの営農計画作成 W/Sでは、農家の選定作物を確定し各作物の収益計算を行って農

業所得目標を個々の農家が作成した。これまでの市場調査やビジネス対話で得た市場情報を基に、

対象農家が営農計画を作成するこの W/Sは、今後技術支援の対象となる作物の選定もなされるも

のである。しかしながら、想定通りに行かない面もあったため、都度 W/Sの方法も修正しつつ進

めていった。下記に、W/S実施の修正点を整理する。 

 これまでのプロセスに参加しておらず、この営農計画作成W/Sから初めて参加するような

農家も多くみられ、農協がISMAP活動参加農家を管理できていない実情が明らかとなっ

た。そのような初めて参加する農家も、ビジネス対話に参加していた食品業者との取引を

希望して作物選定（トマト）を掲げる農家も見られたため、おそらくは対象農家が所属す

る大家族内（縁戚）での情報共有がある程度なされていることは観察された。しかしなが

ら、これまでのプロセスを踏まえていない農家の参加は基本的に避けるため、以降のWS

では、あらかじめ営農計画票を、農協を通じて対象農家に配布し、農家にできる範囲で記

入してもらい、W/Sの当日に持参してもらうようアレンジした。 

 営農計画で、目標収量や目標単価の設定で当惑する農家もあったため、全体で選定作物、

販売先、目標収量、目標単価等を討議するセッションを設け、その後に個別の営農計画票

を記入（記入してきた人は記載内容の再チェック）するステップをとった。 

このようなアレンジを行った結果、参加農家の討議により、妥当な目標収量や目標単価の設定

に寄与した。事前に営農計画票の記入を依頼していたが、ほとんどの農家は未記載であったた

め、この全体討議の結果を反映しつつ営農計画票を埋めて計画を立てるようにした。 

 第 2サイクルでは、上述のように、同一の農家が営農計画作成とベースライン調査を行うよう、

この二つを合わせて行った。1 回目の W/Sでベースライン調査を実施すると共に市場調査結果の

共有を行ない、つづく W/Sで営農計画作成を実施した。農家は栽培作物を変更する事に対して慎

重であるため、営農計画作成においても前作期と同じ作物を栽培するとした農家が多かった。プ

ロジェクトが栽培技術に関するトレーニングや、村内にデモ圃場を設置する事を説明し、ジャガ

イモ、キュウリ、タマネギ、ゴマ、トマト、大豆、ニンニクなど園芸作物への選定の幅がある程度

広がった。 

第 3 サイクルでは、上述のように意欲ある農家を集めたマーケティング協議会を形成した。第
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1 および第 2 サイクルでは、対象農家の継続的な参加が大きな課題であった。毎回の活動で参加

農家が大きく変わり、継続的に参加した農家は延べ参加農家数の数パーセントにしか過ぎないと

いう状況があった。営農計画の段階になって初めて参加してくる農家もあり、それまでのビジネ

スダイアローグや市場調査という市場ニーズを知る活動を踏まえないで営農計画が立てられてし

まうという弊害が起きていた。第 2 サイクルでは、農家の継続的参加を促す改善策を施したが、

その効果は限定的であった。 

このため、第 3 サイクルでは、プロジェクトの活動の積み重ねによって営農計画が立てられる

よう、活動に継続して参加した農家を核に、各村でマーケティング協議会を結成し、この協議会

が営農計画を策定することとした。協議会による営農計画策定では、これまでの市場ニーズを知

る活動で得た情報を踏まえ、技術支援を要請する作物を選定、また契約栽培に関心がある場合は、

その旨を計画に盛り込むようにした。この計画に基づいて再度対象村の農家に呼び掛け、技術支

援（研修及びデモ圃設立）を行う作物の研修に参加希望する農家を募り、その上で技術支援活動

を実施するというステップとした。 

各村の協議会による営農計画作成 W/Sでは、まず村の代表的な作物と作付体系を整理してもら

い、次に市場調査およびビジネスダイアローグの結果をレビューし、これらの情報を基に次期作

物の選定をおこなった。各村で協議会と協議し、プロジェクトから技術支援を実施する作物を絞

り込んだ。 

2.1.7 普及する農業技術にかかるトレーナー研修の実施 

各村で選択された作物に対し、プロジェクトチームで協議し、TOT の対象作物を決定した。対

象作物の選定基準は、基本的には選択した農家数の多い作物を選んだが、サトウキビの様に農家

が十分に栽培技術を持っていると考えられる作物については対象から除外した。一方、選択する

農家数は少なかったが、近年栽培面積が拡大しており、将来この地域でも主要な作物になること

が見込まれる作物などは TOTの対象とした。 

園芸作物の栽培経験がある農家が少ないという状況から、各作物の講義内容は各作物栽培にお

ける土壌の準備から収穫までの一連の栽培手法を網羅する内容となった。TOT の対象となった作

物を作付する予定のない一部の対象農家に対しても普及員による技術トレーニングが提供可能と

なる様、作物横断的なトピック（Recycling agricultural waste, Intercropping、Gender Mainstreaming、

Farm Management等）を含めて TOT計画を策定した。第 2サイクル以降では、本邦研修に参加し

た C/Pの意見により、有機栽培と GAPについても講義内容として盛り込まれた。 

TOT の講師は、MALR 配下の農業研究所(Agriculture Research Center: ARC)のミニアおよびアシ

ュート支所の研究員が中心となって構成した。農業廃棄物の飼料活用については、WAT プロジェ

クトで家畜飼料の栄養改善に資する研究を行った ARC 本部の研究者に、WAT で開発した技術を

講義頂いた。研修受講者は、農家への技術指導を行うこととなる対象郡および対象村農協の普及

職員を対象とした。 

R/Dの合意事項により、第 1サイクルにおいては、MALR 配下の ARCの研究員にも研修講師の

謝礼を JICAが負担したが、第 2 サイクル以降は、MALR 関係者への謝礼は MALR 側が負担する

こととなっていた。しかしながら、MALR の予算確保が第 2 サイクル以降もできなかった。この

ため、研修講師を大学などの外部から招待する対応（外部者への謝礼は第 2サイクル以降も JICA

側負担）と農協の予算を活用するという対応をとった。農協法においては、農協予算の 5%を研修

のために活用することと規定されており、アシュート県では C/Pが農協に要請して、ARC研究員

に講師を依頼した際の謝礼を農協が支払った。アシュート県では、以後農協の予算から研修講師

謝礼を支弁する方策が定着した。ミニア県では農協の合意を得られず、専ら大学の研究者に講師
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を依頼した。 

第 2サイクル以降の TOT では、普及員のみならず村の対象農家の代表も研修に招待して実施し

た。TOTに参加した農家は、村での研修でもリソースパーソンになることを期待したためである。

講義では、農家が積極的に質問を行い活気ある研修となった。農協の予算を使うことからも、TOT

では普及員だけでなく組合員である農家も積極的に招待して参加してもらう方式で研修を行うこ

とが、農協の予算の有効活用としても理に適うものであった。 

2.1.8 対象小規模農家向けの技術研修実施支援（デモ圃設置による研修） 

TOTを受けて、各村農協と郡農業事務所が協力して対象小規模農家への技術研修計画を立てた。

この技術研修計画を基に、各村で作物ごとの講義形式の研修をまず行い、次に各村においてデモ

圃場の設置計画を立て、プロジェクトの支援（資材の提供）により、デモ圃場を設置した。この

デモ圃場を拠点に、対象農家への技術研修を行った。 

(1) デモ圃の設置  

TOT 実施後、学んだ技術を実証・普及させる事を目的として、各村において対象作物のデモ圃

場を設置した。まず準備として、各村でのデモ圃場設置に向けたミーティングを行なった。デモ

圃の設置場所は、対象農家であるかないかに関わらず、デモ圃として圃場を使わせてもらうこと

に合意した農家の圃場を借りて行った。小規模農家の場合、農地に余裕がないことから、大農の

圃場の一部を借りてデモ圃を設置した場合もしばしばあった。但しデモ圃の位置は、幹線道路の

近くなど周囲から見やすく展示効果が高い場所をできる限り選定した。また土壌分析も実施し、

土壌 pHおよび ECを確認した。デモ圃場の管理方法は、①個別農家が管理する方法と、②対象農

家グループによる管理を検討した。 

作物の栽培状況を周辺農家に見てもらう事がデモ圃場の目的とはいえ、ただ見るだけではなく、

実際の農作業を一緒に行なう農家グループによる管理の方が、より多くの技術を体験できること、

また普及員はデモ圃場を定期的に巡回するので、デモ圃場管理に参加していると普及員から助言

を得られる機会が増えるとの考えから、村でのミーティングではグループ管理を推奨した。しか

し、対象地域の農家は独立性が高く、概して農家同士は協働作業を好まない。そのため、農家グ

ループによる管理を行なう村、個別農家による管理を行なう村、その両方を行なう村が見られた。 

(2) デモ圃での技術研修、経験交流 

デモ圃では、植え付け時、栽培中途段階、収穫段階等に圃場での技術研修を実施した。この研

修では、TOT に参加した普及員が中心となって技術研修を実施したが、民間種子会社が参加して

研修を実施するケースも、一度ではあるが行われた。民間種子会社は、園芸作物の振興や新品種

普及の目的で、独自にデモ圃場を設置したりしていることから、このような共同の機会ができた

ものである。また TOTの講師を村に招いてデモ圃で技術研修を実施してもらうことも行った。研

修に集まった農家には、TOTで配布した技術ガイドラインを配布した。 

出来栄えの良いデモ圃では、他村の農家を招待してこの圃場を用いて経験交流を実施した。研

修が伴わなくとも、村の普及員はデモ圃の定期的なモニタリングを実施した。ほとんどのデモ圃

場で毎週若しくは 2 週間に 1 回程度の頻度で普及員がデモ圃場を訪問していた。デモ圃管理農家

は、問題があったときには普及員のみならず C/Pや研修講師に電話連絡を行ない、アドバイスを

受けていた。 

多くの農家は新しい作物や栽培技術を自身の圃場に適応する事に消極的であった。それは、新

しい作物や栽培技術を導入する事が、大きな減収を招く危険性もあるためである。このため村内



プロジェクト業務完了報告書 

国際協力機構（JICA） 
19 

で栽培技術を実証し、定着させる事を目的として、デモ圃場設置活動を実施することは有効であ

った。デモ圃には看板も設置し、看板に栽培品種等の情報も記載した。実際に対象村のみならず

周辺村からも多くの農家がデモ圃を視察したことが、村普及員やデモ圃管理農家から報告されて

いる。 

(3) 結果共有 W/S 

デモ圃での収穫終了後は、デモ圃の結果を整理して農家と情報を共有しデモ圃による普及効果

を高めるため、各村で情報共有 W/S を実施した。W/S では、プロジェクトチームから単位収量、

生産費内訳、粗収入、および純利益を同一作物のデモ圃毎に比較し、また単位収量については県

統計値とも比較した資料を報告し、結果について参加農家で議論し合った。結果の良しあしにつ

いては、村でデモ圃モニタリングを行った普及員が説明を行った。参加農家は、デモ圃で扱われ

た技術等（品種や適正施肥量等）の情報と収量や生産費の内訳にかかる情報を得ることができ、

大変参考になったという感想が多く聞かれた。このように、技術支援は、選定された作物に対し、

TOT、デモ圃設置、デモ圃での技術研修・モニタリング・経験交流、収穫後の結果共有という手順

が確立した。 

2.1.9 ジェンダー主流化活動 

(1) 女性を主体とする活動の立ち上げ 

ジェンダー主流化に関わる活動は、イスラム圏のエジプトで女性が農業にどれくらい関わって

いるのか、もしくは関われる潜在的能力があるのかという基本的な状況調査から開始した。本件

プロジェクトにおいてジェンダー主流化の課題は、一つの大きな課題と認識し、第 1 サイクルで

は普及フローの活動毎に試行を行った。 

対象村を選定する際は、農協に対する質問票に女性農家の参加に対する質問項目を設定し、女

性参加の理解が得られるかどうかを確認したが、郡や農協への説明会では、女性の参加に対する

抵抗が示された。農協選定においては、質問票の中で農協自身が女性の参加に肯定的な姿勢をと

る農協を優先して選定するようにした。 

ベースライン調査の一環として男女の役割などを確認するジェンダーW/S を実施したが、これ

には男性、女性が参加できるよう、場所によっては女性だけを民家に集めて実施するよう工夫し

た。当初農家の夫婦による共同参画を想定していたが、男女隔離規範の厳しい農村の風習から夫

が W/Sに出ると妻は出ないという傾向が非常に強かった。こういった背景から、男女共同で実施

できる村もあったが、別々に実施する方がより多くの女性を集めやすかった。 

ジェンダーW/Sでは、農作業での役割分担、財産へのアクセス&コントロール、家庭内での意思

決定、一日の中の男女の作業分担（Daily Calendar）を取り上げ、男女両者とも積極的に発言した。

男性が主な農作業を担っており、財産へのコントロールや意思決定権を担っていることは明らか

であるが、女性たちは家畜の世話（牛や家禽）に対して多くの作業を担っていることが明らかと

なった。家畜の世話の他、乳製品（牛乳、チーズ、バター）作りを担っており、特に家禽や乳製品

に関しては、販売後に入手した利益は自分たちのために使うことができることが分かった。男女

の役割分担や違いを認識したうえで、プロジェクト内でも男女のニーズに応じた活動を提供して

行くことを参加者に伝えた。 

ビジネスダイアローグや市場調査といった活動に女性の参加を促したが、女性の参加はほとん

どなかった。市場調査、ビジネスダイアローグ、フィードバックワークショップでは、ビジネス

関係者の多くが園芸作物に関するビジネスを行っていることもあり、女性が折角参加したとして

も、彼女らの関与しない領域であるがために十分な参加意義を伝えられなかったと思われる。 
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いずれにせよ、女性が参加しやすい環境を作るためには、男女を分けてワークショップを行う

ことが必要と考えられた。また、家事が忙しくなる曜日を避けたり、女性が参加しやすい平日の

早めの時間（9 時半から 11時半）にワークショップを設定したりする、といった工夫が必要であ

った。 

2015年 3月に運営指導調査が実施された際、女性の活動巻き込みに関する協議も行い、第 2サ

イクル以降のジェンダー主流化活動は、下記の方針で進めることとした。 

 当初農家の選定では、女性枠を設け、参加女性＝対象農家の妻、といった限定にならないよ

うにする。 

 営農の概念を広く考え、農地での作物栽培のみならず、畜産や屋内栽培産品等、女性が主体

的に関与できる経済活動も取り上げていく。 

上記の方針の下、第 2 サイクル以降の活動を進めていった。まずは、各村での対象小規模農家

向けの説明会において、ジェンダー主流化活動について説明を行うことから活動を開始した。説

明会の前に、C/Pに対しジェンダー主流化活動に係るプレゼンテーションや W/Sについて TOTを

実施した。この TOTを受けた C/P（主に女性職員）が、説明会でプレゼンテーションを実施した。 

ジェンダーW/S は、参加型形式をとるため、男女の参加者からバランス良く意見を引き出す必

要がある。声の大きい男性の中で女性参加者の声を引き出すことは、普段大きな声で発言するこ

との少ない女性職員にとって容易なことではない。しかしながら、説明会の後半では上手に女性

参加者の声を拾い上げながら進めていくことができるようになり、女性職員たちの積極的な姿勢

を見ることができた。 

この説明会後に、女性だけを別に集め、彼女らが今後どのようなことに取り組んでみたいかを

話し合うための会議を開催した。この会議では、参加女性の年齢、職業等の基礎データを収集す

るとともに、参加女性が行っている収入源となりうる活動の内容や、各村・家庭の社会的な環境

に応じた女性の活動可能範囲（村の市場に男性の許可なく行けるか等）を確認するとともに、参

加女性が収益を上げるうえで、やりやすい、収益性が高いと考えている等、総合的に考えて彼女

たちが最も興味がある活動を挙げてもらった。多くの女性が家畜の世話について役割を持ってい

ることから、乳製品の製造販売、養鶏、養羊、兎飼育といったアイデアが出された。 

(2) 女性用のビジネスダイアローグ 

第 2 サイクルにおいては、女性対象のビジネスダイアローグを実施した。2015年 11月から 12

月に、アシュート県及びミニア県で実施し、各々68名（4村）及び 28名（2村）の農村女性が参

加した。ビジネス関係者側は、世帯内において主に女性が関わっている活動である、畜産や乳製

品に関係する市場関係者が多く参加した。さらに、女性活動に対して資金等のサポートやビジネ

スアイデアを提供している機関（政府機関である Social Fund for Development（SFD）及び地方開

発省の県出先）の関係者も参加した。女性農家の活動を支援できる人材として、多数の小規模農

村開発プロジェクトを実施した経験のある大学講師も参加した。 

各村の代表者から村の特徴について発表し、次いで参加した市場関係者からビジネスの内容が

説明された。その後、市場関係者と女性との対話が行なわれた。各テーブル 8～15 名程度のグル

ープに分かれ、そこに市場関係者が訪れて話をするという方法で実施した。この対話では、女性

が自分達の生活圏の中で実施可能であるビジネスについての話がなされたが、特にウサギ飼育、

キノコ栽培、SFD等からのお金の借り方について、多くの興味が寄せられていた。結果的には、

実際に融資を受ける女性の事例が出るまでには至らなかった。 
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(3) 女性による市場調査 

対象女性の市場調査を実施するにあたり、プロジェクトチームはアシュート市の朝市に出かけ

て、市場で何かヒントになるものはないか調査を行った。市場では、家禽など家で育てた小動物

をそのまま販売する女性が多くみられたほか、チーズ等の乳製品を販売する女性も多くみられた。

さらに乾燥野菜やカット野菜等、少し加工を施した商品が売買されている様子も見られた。カッ

ト野菜は、販売者は男性であったが、家で母親がカット野菜を作っていた。こういった情報を女

性達との会議で共有、市場調査の実施方法についても対象女性達と討議した。 

各村での会議においては、参加女性の多くが現在行っている活動として、ハト、ウサギ、ニワ

トリなどの飼育、少数だがウシやヤギの飼育と乳製品の製造を挙げた。実際、モロヘイヤ、青刈

小麦、デイツの乾燥などの作物の簡単な加工を女性が担っており、余剰を販売することも少なか

らずあるものの、女性にとっては日常的に行っているそうした作物の加工作業は、収益の観点か

らみると魅力的でない、とのことであった。一般的に、そうした加工は自家消費用にどの家庭で

も行っており、市場性がないと認識されていた。 

参加者女性の多く、特に家畜飼育の経験が既にある女性達の目的は自家消費を確保することで

あり、その余剰分を販売に回している。現在よりも、現金収入を増やすにはどうしたら良いか、

という問いに対し、多くの答えが「良い品種（大きくなる品種）の家畜の導入」「家畜の健康管理

の改善」であり、参加女性達が望むところが、大きな投資をせずに余剰分を伸ばしたい、という

ところであることがうかがえた。 

余剰分の販売、また個人が家庭でできる規模であるため、販売可能量は限られる。そのため、

多くの女性は村の市場やトレーダーが現在の販売先であるし、プロジェクトで新たに何等か導入

したとしても見据える市場は、変わらずそうした村の市場やトレーダーである場合が多い。また、

村によっては、女性の多くは自ら市場に売りに行く人も多く、外出に男性の許可や同行を伴わな

いため、各村の市場については熟知していると主張する女性もあった。一方で、県都から遠く日

常的に訪れる機会が無い対象村に対し、村と県都の市場を比べてより良い売り方や商品など、新

たな視点を得る機会を考慮し、多くの村は県都での市場調査を実施することとなった。 

このように、対象村の状況に応じて村内市場、県都市場を対象に市場調査を行った。市場調査

の際には、家畜飼育に限らず、消費者目線での販売方法の工夫など、付加価値づけによる「より

高く売る工夫」の事例を参照しながら調査に臨んだ。村内、県都の市場、いずれの市場調査にお

いても販売されている商品の種類は大きく違わないものの、販売の仕方や、販売されている商品

の質やそれに伴う価格差、期待される販売量などを聞き取り・観察することによって、参加女性

達により収益性を高めるための具体的なアイデアを考えてもらうことを意図し市場調査、および

その結果を議論する時間を設けた。 

 

 

 

 

 

 
＜市場では、乳製品やカット野菜、乾燥野菜等、付加価値を加えて販売している人々の様子を ���で紹介し、こういった付加

価値づけの観点に注意して市場を観察・聞き取りするよう女性達に事前に説明を行った。（写真はアシュート市内の朝市）＞ 
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議論の中では、まず市場調査において取り組めそうだと考える活動を挙げてもらった。そして、

それぞれの活動に対し、村内市場と売り方や商品で異なる点（県都を対象とした場合）、およびそ

れらを踏まえて各活動を実際に行う場合に想定される有利な面、考慮すべきリスクなどの不利な

側面双方を市場調査で見た価格や販売の様子から具体的に挙げてもらった。多くの村の女性は結

果的に家畜飼育が最も魅力的との意見に終始する傾向にあった。 

(4) 女性生計向上活動の計画と実践 

 女性農家向けビジネスダイアローグや市場調査実施後、各村において具体的な活動を決定する

W/Sを開催し、対象女性が取り組みたい活動から技術支援を行う活動を絞り込んだ。第 2 サイク

ルでは、C/Pや農協職員と対象女性農家との連係を密にするため、活動別にグループを作り、さら

にグループ内でグループ長とサブグループ長を決定した。後述のように、グループ活動の持続は

困難であったため、第 3 サイクルからは活動は個別に行うこととして、対象農家が定期的に集ま

って情報交換するという緩やかなグループの方式に転換していった。 

表 2.1.1 対象女性の支援活動の変遷 

サイクル 活動方針 プロジェクトからの支援 
第 2サイクル 対象活動毎に女性をグループ化して技術支援、モ

デルユニットを作り共同管理、モニタリングを実

施 

グループ毎に活動のモデルユニッ

ト（園芸作のデモ圃のような位置づ

け）を供与し、グループで管理して

もらう。 
第 3サイクル 活動は個別活動とし、定期的に対象女性が集まっ

て情報共有を行う緩やかなグループ活動方式に転

換 

個別女性の初期投資（家禽の購入）

に対し、資金を一部補助（コストシ

ェアリング） 
第 3サイクル以降 第 3サイクルの方針を継続 資金的支援は、一切行わず技術支援

のみに特化 

 
第 2サイクルでは、選定された活動（キノコ栽培、ウサギ飼育、ニワトリ飼育およびハト飼育）

について、まず講義形式の研修を実施した。この研修は TOT の一環として行ったが、女性普及員

は少数であることもあり、普及員だけではなく各村の対象女性も集めての講義とした。このこと

により対象女性も直接講義を聞く機会を得ることができ効果的であった。村の女性はこのような

研修に参加する機会も乏しいので講義への参加は有意義であったようである。 

研修実施後、対象村を訪問し、家畜飼育やキノコ栽培を実施するためのモデルユニット作りの

場所の確認作業を行った。家畜飼育場所やキノコの栽培場所は、参加女性の居住する家の部屋や

屋上などであり、この場所を提供した女性がそのグループのリーダーとして、ほかのメンバーに

集合をかけ情報共有を行う中心となった。またアシスタントと呼ばれる数人の女性たちがリーダ

ーをサポートするという仕組みを作った。モデルユニットを作るための資材をプロジェクトが提

供し、具体的な活動の実施に入った。 

女性活動はその特性からすべて屋内で行なう活動である。そのため、基本的には他の人の目に

付きにくい活動となっている。プロジェクトは、女性達の学びの場としてのモデルを提供する、

という位置づけで資材の提供を行ったが、モデルとしての機能を発揮するための阻害状況も観察

された。 

家畜を扱うことから、あまり多くの人がモデルを見に押し掛けると感染症の発生が懸念される

と言う技術的な点から、見学者を制限せざるを得ない面はある（獣医の助言による）。しかし、そ

れ以上に対象女性グループが他者からの嫉妬を買うことを恐れて見学に消極的になっている面が

見受けられた。モデルという「学びの場」という説明は、一部の女性が無償で資材供与を受けた、

という意味合いと混同され、村人にプロジェクトが意図した意味の理解を得るのは容易ではない
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ことが認識された。また、モデルからの収入をシードとして、他の女性に活動従事のための初期

投入を配分していくことも計画したが、この点は多くの村で上手くいった。 

技術面では、ウサギは高温に弱くまたニワトリの雛は病気に脆弱であるため、これらの家禽の

生存率は著しく低いものとなった。またキノコ栽培は、当初ビジネスダイアローグに参加してい

た業者による買取が想定されていたが、この業者が撤退してしまった。農村部ではキノコの食習

慣がほとんどなかったが、テレビプログラムで調理法を学び、購入する世帯が出てきてはいたも

ののキノコの需要は非常に限定的にならざるを得なかった。ハトは、繁殖が早くまた生存率も高

く比較的安定した飼育が可能であることが判った。 

第 2 サイクルにおいて上記のような生計向上活動のモデルユニットを導入し、対象女性をグル

ープ化して管理に当たり展示効果も狙ったが、その効果は限定的であった事から、第 3 サイクル

では第 2サイクルとは異なるアプローチにて実施する事の検討を継続した。2017年 1月の中間レ

ビューにおける議論を受け、女性活動は以下の方針で実施することとした。 

 ビジネスを実践する意欲のある女性を絞り込み支援を行う：あまり活発でなく、普及員の

パフォーマンスもあまりよくなかった村を除外し、次に対象女性への個別インタビューを

行い、ビジネスへの志向、ISMAPアプローチへの理解、実践活動をしやすい環境にあるか

（家族の理解が得られるか、家畜飼育のスペースがあるかなど）等を確認した。また、初

期投資に対しては費用負担を求め、それが可能であるかも確認した。 

 活動の経済分析を強化して女性の意思決定支援に資する：市場調査後に対象女性が挙げて

いる活動（ハト飼育、アヒル飼育、鶏飼育、ウサギ飼育、および羊飼育）について、獣医

や専門家、市場、また実際にこういったビジネスを実践している村の女性から聞き取り調

査を実施し、プロジェクトチーム内でまず経済分析を行い、それをもとに対象女性達と経

済分析（ビジネスプラン）W/Sを実施して、経済性をより明確化して活動の選択を行った。

この際、第 2サイクルの経験から、専門農家ではなく一般の村の女性が携わる場合家畜の

死亡率が高くなることを考慮して収益性を検討した。分析の結果、羊の収益性が悪いこと

とアヒルやハトの収益性が良いことが認識され、当初は羊をやりたいと主張していた女性

も、分析後には意見を変えていた。 

 初期投資へのコストシェアリングを行う：事業へのオーナーシップ醸成のため、対象女性

から初期費用の負担を求めることとなり、飼育家禽に応じて配布する家禽購入費の

25%~50%の負担とした。ビジネスプラン W/Sによって、各村での対象活動が決定した後、

対象女性との初期費用負担の合意、対象女性の肥育場所の確認および家畜の配布を実施し

た（後述の第 4サイクルで、コストシェアリングも廃止した）。 

 個別に活動する女性が集まり月例モニタリングを行う：活動は個別で行い定例会を開いて

情報共有するというゆるかやなグループ化に転換した。参加者全員が共通の内容で普段の

活動記録をノートに記録してもらえるようフォーマットを作成し、これに基づいて月例会

議で一人ずつ進捗報告してもらうようにアレンジした。ノートへの記録状況は村毎でまち

まちであったが、記録をすることにより、利益を得たと喜んでいた女性があらためて収支

を計算すると思っていたよりも少なかったという“気づき”を得られたりした。 

(5) 経験交流 

第 2サイクルでは、2016年 8月に、プロジェクト活動が活発であった村にて、対象男女の経験

交流会を行った。アシュート県では El Tetalia村、ミニア県では Kom Matai村を選定して本経験交

流会を開催した。対象村ではプロジェクト開始時期から男女が別々の活動を実施してきたが、お
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互いの進捗を報告しあうための男女情報交換会として経験交流の場とした。また、男女の役割分

担が明確であることを配慮して、男性メンバーが妻など女性家族を、女性メンバーが夫など男性

家族を招待し、活動内容がメンバーの家族にも共有されることを試みた。 

会の前半は、女性各グループと男性各グループ（デモ圃場）がそれぞれ活動の報告を行った。

午後は、デモ圃場や女性活動を行っている女性グループの訪問を行った。残念ながら、男性メン

バーは、女性グループを訪問することを躊躇したため、女性メンバーがデモ圃場と他の女性グル

ープを訪問することとなった。普段は家からほとんど離れることのない女性たちは、村の中にど

のようなリソースがあるのかをあまり知らないことに気付かされた。 

それぞれの県で男女経験交流会を実施し、改めて男性が女性の活動を訪問すること、女性が農

地を見学することが難しいことだと感じられた。文化的な背景だけではなく、この会を開催する

必要性がメンバーに感じられなかった面も考えられる。活動の実績を作りそれに意味があること

だということを C/P、農協職員ともども実感することが、活動の意義を参加者によりよく伝えられ

る動力になると考えられた。 

(6) ローカルジェンダー専門家によるジェンダー主流化セミナーの実施 

 中間レビューに基づき、エジプト人のジェンダー専門家を傭上し、プロジェクト活動の強化を

図った。ジェンダー専門家は、プロジェクト活動に参画するとともに、C/P 向けジェンダー研修

（セミナー）も行った。2017年 7月および 8月に、各々アシュート県およびミニア県で当該研修

を実施した。女性の生計向上活動支援を、ジェンダー主流化という背景をしっかり認識しつつ進

めてもらうように企画したものである。アシュート県出身の専門家がみずからの経験を交えて、

エジプト社会において次第に女性の社会進出が進んでいること、性の違いによる思い込みなど、

ジェンダー主流化の意義についてわかりやすく説明を行った。この講義では、ジェンダーという

概念が、女性だけを対象としたものではなく、男性と女性の両方を対象とすることで、夫婦や家

族など相互に発展していけること、そして女性だけのエンパワメントは難しいことが重点的に語

られた。現地専門家ならではの当地の文化に適した講義であった。 

2.2 成果 2 に係る活動 

2.2.1 開発・検証が必要な技術の把握、開発・検証、研修の実施、既存技術の改善 

プロジェクトの成果２である、「付加価値の高い農産物を生産する技術が開発・検証される」に

関する活動は、以下の手順で進めた。 

表 2.2.1 成果 2 に関する活動の手順 

成果 2 に関する活動 実施内容 
開発・検証が必要な技術の把握 農業研究所（ARC）等の研究状況の調査、IMAP で検証された技術の確

認、他のプロジェクト等で開発された技術の調査 
技術の開発・検証 市場調査等を行ったうえで農家が選定した作物に応じて、必要な技術に

ついて確認し、TOT のプログラムに反映させた。 
必要とされた既存技術の改善 モニタリングを進めて、改善案を検討する。 

 

専門家により調査したところでは、MALR 配下の農業研究所（ARC）は、多岐にわたる研究部

門を擁しており、各研究員が様々な試験研究を行っている。このことから、農家ニーズに応じて、

引き出しから対応技術を取り出すように、ARC内で開発されている技術を、農家のニーズに応じ

て導入する進め方が効率的であると考えられ、まずは農家の市場ニーズに基づいた作物の選択を

基礎に必要な技術を明確化するものとした。 

市場調査とビジネスダイアローグを通じ、対象農家が栽培を希望する作物に関して郡や村の普
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及員、農協職員、および篤農家に対して TOTを実施し、適切な栽培技術の普及を行なった。さら

に、TOT で学んだ技術を実践する目的でデモ圃場の設置も実施した。デモ圃場を設置するにあた

り、この圃場では①農業普及局や農業研究所が推奨する栽培方法の実践、②新しい栽培技術の導

入、③新しい品種の導入を計画し、慣行栽培とは異なる栽培方法の実践、検証を目的とした。 

①農業普及局や農業研究所が推奨する栽培方法の実践として、TOT では各作物の栽培全般を取

り上げる講義を中心とした。例えば、通常、農家は生産量を多くするために必要以上の化学肥料

（特に窒素肥料）を施用する事や農薬を散布する事が知られている。そのため、デモ圃場では各

作物に適切な管理を行なう事で、収量を増やすのみならず、過剰な肥料や農薬の使用を禁止し生

産費を削減する事も計画した。 

②新しい栽培技術の導入では、IMAP でも実施したメイズとトマト等の野菜の混作技術の導入

を行った。TOT においてメイズと他の作物の混作技術を講義内容として取り上げ、小規模農家の

園芸作導入のための技術として紹介した。混作技術は、対象作物を被陰する作物を混作する事に

より、高温障害を防ぐ事が目的である。対象作物であるトマトやキュウリの圃場において、草丈

が高くなるヒマワリやトウモロコシの混作を行なった。 

③新しい品種の導入はトマト、キュウリ、メロンのデモ圃場にて行なった。エジプトにはアメ

リカやヨーロッパの種苗会社で生産された種子を委託販売する企業が数多くあり、新しい品種が

次々と導入されている。そのため、農家かからも新品種を使ってみたいという要望が多く、デモ

圃場では農業研究所が推奨する品種に加え、近年販売が開始された新しい品種も導入する事とし

た。これらの品種はすべてハイブリッド種であり、高収性や耐熱性、耐病性などを備えている。 

一方で、堆肥作成といったような、作物栽培全般に関わる技術については、ISMAPの前身であ

る IMAP での検証技術を手持ち技術とし、更に他のプロジェクトで開発された技術についても確

認を行った。エジプトでは、SATREPSのスキームで、筑波大学を中心としたグループが、カイロ

大学および ARC をカウンターパートに「ナイルデルタ等の水利用・農業生産の効率化、小農の所

得向上支援」（通称 WAT プロジェクト）を実施しており、このプロジェクトで開発された技術で、

本プロジェクトで活用可能なものの適用を検討した。 

WAT プロジェクトからは、大豆などの作物残渣や牧草の簡易サイレージ等による家畜栄養改善

技術を、当該研究員をビジネスダイアローグに招いて対象小規模農家に紹介した。この技術では、

家畜の栄養バランスが改善され搾乳量が増加することが可能となり、ミルクやミルク加工品販売

の増による農家の所得向上が期待できる技術であった。ビジネスダイアローグにおいても農家か

ら高い関心がはらわれたことから、TOT においても紹介技術として取り上げ、普及員に対し、当

該研究員より講義を行った。 

2.2.2 技術マニュアルのとりまとめ 

このように、技術支援対象作物の選定、ARCや大学を中心とする研究者により蓄積されている

既存技術や新品種導入などの栽培技術の研修実施（TOT やデモ圃での実地研修）、これら研修に使

われた講義テキストをとりまとめて栽培技術のマニュアル・ガイドラインを作成、普及員・農家

に配布、という手順で活動を行った。TOT 等で用いたこれらマニュアル・ガイドラインを最終的

に取りまとめて ISMAP栽培技術マニュアルを作成した。また、代表的な作物については、本邦研

修において日本の普及教材から学んだ 1 枚で必要な情報を整理する栽培ポスターも作成し、現場

普及員には好評を博している。 
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2.3 成果 3 に係る活動 

2.3.1 農協の強み・弱みの把握 

農協は主に、普及員から構成される �������������� �����と農業資材等の販売を行ってい

る������������������、そして農家の代表メンバーである理事会から構成されている。農業普及員

を含む�������������������はおよそ � 名～�� 名、������������������は � 名～� 名、理事会は � 名～

��名で構成されていることが多い。���������������������と��������������������の職員は、政府から

給与が支払われており、理事会メンバーは無給が基本となっている。 

農業普及員が主である�������������������の主な活動は、県農業事務所で行われる研修への出席

やデモ圃場の管理である。これらの研修やデモ圃場の多くは、伝統作物である小麦やメイズを中

心に行われている。また、農地の管理や年に � 回、農家の栽培作物と栽培面積の登録作業も行っ

ている（これが農業統計の基礎データとなる）。一方で������������������は、主にメイズ及び小麦

の種子の販売、肥料の販売を担当している。これらの種子及び肥料は、政府の補助金により市場

価格より安価で農家に提供されている。 

農家の代表である農協の理事メンバーは � 年ごとの選挙によって選出されている。通常、理事

会は月に � 回開催されており、農協の財務状況、肥料不足等の問題や農家同士の問題等に関する

協議が行われている。理事会の最も大きな役割は、農協の支出等の承認である。農協職員によれ

ば、農協活動に必要な費用は全て理事メンバーの承認が必要となるため、しばしば農協職員と理

事メンバーとの対立の原因になるという。また、理事会のメンバーは高齢者が多く、村の名誉職

という意味合いも強いため、理事メンバーの年長者が大きな影響力を持っている。 

多くの農協は官製農協として、伝統作物を中心とした農家への最低限の農業サービスの提供に

とどまっている。さらに、これらの活動は十数名の農協職員及び普及員が場合によっては数千人

規模の農家を対象に行われている。言い換えれば、多くの対象農協は、農民組織というよりも、

村役場のような機能を担っている行政組織として位置付けられる。実際、農村の寡婦に対する現

金支給サービスを政府が実施した際も、農協がその実施場所となっていたケースも多い。 

図 2.2.1 プロジェクトで作成した栽培ポスターの例 
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本プロジェクトでは、対象農協の強み・弱みを把握し、農協による小規模農家の所得向上に向

けた活動計画策定・実施に係る研修が想定されていた。対象農協の強み・弱みの把握にあたって

は、各農協で SWOT分析を実施し、SWOT分析の結果に基づき、農協の活動計画策定・実施の支

援を行った。 

SWOT分析については、対象農協の役員、普及員、郡職員を対象にワークショップを開催し、

特に各対象農協が考える強み・弱みについて明らかにした。本プロジェクト開始直後に実施した

ワークプラン作成 W/S にて、C/Pを対象に SWOTを実施しているため、農協における SWOT分

析については、カウンターパート職員が中心となって SWOT分析のファシリテーションを実施す

る“On the job”方式の研修とした。 

各対象農協における SWOT分析ワークショップは、第 1サイクルから第 3サイクルの各々の活

動後半に各農協で 1 日のワークショップを開催した。ワークショップには、主に農協職員、普及

員及び組合理事が出席した。 

SWOT分析ワークショップにて明らかになった農協の持つ主な強みは各農協によって若干の違

いはあるものの、大きく“定期的な収入源を持っている”、“多額の資金を有している”、“倉庫等

の施設を有している”、“立地場所が良い”といった点に集約できる。また、農協と農家が緊密に

連携しており良好な関係を持っていることも農協の強みとして認識された。一方で、弱みについ

ては、“普及員等スタッフの数が限られている”、“農協職員・農協役員が高齢の人しかいない”、

“普及活動をするための交通手段を持っていない”が多くの農協が抱える共通の弱みになってい

る。但し、一部の農協では、普及員等の十分な数を強みに上げている。また、多くの農協に共通

する弱みとして、農家へのマーケティング支援ができていない点が認識されている。 

表 2.3.1 対象農協との W/S で出された農協の強みと弱み 

項目 強み 弱み 

農協の

資産 
 豊富な資金 
 倉庫を保有 
 農協の建物が大きい。 
 農業機械を保有 
 村内の農家情報が利用可能 

 農協が自身の建物を有していない 
 農業機械の不足 
 農協の活動予算が十分でない 
 農家への融資が不足 
 農業技術指導を行う際の交通手段がない 
 農協が多額の負債を抱えている 

農協の

人材 
 十分な数の普及員及び農協スタッフ 
 経験豊富な普及員と農協職員 
 農協理事が活発 
 農家との良好な関係 
 農協の組合員数が多い 

 普及員の技術が十分でない 
 普及員・農協職員の数が不足 
 農協職員・普及員・農協理事が高齢者ばかり 
 農協理事が活発ではない 

農協の

活動 
 農家への融資を実施 
 種子および肥料の販売を実施 
 建物を所有していて賃貸料、パン屋

の営業といった定期的な収入源を持

っている 
 家畜用飼料の販売を行っている 

 最新の品種の種子が手に入らない 
 デモ圃場が少ない 
 農業研究所とのコネクションがない 
 マーケティングサポートが不十分 
 共同出荷が出来ていない 
 伝統作物以外の園芸作物等に関する経験不足 
 農協の予算を自由に活用することができていない 
 政府による農協支援が行われていない 
 政府による園芸作物資材への支援が限られている 

農村環

境 
 農協の立地条件が良い 
 伝統作物以外の栽培経験が豊富。 
 総耕作面積が大きい 

 適切な輪作が実施されていない 
 小規模農家が多い 
 耕作面積が広く、農協がカバーしきれていない 
 農家が伝統作物しか栽培していない 
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2.3.2 農協の活動計画の策定・実施に向けた研修実施 

各農協では、SWOT分析結果に基づき、適宜活動計画の作成を進めた。農協の活動計画は大き

く 3つの項目に集約できる。すわなち「農業資材販売の強化（園芸作物）」、「契約栽培の促進」そ

して「集荷場の運営」である。各農協の持つ強みと弱みと農協自身のやる気によってこれら 3 つ

の項目をベースにした活動計画を作成した。 

「農業資材の販売強化（園芸作物）」については、戦略作物に関する肥料や種子販売を実施して

いること、立地場所が良く倉庫等の施設も有していること、といった強みを活かし、デモ圃場で

実施する作物を対象に、農協が種子販売することを計画した。「契約栽培の促進」については、組

合員数が多い農協や村の農地面積が大きいという強みを持つ農協にとっては、契約栽培が選択肢

の 1つに成り得る。そして、「集荷場の運営」については、農協の実施能力とやる気に大きく左右

される活動だといえた。資産を有する一部の農協がこうした活動に興味を示した。 

表 2.3.2 対象農協の活動計画 

活動領域 活動内容 

農業資材販売の強化  資材販売の対象作物の決定 
 販売計画の策定 
 販促活動の実施 

契約栽培の促進  企業リストのアップデイト・配布 
 作物別農家リストの作成 
 企業へのコンタクト・売り込み 

集荷場の運営  対象作物・参加トレーダーの決定 
 集荷場トライアル実施 
 市場調査票の農家への配布 

その他  カイロの卸売市場での市場調査実施 
 TOT講師の名前と連絡先一覧を作成、農家へ配布 

 

2.3.3 農協の活動計画強化のフォローアップ 

各対象農協の活動計画策定後のフォローアップを、計画策定後 1 年後を目途に行った。農協の

フォローアップは、農協職員及び組合理事を対象とし、ワークショップにて実施した。W/Sでは、

普及フローによる活動サイクルを終了後、農協が行ってきた活動を確認し、普及フローを展開す

るにあたって、農協がどのような活動を実施できるかについて議論を行った。 

普及フローサイクルの終了後、多くの農協がビジネスダイアローグに参加した企業にコンタク

トを取っていたことが分かった。Manshet El Maghlka村(Mallawe郡)を除いて、コンタクトしたも

のの企業との取引には至らず、農協からは企業に真剣に取り合ってもらえなかったとの声も聞か

れたが、多くの農協は引き続き企業へのコンタクトを継続する意向を見せていた。また、デモ圃

場の活動は、農協がデモ圃場の結果を農家に共有することで園芸作物の栽培技術のみならず、そ

の収益性を共有することで、市場志向型農業の有益性を広めるきっかけとなっていた。 

2018年 9月に、第 1から第 3サイクルまでの全対象農協関係者を集めたフォローアップワーク

ショップを開催した。当該 W/Sの目的は、1）これまでの ISMAPの活動を振り返り、普及フロー

の再確認を行い、2）各農協が立てた活動計画の進捗状況を自己評価し、3）村内で今後 ISMAPア

プローチを普及していくための普及計画を策定することであった。当該 W/Sには、各村から農協

職員（普及員を含む）、理事メンバー、プロジェクトで形成したマーケティング協議会メンバーが

出席した。 

W/Sでは、最初にプロジェクトの広報ビデオを上映し、その後 ISMAP普及フローを再度説明し

た。ISMAP普及フローの確認後は、各農協グループに分かれ、グループワークとしてそれぞれの
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活動計画について、達成度合いを確認するレビューを行った。グループワークの最後には、農協

の普及計画について、農協職員や理事メンバー/マーケティング協議会メンバーの役割を確認し、

年間の普及ターゲット農家数の設定を行った。 

各農協の活動計画のレビューについては、農協ごとに活動計画を記載したフォーマットを準備

し、活動計画ごとに実際に行った活動を記入し、参加者自身の自己評価にて 5 段階で達成度合い

の評価を行う参加型評価方式とした。①の 0％については、何も活動を行わなかった場合で、活動

計画そのものを取りやめていた場合は、評価の対象外とした。②25％については、アクションを

起こしていたものの、計画の達成には程遠い場合、③50％は計画の半分程度は達成できた場合、

④75％は概ね達成できた場合、⑤100％は達成できた場合とした。また、活動計画ごとの自己評価

結果には、なぜそのような評価結果としたのかの理由も記載する方式とした。農協活動のレビュ

ーでは、多くの農協がビジネスダイアローグや市場調査を通じて知ることができた企業等に実際

にコンタクトを試みていた。また、実際に新たな販路を開拓できた農協も確認することができた。

農協の自己評価は、平均 70%の達成率であった。 

表 2.3.3 農協活動計画のレビュー結果（例：Sanabo 村） 
Item Action you took Evaluation Reason for Evaluation 

Contact agri-business 
companies and support 
farmers marketing 
activity 

we contacted with some 
companies like: Frozina and 
Bashayer company 

Somehow complete 
(50%) 

There aren't enough amount of 
production to cover all companies' 
needs . 

Provide technical 
training to farmers 

Provided technical training on the 
demo-farms  Complete (100%) We already made a lot of seminars to 

the farmers the demo-farm 

Plan for food 
processing activities 

we implemented some of this item 
like: pickle the lemon and cheese 

Little bit complete 
(25%) 

lack of the budget and marketing 
outlets 

Conduct training for 
poultry 

we provided training about the 
poultry raising  

Almost Complete 
(75%) 

Farmers are still afraid bird flu 
disease. 

 

また、当該 W/Sの最後には、村内の普及計画の策定を行った。普及計画は、普及フローの活動

に沿って、農協が実施可能な活動を取り上げ、これらの活動ごとに農協職員と理事メンバー及び

マーケティング協議会メンバーである農家の役割を明記する形となっている。普及計画について

は、各村共通のものとし、農協ごとに必要があれば、活動の追加、もしくは普及計画の修正を行

った。普及計画の策定においては、各村で年間の対象とするターゲット農家数の設定も行い、ど

のくらいの期間をかけて当該普及計画を実施していくかについての議論も行った。多くの農協が、

200～300農家程度をターゲットとし、3～5年程度の普及計画とした。 

表 2.3.4 農協の普及計画 

Extension 
Flow Coop. Activities Role of Coop. Staff Role of Marketing Committee/ 

Board Members Month 

Selection of 
Farmers 

Information sharing about 
ISMAP approach by 
manuals, poster and leaflet 

Explain the steps of ISMAP 
approach at a cooperative 
office 

Support cooperative staff to 
explain Extension flow 7 

Business 
Dialogue 

Provide a list of traders and 
companies 

Prepare a list and provide to 
farmers 

Encourage farmers to contact 
companies and traders 8 

Market Survey Share the market survey 
format 

Provide the market survey 
format to farmers 

Help farmers how to use the 
survey format 8 

Training of 
Trainers 

Share the information about 
TOT lecturers and training 
materials 

Provide contact information 
about TOT lectures and share 
the TOT materials 

Encourage farmers to get 
information and contact to the 
lecturers 

9 

On-field 
Activity 

Provide information about 
Demo-farmers 

Share the name of demo-
farmers 

Encourage demo-farmers to 
share their experience with other 
farmers 

9 
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2.4 成果 4 に係る活動と中間レビューでの提言を受けての活動変更 

2.4.1 中間レビューの実施と提言・活動の変更 

 2017年 1 月 7 日から 1 月 27日にかけて、中間レビュー調査が実施された。プロジェクトチー

ムは、事前に関係資料を整理し、また中間レビューミッションに現場同行し各種会議に参加した。

中間レビューは、プロジェクトの進捗状況や目標達成状況の確認、評価 5 項目による評価、そし

て今後の取り組み改善への提言等を目的として実施された。当該中間レビューは、日本側の評価

者とエジプト側の評価者の合同チームによって、C/Pへのインタビュー、ミニア県及びアシュート

県での現場視察、農家へのインタビュー等を通じて行われ、2017年 1月 26日に開催された第 5回

JSC (Joint Steering Committee)会議に於いて、プロジェクト関係者への中間レビュー結果の共有が

行われた。 

 中間レビューでは、プロジェクトの投入状況、成果の達成状況の確認、関係者へのインタビュ

ー等を通じたプロジェクトの実施状況が確認された。一連のレビュー調査の結果は、「妥当性」、

「有効性」、「効率性」、「インパクト」、「持続性」の 5 項目に沿ってまとめられ、残りのプロジェ

クト実施期間における改善すべき点等について提言がなされた。プロジェクトの「妥当性」は高

いと判断された一方で、MALR によるプロジェクトの予算確保が困難であったため「持続性」は

やや低いとの結果となった。 

 中間レビューチームからは、一連のレビュー調査及び上記の中間レビュー結果に基づき、残り

のプロジェクト期間で、よりよい活動を実施していくための提言がなされた。これらの提言は、

プロジェクトチーム、エジプト側、日本側、それぞれに向けてなされた。また、提言に伴い PDM

の変更が提案された。PDM の変更点は下表のとおりである。 

表 2.4.1 中間レビュー後における PDM の変更点 

従前 変更 変更理由 
なし 成果 1：女性活動に対する指標の追加 活動実態に即すよう指標を追加 
なし 成果 1：周辺農家に対する指標の追加 活動実態に即すよう指標を追加 
なし 成果 1：農家の行動変容に係る指標追

加 

所得増以外での効果を測る指標を

追加 

4-3郡普及員が郡内の対象農協以

外の農協に対して市場志向型ア

プローチによる営農手法の普及

計画を策定することを支援する。 
4-4郡普及員による 4-3の計画実

施をモニタリングする。 

成果 4：活動 4-3および 4-4の削除と

指標の削除 
他村に広げていく活動が含まれて

いたが、既存対象村で集中的に活動

し、成功事例を作っていく方針に変

更となったため、活動を他村に広げ

ていく内容は削除された。 

 
大きな変更は、成果 4 にかかる活動であり、当初は第 3 サイクル終了後、各郡を中心に他の村

へ普及活動を広げていく計画であったが、この計画は変更されることとなった。すなわち、より

明確に成果を得られるよう、これまでに活動を実施してきた村から活発な村を選定し、更に普及

活動を重ねることによって成功事例を作っていくこと、そのことにより MALR 中央にもアピール

して予算の確保に資するようにすること、という方針を取ることとなった。 

2.4.2 中間レビューの提言の実施（第 4 サイクルの実施） 

 中間レビューの提言をプロジェクトチーム全体で共有し、今後の提言盛り込みと活動計画を協

議して、プロジェクト活動改善を進めた。2018年 11 月に実施された終了時評価までに実施した

中間レビュー提言の活動盛り込みを、下表に整理する。また、提言を受けての PDM 変更、それに

伴い実施した活動の概要を 2.4.3に整理する。 



プロジェクト業務完了報告書 

国際協力機構（JICA） 
31 

表 2.4.2 中間レビュー提言の実施状況（2018 年 11 月） 

提言内容 実施状況 

（1.今後のプロジェクト計画について） 

1.1 より多くの成功事例を生み出すために、これまで活動を実

施した対象村から、比較的活発な対象村に焦点をあてて、集中

的なフォローアップを実施すべきである。 

アシュート、ミニア各県から 3 村を既存対象

村より選定し、第 4 サイクル活動を行ってい

る。 

1.2 デモ圃場の効果を最大限に引き出すために、より多くのデ

モ圃場を設置すべきである。また、看板が撤去されないよう固

定を強化すべきである。 

デモ圃設置増に努めているが、デモ圃管理受

け入れ者や設置場所が限られたりして、デモ

圃数は顕著には増えていないが、デモ圃での

フィールド研修数を増やしている。また、看

板の固定強化を行い、常時看板をデモ圃に掲

示するようにした。 
1.3 女性活動の実施プロセスの見直しを行い、女性が市場志向

型活動をうまく実施していくことができる要因の分析が必要。 
第 4 サイクルにおいて、活動初期にビジネス

プラン作成研修を実施し、市場志向意識の醸

成に努めた。また、対象女性は個別に活動を

行うが、定例会を開いて対象女性が参集し、

お互いが啓発できる場を設けている。 
1.4女性活動についても、優良モデル作りにむけて、これまでの

活動から対象女性・対象地域を絞り込み、集中的なフォローア

ップを行う。 

アシュート、ミニア各県で 2 村を選定し、第

4サイクル活動を行っている。 

（2.モニタリング体制の強化） 

2.1 県の C/P と日本人専門家は、農家が自身の営農活動につい

てモニタリングを行うフォーマットを作成し、W/Sを通じてそ

れらの情報を収集する（農家レベルのモニタリング）。 

モニタリングシートを作成し、第 4 サイクル

対象農家に対して、2017年冬作作付時に最初

の情報収集を行った。 

2.2MALR にテクニカルコミティーを設置し、プロジェクト活動

のモニタリングを強化すべき。テクニカルコミティーは、プロ

ジェクトマネジャー、カイロの C/P、県の C/Pリーダー、日本

人専門家で構成される。テクニカルコミティーの最初の仕事と

して、カイロの農協部及び普及局と合同で、1 日ないし 2 日程

度のワークショップを開催する（成果/プロジェクト目標レベル

でのモニタリング）。 

テクニカルコミティーを設置し、2017年 4月

23 日に農協部と普及部の第 1 回合同 W/S を

開催してプロジェクトの情報共有を行った。

2017年 6月 7日に本邦研修結果情報共有 W/S
も実施した。更に、テクニカルコミティーの

Taskとなる四半期モニタリングの 1回目のモ

ニタリングを 2017年 8 月 28日、29日にアシ

ュート県で行い、テクニカルコミティーによ

るデモ圃モニタリングを実施した。2018年 11
月までに 3回のモニタリングを実施した。 

2.3 県の C/P と日本人専門家は、共通のモニタリングシートを

用い、現場での活動について、毎月モニタリングを行いテクニ

カルコミティーに報告を行う（活動レベルのモニタリング）。 

モニタリングシートを作成し、2017年 3 月よ

り報告を開始、継続している。 

（3.MALR 普及業務への ISMAP 成果への活用） 

3.1 既存の農業技術指導マニュアル・普及マニュアルをどのよ

うに改善・整理し、活用するかについて協議を行う。 

活動を進めつつ適宜協議を行っている。 

3.2プロジェクト終了後も ISMAPの成果が活用されるべく、既

存の普及活動に ISMAPの成果を組み込むことが必要。県、郡、

村レベルにおける行政による通常の普及活動について、情報を

整理し、どのように ISMAP の成果を活用できるか検討する。 

MALR の普及体制を確認し、普及部との協議

を開始して、ISMAP成果の活用方法について

検討を開始している。 

3.3 プロジェクトチームは、徐々にプロジェクトによる介入を

軽減し、農家自身の自助努力を醸成していくことを検討する。 
活動の中で徐々に進めている。 

（4.円滑なプロジェクト実施に向けて） 

4.1 県の C/P は、プロジェクト予算確保のため、計画省に対し

て必要経費の具体的な提示、農業土地開拓省への月々のモニタ

リングレポートの提出を行う。また、日本人専門家はこれらの

活動を支援する。 

2017年 5月に農協中央部からプロジェクトに

係る予算書を MALR 経済局に提出したが、予

算は承認されなかった。 

4.2プロジェクトチームは、PDMの指標について見直しを行う。

具体的には、実現可能な上位目標の再検討、簡易に収集可能な

情報に基づく農業所得向上を測る指標の再検討、農家の行動変

容を測るための指標の設定、女性活動に関する指標の設定が必

要である。 

指標について見直しを行い、2017年 7 月 19
日の第 6 回 JSCにて PDM-3 として整理、承

認されている。 
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2.4.3 PDM 変更による活動（第 4サイクル） 

(1) 園芸作振興 

2017年 5月より第 4サイクルの活動を開始した。これまでにプロジェクトが対象とした村から

成功事例を作るのによりポテンシャルがあると思われる村を C/P と協議して、各県園芸作対象 3

村、女性活動対象 2 村を選定した。このうち 1 村は園芸作と女性活動を重複させているので、実

質各県 4村に絞り込んでの第 4サイクル対象村とした。 

表 2.4.3 第 4 サイクルの対象村 

県 郡 村 活動 既実施サイクル 
ミニア Beni Mazar Gendaya 園芸作、女性活動 第 3サイクル 

Matai Kom Matai 園芸作 第 2サイクル 
El Minia Tala 女性活動 第 3サイクル 
Mallawe Manshet El Maghalka 園芸作 第 1サイクル 

アシュート Dayrut Sanabo 園芸作 第 1サイクル 
El Kosya Tetalia 園芸作 第 2サイクル 
Man Floot Man Floot 園芸作、女性活動 第 3サイクル 
Sadfa Bany Mor 女性活動 第 2サイクル 

 

 選定に当たっては、対象村の村農協の職員に活発な人がいるか、農家が新しい事に取り組む意

欲があるか、また園芸作の経験のある農家がある程度いるか、といった点について、これまでの

プロジェクト活動を実施した経験から、C/Pと協議して最終的に選定を行った。 

第 4 サイクルでは以下のような工夫を行い、活動を進めると同時に、これまでの活動による農

家へのインパクトを調査するため、農家の聞き取りを村へ出かけるたびに実施し、農家の声を拾

い上げて成功事例の蓄積を図った。プロジェクトでは、こういった農家の声を集めたブックレッ

トを作成した（添付資料 8-4）。 

 第 4 サイクルでは、市場調査参加農家をできるだけ多くすることを目的に、市場調査研修を

各村 2 回実施した。これにより当初オリエンテーションに参加した農家の多くが市場調査に

参加することができた。ミニアについては、農家の強い要望によりカイロの Obour卸売市場

での市場調査を実施した。ミニア県北部は、カイロに近く砂漠道路に連結するナイル架橋等

アクセス道路も整備されており、Obour 卸売市場への直接販売も可能性がある。ミニア対象

村の農家は、Obour 卸売市場で有名な卸売業者がいることを把握しており、それらの卸売業

者も探索して関係作りを試みていた。 

 プロジェクトチームでは、この営農計画 W/S の結果を基礎に技術研修（TOT＋デモ圃設置）

のプログラムを作成する手順となるが、本対象村は 2 回目のサイクル実施であることから、

農家から挙げられてきた作物が前回のサイクルと同じであったりする場合も多かった。この

ため、技術研修プログラム作成においては、以下の点を留意することした。 

 技術研修対象作物に対しては、新たな技術や品種を紹介するようにする。 

 前サイクルと同じ作物のデモ圃設置は、農家からの強い要望がない限り避ける。 

 MALR 推奨作物や技術があれば 1村 1作物に限り紹介のためのデモ圃設置を検討する。 

 このような条件の下に技術研修内容を検討し、年 3 作の作付体系導入、混作、少量多品目栽

培技術、減農薬栽培技術等の研修を盛り込んだ TOTプログラムを計画した。今回の営農計画

W/Sにおけるもうひとつの課題は、この W/Sが技術研修を受けたい作物を選定する参加型の

意思決定のプロセスとして機能しており、参加農家の営農計画作成能力の向上という面では

弱いということである。このことから、TOT にこれまでも入れていた農業経営の講義を長時
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間とって演習付きで行い、能力向上に資するよう強化した。 

 更に農家の行動変容を確認するためのモニタリングシートの記入も農家にお願いした。作付

前と言うことで、モニタリングシートのうちプロジェクト活動から何をどのように学んだか

を確認する項目を記載してもらった。収穫後にモニタリングシート記載を対象農家に行って

もらい、PDM指標の Farming Styleの変化を確認していった。 

(2)ジェンダー主流化活動 

第 4 サイクルのジェンダー主流化活動対象村はこれまでの対象村から 4 村を選定した。選定さ

れた村は、ミニア県は Gendaya村および Tala村、アシュート県は Man Floot村および Bany Mor村

である。これらの村あるいはこれらの村の管轄郡には女性の普及員がおり、女性活動の支援が行

い易い環境があった。また、Tala村および Bany Mor村は、各々ミニア市およびアシュート市近傍

の村であり、比較的多様な市場ニーズが近傍に見込まれるという優位性があった。 

第 4 サイクルでは、以下の工夫や留意を行いながら活動を進め、対象女性の声を拾うとともに

成果の発現の収集も努めて行った。 

 第 4 サイクルでは、特にビジネスプラン研修に力を入れた。市場調査実施前にビジネスプラ

ン作成研修を実施し、市場調査後に実際の個別のビジネスプラン作成を支援した。ビジネス

プラン研修では、対象女性たちがビジネスを開始する前に、ビジネスの概念、計画の立て方

（支出、収入の記録の大切さや、利益を計算する方法）を学んだ。この研修には、第 4 サイ

クルの対象者をはじめ、第 2・第 3 サイクルから現在に至るまで活動を継続している女性た

ちも招待して実施した。これまで販売をしたことのある女性も「感覚」や「記憶」に頼って

いる点が見られるため、研修ではコストの考え方や収支の計算を演習し、記録をとることの

重要性を学んでもらった。 

 市場調査に当たっては、対象女性に市場調査内容を記入する簡易なフォームを配布した。こ

のフォームは、市場調査情報記入欄に加え、ビジネスプランフォーム、ビジネス開始後の記

録帳も加えて一冊の冊子にした。市場調査では、従来の県都にある週市での調査の他、アシ

ュートでは最近オープンした大型スーパーマーケットでの市場調査も実施した。このスーパ

ーでの調査で、Bany Mor村の女性は、多くのパン加工品が高値で販売されていることを見つ

け、自分たちは同じ製品をもっと安い値段で製造・販売できると思いつき、後述のように実

践するに至っている。市場調査中に家禽を扱うトレーダーから連絡先を得て、村周辺のトレ

ーダー以外に家禽を販売する可能性を探る女性もいた。 

 市場調査に続いて、対象女性がビジネスプランを作成する支援を行うワークショップを開催

した。ビジネスランプ作成支援 W/S では、まず参加者と市場調査の結果を再度レビューし、

各々が選択した商品について、プロジェクトで用意したフォームに沿ってビジネスプランを

作成した。費用の見積もりや期待販売価格等の想定は難しい面もあったようであるが、あら

かじめ研修を実施していたので、比較的スムーズに計画作りは進行した。多くの女性が家禽

飼育を選択する中、上記市場調査の経緯から Bany Mor村の女性は製パンや乳製品等様々な加

工品の生産・販売を選択した。 

 ビジネスプランを作成した対象女性全員がビジネスの実践に入った。プロジェクト側は定期

的なモニタリングを実施すると共に、技術研修による支援を行った。第 4 サイクルからは、

初期投資に係る補助金支援は一切行わないこととした。プロジェクトで提供した技術研修は、

家禽（アヒル、ハト）の座学研修と女性の家庭巡回による実践研修、またアシュート大学の

協力により実施したパン加工研修等である。Bany Mor村の女性は、パン加工研修で習得した
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ピザなどの製品を販売商品に追加している。プロジェクトでは、ビジネス実践女性の収支状

況をモニタリングした。 

 以下に、第 4サイクルの対象女性のビジネス実践状況について、特筆すべきところを整理する。 

 Bany Mor村でヨーグルトの作成・販売計画を立てた女性は、村内の小売店を巡って商品を置

かせてもらえないか交渉したが、全ての小売店から商品のライセンスがないと扱えないと断

られた。この女性はビジネスプランの再考が必要となったが、販売するために店を巡り歩く

という意欲的な取り組みを行っていた。一方、自家製パンの製造・販売を計画した女性達は、

先のヨーグルト作成・販売計画の女性の教訓も得て、ライセンスなしでも販売してもらえる

先を探索し、県農業事務所長に掛け合い、県農業事務所の敷地内で直売をすることを許可さ

れた。公的機関の役所で食品等を販売することは一般的に行われている。 

 

 

 

 

 

 

 

写真（左）が活動開始日（2017年 11月 1日）。写真（右）は 2018年 1 月 28日。品数やパッキングが大幅改善 

 こうやって始まった Bany Mor村の女性たちのパン加工・販売は、顧客からの事前予約の取り

付け、毎回の収支計算とコストや販売価格の見直し、Social Clubや National Coucinl of Women

の協力による販売場所の拡大など、ビジネスを拡大させた。一時、材料費が高騰して活動を

中断したり、女性間で販売する商品が競合して問題となったりと、様々な困難にも直面した

が、自ら所得を得ることにより女性たちは自信を付け、また夫からも協力を得ることができ

ている。こういった成功事例をプロジェクトはブックレットに取りまとめた。 

 家禽類の飼育を開始し始めた女性達の活動からは、死亡する家禽類の数が減少し、アヒルな

ども短期間で太らせることができるようになっていることがわかった。多くの女性たちはプ

ロジェクト以前も家禽類の飼育をしていたが、プロジェクトの技術研修や定期的な獣医のモ

ニタリングによって改善すべき点を定期的に指摘され、それまでのやり方を変えることに繋

がり、結果として家畜が健康に育つようになった。 

2.5 出口戦略とプロジェクト終了後の実施体制の構築 

上述のように、第 1 サイクルから第 3 サイクルにかけてミニアおよびアシュート県の全 20 郡

（20村）で活動を実施し、その後中間レビュー提言を踏まえ、既対象村から活発な村を選定して

更なる普及フロー活動（第 4サイクル）を 2018年の夏作期まで実施した。プロジェクト期間内の

2018/19年の冬作期については、プロジェクト終了後の活動展開計画（県普及計画）の策定と実施

体制の構築を念頭に、下記に示す活動を進めた。 

1. 終了時評価からプロジェクト終了までの 2018/19年冬作期について、プロジェクト終了後の

暫定実施体制および県普及計画を試行・検証する期間と位置づけ、2018年 2 月からプロジ
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ェクトクトチームで協議を重ね、2018年 6月末までにこの暫定計画を作成した。 

2. 暫定実施体制および県普及計画は、農業サービスフォローアップ局長、農協中央部長および

農協普及中央部長の 3 名により文書に署名を行い、新たな村を各県 3 村ずつ選定して普及

フローを実施し（第 5サイクル）、暫定実施体制と県普及計画の検証を行った。 

表 2.5.1 第 5 サイクル選定村 

県 郡 村 
ミニア Beni Mazar El Shake Atta 

Beni Mazar Ebshak 
El Edwa Safania 

アシュート Assiut El Matya 
Sahel Selem El Awna 
Abnoub El Sawalim 

 

3. 2018年 10月に暫定実施体制および県普及計画の実施状況を検証し、県普及計画の補正と実

施体制の見直しを行った。暫定実施体制は、農協局と普及局の通常業務の中に入れ込む形で

の体制案を作成していたが、複数部署にまたがる実施体制の困難性から各部局から職員を

アサイン（専任ではない）して実施ユニットを設置する方が、複数部局関与の困難や予算確

保の観点からも好ましいとうこととなり、ISMAP 実施ユニットを設置して県普及計画を実

施していく案が考案された。この実施ユニット設置案は、2018年 11月に農業土地開拓大臣

に承認され、中央およびミニア、アシュートの各県農業事務所にユニットが設置され、本プ

ロジェクト終了後の活動を継続していくこととなった。 

 暫定実施体制の策定に当たっては、最初に農協中央部や農業普及中央部にどのような部署があ

り、職員が何名程度配置されているのかを明らかにすることから始めた。これは、プロジェクト

終了後に、どの部署がどのような役割を担うことになるのかをより明確にするためには、まず C/P

自身が自分たちの組織の現状をしっかりと認識することが重要であるためである。 

 次いで、これまでの活動の中で確立した 1) ローカル市場向け普及フロー、2) 輸出や契約栽培

を念頭においた普及フロー、そして 3) ジェンダー主流化活動に係る普及フローの 3つの普及フロ

ーの各活動に基づいて、活動の主体となる部署及びその役割について明確化した。ローカル市場

向け普及フローでは、CAAC の General Management of Marketingセクションや Training Department

が主に活動の管理やモニタリングを担うことが確認された。また、CAAE については、Follow-up 

Departmentや Program Departmentが中心となって、活動のフォローアップを実施していく体制が

提案された。この他、ジェンダー主流化活動に係る普及フローについては、CAAE の Rural 

Development Departmentが中心となって、現場活動をサポートしていくことが話し合われた。 

 県普及計画の策定については、2030年までにどのように県内で普及フローを実施していくかを

話し合った。アシュート県では、年間 2郡を対象とし、1シーズンごとにそれぞれ 1村ずつ、年 2

シーズンであることから、年間 2郡、4村を対象とすることを基本とした。対象村数を決めるにあ

たっては、予算や職員数等の前提条件を踏まえて、可能な範囲での計画化を考え、年間 4 村を対

象にすることとした。ミニア県においては、アシュート県よりも村の数が多いことから、年間 3郡

から 5村を対象にする計画となった。 

普及計画策定のプロセスにおいては、普及フローを実施するために必要な予算をどれだけ確保

することができるかが度々議論となった。これまでの活動から、1 村あたりに掛る費用はまとも

に見積もると LE10,300程度と想定される。そのため、年間 4 村～5 村を対象とした場合、毎年

LE41,200～LE51,500程度の予算が必要なる。しかしながら、MALR の現状を考慮すると、これら

の予算を毎年確保することができない懸念がある。C/P自身もこれらの点を憂慮しており、W/Sで
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は、普及フローの実施において、いかに費用をかけずに実施するかを議論した。具体的な活動費

用削減案を下記に示す。 

表 2.5.2 活動費用の削減・捻出策 

活動項目 対応策 

市場調査の実施 

これまでの市場調査から、既にトレーダーや卸売業者のリストを策

定している。これらのリストを農家に配布することで、農家自身が市

場調査を行うような形とすることで、交通費等の費用を削減する。 

あるいは、交通費のかからない村近傍の市場で市場調査研修を実施

する。 

研修費用 

農協の予算を活用して研修を実施することを基本とする。 

その他、ARC への無償での講師依頼やこれまでに TOT に参加してきた

普及員を活用することで研修費用を削減する。 

デモ圃場の設置 
より積極的な農家を選ぶことで、技術指導のみを行う形とする（デモ

圃を特設せず、通常の農家の圃場を借りて技術指導を行う）。 

モニタリング 
県農業事務所長（Undersecretary）にモニタリング費用（交通費）の

配分要請を積極的に行う。 

 

 予算確保の方法についても議論を行った。MALR の予算は限られており、実施体制を構築し、

県普及計画を策定するだけでなく、これらを実効性のあるものにしていくためには、いかに予算

を確保できるかが鍵となる。中央の予算は非常に限られることが認識された一方で、研修費用等

に関しては、各農協がその費用を負担することで活動を実施するという計画とした。これは、農

協法において、農協が得た収入の 5％を研修活動に充てるということが明記されており、実際に

アシュートでは、農協が TOT 講師の費用を負担している。さらに、C/P からは、県知事事務所

（Governorate Office）からも、活動の効果をアピールすれば、研修費用やデモ圃場モニタリングの

ための交通費等の資金を得ることができるのではないか、というアイデアが出された。 

2018年 10月、第 5サイクルの冬作活動がデモ圃設置までたどり着くに当たり、C/Pと実施体制

へのフィードバックにつき協議したところ、特にカイロの C/Pから、暫定実施体制で整理した、

各活動を既存の普及局および農協局の通常活動の中に分割して組み込むよりも、 ISMAP 

Implementation Unitを立ち上げて、この Unit が主体となって一連の活動を継続する方が良いとの

提案が出された。役割を普及局と農協局で分担しても両局の Coordinationを行う役割が必ず必要

となってくることや、各局で予算取りして、そこから ISMAP アプローチの活動に配分するより

も、Unit を設置した方が予算取りもし易い、という利点があるとのことであった。 

この提案について C/P全体で協議を重ね、ISMAP Implementation Unitを立ち上げて、この Unit

にこれまでのプロジェクトチームメンバーが参集して活動を継続する案が提案され、11 月 15 日

に実施体制案が農業サービスフォローアップ局長に提出された。その後農業サービスフォローア

ップ局長が農業大臣に実施体制案を説明し、11月 25日に大臣承認のはこびとなった。その後、プ

ロジェクトチームの Coordinatorが Implementation Unitのリーダーとしてアサインされ、カイロの

農協中央部、ミニアおよびアシュート県農業事務所に実施ユニットの執務室が各々用意されるこ

ととなった。2019年 4 月 16 日に開催した本プロジェクト Completion Seminarにて、各執務室の

Name Plateの授与式を行い、ISMAPアプローチの普及活動は、プロジェクトチームから ISMAP実

施ユニットに正式に移管された。 

ISMAP Implementation Unitは、基本的にプロジェクトの実施体制をそのまま受け継ぐ構成とな

っている。中央に Steering Committeeを設け、農業サービスフォローアップ局長が Directorとなり、

その配下の農協中央部長が Managerとなる。中央の実施ユニットのメンバーには、農協中央部お

よび農業普及中央部の職員がアサインされる。ミニア県およびアシュート県においても、これま
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でと同様、��������������の指揮の下、農協局と普及局の双方からメンバーがアサインされ、活動

を推進していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.5.1 C/P 作成による ISMAP Implementation Unit Structure 

2.6 その他の活動 

2.6.1 本邦研修の実施 

(1) 本邦研修プログラムの策定 

本プロジェクトでは、��� に対する本邦研修および在外研修（ケニア）の実施が予定されてい

た。在外研修は、���� アプローチが開発されたケニアにおいて、���� アプロ―チについて学ぶ

ことが目的であったが、ケニア側の事情により、ケニア国における在外研修は中止とし、本邦研

修のみ行うこととなった。但し、���� 主催によるアフリカ行政官向け SHEP 推進研修プログラム

（2014 年 11 月 17 日～12 月 5 日）に C/P の 1 名が参加し、JICA 関西およびケニア国での研修に

参加した。 

本邦研修プログラムは、���� 年から ���� 年にかけて � 回にわたり実施した。���� 年 � 月より

詳細計画策定作業を開始した。本邦研修プログラムの計画については、JICA 関西で実施されてい

る行政官向け SHEP 推進研修のプログラムを参照し、日本の各事例において、需要者と供給者の間

での市場情報の非対称性を緩和するために、行政や民間の関係者がどのような取り組みを行って

いるかを学ぶことを基本方針に計画を行った。 

JICA 中部を拠点に、東海農政局および愛知県農林水産部はじめ、愛知県下の農協や農家の取り

組み事例、中央卸売市場等の視察を計画し、これらの視察先を訪問し研修の実施を要請し了承を

得た。第 1 回目の本邦研修では、三祐コンサルタンツが農林水産省の委託で実施した沖縄県での

地域農業振興業務で、SHEP のコンセプトと同様の活動を行っている経験があり、本地区を視察プ

ログラムに組み込んだ。 
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更に、2014 年 11 月 17 日から 12 月 5 日にかけて開催されたアフリカ行政官向け SHEP 推進研修

プログラムにチームメンバーが参加した。チーフアドバイザーが JICA 関西での日本セッション

に、農民組織担当団員がケニアセッションに各々参加し、本邦研修計画策定の参考とした。なお

この研修には、上述のようにカウンターパート 1 名が参加しており、カウンターパートへの研修

支援も行った。このような経緯で第 1 回の本邦研修プログラムを策定して実施した。その後第 1

回の研修成果と教訓を踏まえて第 2回、第 3回とプログラムを改善していった。 

(2) 本邦研修プログラムの実施 

3回の本邦研修で総勢 28名の C/Pが研修に参加した。各回の実施概要およびプログラムの概要

を下表に整理する。 

表 2.6.1 本邦研修実施概要 

本邦研修 第 1回 第 2回 第 3回 
実施時期 2015年 5月 11日～5月 26日 2016年 5 月 16日～26日 2017年 5 月 4 日～19日 
実施場所 JICA中部、愛知県、沖縄県 JICA中部、愛知県 JICA中部、愛知県 
C/P参加数 カイロ 3名（男 3、女 0） 

ミニア 4名（男 3､女 0） 
アシュート 4 名（男 3、女 0） 

カイロ 3名（男 1、女 2） 
ミニア 3名（男 1､女 2） 
アシュート 4 名（男 1、女 3） 

カイロ 4名（男 3、女 1） 
ミニア 1名（男 0､女 1） 
アシュート 2 名（男 2、女 0） 

 
表 2.6.2 研修プログラムの概要 

講義・視察の目的 研修受け入れ先 
全体ブリーフィング、演習１：全体工程とプロジェクトでの課題との摺り合わせ JICA中部 
日本の農政、農業政策の概要を知ることで、エジプトと日本の農政の構造的な違い、
また末端の農業改良普及活動の基となる日本の農業を取り巻く社会経済的な状況
を理解する。 

東海農政局 

 

地方行政の概要を学ぶと共に、視察先である愛知県が県特有の農業課題・営農環境
に対しどのような方針を持っているかを理解し、視察先での内容の理解に資する。 

愛知県農林水産部 

農業普及の最前線である県地方事務所を訪問し、日本の農業普及の業務の在り方に
ついて学ぶ。 
また、県普及行政が農協とどのように連携しているかも学ぶ。 
（第 1サイクルでは沖縄県を訪問） 

沖縄県北部農林水産振

興センター、国営事業・

羽地大川地区 

愛知県知多農林水産事

務所、田原市、田原農業

改良普及課 
エジプトと日本の農協組織の成り立ち・機能の違いを理解したうえで、日本の農協
が生産者組織を通じて資材調達・営農・販売の側面において果たす役割を理解する。 

JAあいち知多 
JA愛知みなみ 

農協による共選共販農家と対比し、個別販売において契約栽培を行う際の長短所、
生産・販売上の工夫や取り組みを理解する 

畑作（施設・露地）農家 

個選農家 
観光農園は農産物の販売にレクリエーションを販売商品としており、その一つの農
業経営類型としての農業経営の概要を理解する 

観光農園（いちご農園） 

1） 女性生産者の農産品加工・販売における生産過程および販売促進に係る工夫の
視察を通して、消費者ニーズに応える農産物の高付加価値化の事例を学ぶ 

2） 一般消費者への農産物直売の仕組みを理解する 
3） 地元の青果物でおもてなしをしたい料理人と地元農家の意向が一致して創設

された朝一を視察し、市場情報の非対称性の解消の実践例を学ぶ。 

げんきの郷 
やんばる朝市視察、女性

農業者の圃場視察、やん

ばる朝市かあちゃんの

会とやんばる料理人会 
エジプトの農産物流通と日本の農産物流通の違いを理解したうえで、農産物の価格
形成の仕組みや青果物の流通の仕組み、中央卸売市場が果たす役割を理解する 

名古屋市中央卸売市場 

多様化する消費者ニーズに合わせた小売店の農産物の売り方の工夫を理解する 小売店 
演習（農業経営・流通販売の捕捉講義、研修振り返り、プロジェクト活動反映方法
の検討） 

JICA中部 

 

 研修では、短期間の研修工程ながら日本の農業の構造を立体的に理解できる様、様々なレベル

（国、県、市町）の農業政策や農業振興事業、農産物流通経路（農家から JA、卸売市場、小売店、

直売所、観光農業）の研修を連続的に配置した。さらに各講義の前には、それらの組織の関係性
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説明して、理解が深まるように工夫した。また研修生に目的意識を持って研修に参加してもらう

ため、出発前に上エジプト農業上の課題を研修生に整理してもらい、演習 1にて発表・共有した。

これら整理された各課題の解決策に資する情報が得られると考えられる視察先について、研修担

当者が事前に伝え、本邦研修を通じて上エジプトの農業上の課題解決に結びつく発見ができるよ

う、意識付けを行なった。 

 第 1 回、第 2 回の本邦研修では、事前準備作業として、上エジプト地域における農業開発の課

題を、研修参加者がとりまとめ、課題解決に向け本邦研修で学ぶべき視点を、研修開始前にあら

かじめ整理したうえで本邦研修に臨んだ。第 3 回研修においては、第 1 回及び第 2 回本邦研修か

らの活動反映事項を踏まえ、準備作業の内容を若干変更した。まず、プロジェクト活動に反映す

べきものとして第 1 回、第 2 回研修で整理された内容を、第 3 回の研修で更に掘り下げて学ぶた

めの視察ポイントを事前に整理した。また、各研修参加者の日常業務と課題を整理してもらい、

日常業務の改善のために本邦研修から学びたいことを各自に整理してもらった。 

(3) 本邦研修の成果取りまとめとプロジェクト活動への反映 

 3 回に亘って実施してきた本邦研修の教訓とプロジェクト活動への反映方法を取りまとめるた

め、カイロ、ミニアおよびアシュートの C/Pを集めたジョイントワークショップを 2017年 10月

8日に開催した。これまでも、各年の本邦研修終了後に教訓および活動への反映方法を整理し、こ

れまでにも活動への反映は行われてきた。例えば、GAPや有機肥料活用といった技術関連で学ん

だことを、プロジェクト活動の TOT の講義に取り入れたり、日本の農協と県農業普及部が協力し

て実施している作物部会の活動を、マーケティング協議会を形成して生産部会のような活動につ

なげられるよう試行したり、といったことである。下表に W/Sの結果を取りまとめる。 

表 2.6.3 本邦研修結果のとりまとめ 
大項目 小項目 プロジェクト期間の目標 将来目標 普及部の役

割 

農協の役割 プロジェクト

チームの役割 

1. 研 修 プ

ロ グ ラ ム

作成 

GAP 

有機肥料 

農産加工 

選果や包装の収穫後処理、農

産加工、有機肥料作成にかか

る研修を実施する。 

農協理事に焦点を当て、近代

農業技術の導入の重要性に

ついて研修する。 

各村のデモ圃設置位置図を

作成する。 

 研修の提供 農協の研修

センターの

活性化 

 

2. 農 民 組

織化 

農協改善 作物毎の生産部会を形成す

るよう農協を活性化させる。 

マーケティング協議会の役

割を明確化する。 

業 務 の コ

ン ピ ュ ー

タライズ 

マーケティ

ング協議会

の監理 

農協生産部

会、マーケテ

ィング協議

会の形成 

 

マーケティン

グ協議会形成 

SWOT 分析を実施し、土地調査

で作物別作付け面積をより

正確に行う。 

 SWOT 分析の

実施 

土地調査の

精緻化 

 

3. 農 家 の

販 路 開 拓

支援 

市場調査 小売りとの意思疎通も図り、

直売の実現を支援する。 

    

ビジネスダイ

アローグ 

フォローアップと結果の評

価を実施し、継続的にダイア

ローグを開催していく。 

   フォローアッ

プと結果の評

価、活動の継続 

直売 農協内や農業事務所にする

１日市の形態で直売所を開

設。 

  直売所の開

設 

小売との継続

的意思疎通、直

売所開設支援 

 

W/Sでは、まず本邦研修の概要を日本人専門家がおさらいし、続いて第 1 回から第 3 回までの

本邦研修参加者代表が、各回の本邦研修での学びについて報告を行った。これらを踏まえて、こ

れまでに既に活動に取り入れている事項も含めて、今後プロジェクト活動に反映していくべき教
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訓・活動を議論し、とりまとめた。これまでも活動に反映させてきた技術研修の充実、マーケテ

ィング協議会を通じた生産部会的な活動の強化・普及活動の改善、本邦研修で視察した農産物直

売を取り入れるためのビジネスダイアローグや農協・農業事務所内での直売所設置等がとりまと

められた。 

2.6.2 エジプト国内の成功事例視察 

2015年に第 1回本邦研修を実施後、プロジェクト対象地域の現状と日本の事例とのギャップを

埋めるものとして、エジプト国内において成功事例・先進事例を視察することが日本人関係者内

で提案されていた。中間レビューの提言を受けて JICA側による C/Pへの旅費・交通費負担の一時

措置がおこなわれた機会に、この事例視察を C/Pが自ら計画して、先進事例視察を 2017年 10月

にニューバレー県およびアレキサンドリア県にて行った。国内での先進事例は、C/Pにも刺激を与

えるものとなったようである。下表に概要を示す。 

表 2.6.4 エジプト国内の成功事例視察 

視察先 ニューバレー県のデイツ加工農協 アレキサンドリアの先進農協 
視察日 2017年 10月 11日～13日 2017年 10月 17日～19日、29日～31日 
参加 C/P アシュートおよびミニア C/P アシュート、ミニア、カイロ C/P、対象農協の職員、農

協理事、日本人専門家 
概要 農協がマーケティングを含むビジネ

スに取り組んでいる事例。 
デイツ加工・販売を行っている農協

の視察。民間企業と競争しつつ事業

を行っている。農協は農家への支払

いを遅滞なく行うことで競争性を獲

得している。 
農協の理事が活発であることが成功

要因であることを学ぶ。 

IFAD の SAIL プロジェクトによる融資を受け、アロエ

の加工・販売など農協によるビジネスを展開している。 
成功要因に、①農協理事がビジネスマインドを持ち、農

協の利益を上げるための工夫を行っている事、②農家は

高学歴の入植者であり、かつ経営面積が大きい事、③ア

レキサンドリアの街に近いために輸出業者を見つけや

すく、輸送コストも低い事、④ムバラク政権時代に国策

として入植者に対するサポートを行っていた事、⑤農業

のポテンシャルのある地域として、様々な支援を受ける

機会がある事などが確認された。 

  

2.6.3 PDM の指標設定 

PDM の指標の設定（農業所得の増加率）について、2015年 3月の運営指導調査団との協議の結

果も踏まえ、目標農業所得増加率は、当事者のモチベーションを高めることを狙いとして、各対

象村および郡の普及員に目標値の設定を行ってもらうという方法が採用された。指標の算定方法

は以下の通りとした。 

 各村のベースライン調査の農家別作物作付面積と農業所得の平均を算定。 

 現況の夏作を、選定作物（計画作物）の平均目標所得に置き換えて、各村の平均目標所得額

を算定。ベースライン結果と比較して所得増加率を算定する。 

各郡・村普及員による設定値が妥当なものとなるよう、プロジェクトチームも作業を支援し、

最終的な各村の目標所得増加率を以下のように設定した。 

 

 

 

 

 



プロジェクト業務完了報告書 

国際協力機構（JICA） 
41 

表 2.6.5 PDM-3 における各対象村のプロジェクト目標の指標（農業所得増加率） 

Governorate Cycle District Village Target Increase (%) 
Minia 1 Abo Korkus El Balad 22 

 1 Mallawe Manshet El Maghalka 12 
 1 Dayr Muas Manshet Semhan 12 

 2 Matai Kom Matai 9 
 2 Maghagha Aba El Balad 26 
 2 El Edwa Barmasha 33 

 3 Minia Tala 37 
 3 Samallout Hataha 24 
 3 Beni Mazar Gendaya 15 

Assiut 1 Assiut Mosha 6 
 1 Abnoub Abnoub 9 
 1 Dayrut Sanabo 18 

 2 El Kosya El Tetalia 14 
 2 El Fath Bany Mor 28 
 2 Abo Teag El Nekhelia 24 
 2 El Badary El Nawawra 8 

 3 Man Floot Man Floot 21 
 3 Sadfa Awlad Elias 22 
 3 El Ghanayem El Mashaya 11 
 3 Sahel Selem Sahel Selem 25 

   Average 19 

 

2.6.4 普及フロー及び業務マニュアルの作成 

2015年 3月の運営指導調査時にこれまでの普及フローの課題を整理し、調査団と協議した。そ

の後カウンターパートとも協議し、普及フローの改善を行い、マニュアルを作成した。第 2 サイ

クルの活動からの教訓を踏まえ、第 3 サイクルでの普及フロー改善案を策定した。この改善フロ

ーに基づき、業務マニュアルの改訂を行った。マニュアルは、ISMAP普及フロー実施マニュアル、

営農技術普及マニュアル、およびジェンダー主流化マニュアルに大別される。下表に作成マニュ

アル一覧示す。これらを Annexに添付する。 

表 2.6.6 プロジェクト作成マニュアル一覧 

分類 タイトル 
ISMAPアプローチ全般 Manual of Implementing ISMAP Approach（英語。アラビア語） 
栽培技術編 Technical Manual for Horticulture Crops in Minia and Assiut Governorates（英語、アラ

ビア語） 
Horticulture Crop Posters（6種類：英語、アラビア語） 

女性の能力向上活動 Manual for Women Empowerment Activities for Officers（英語、アラビア語） 
Manuar for Women Empowerment Activities for Female Participants（英語、アラビア語） 
Leaflet for Pigeon Raising（英語、アラビア語） 
Leaflet for Chicken Raising（英語、アラビア語） 
Leaflet for Rabbit Raising（英語、アラビア語） 
Leaflet for Mushroom Cultivation（英語、アラビア語） 

 

2.6.5 他ドナーや NGO 等との連携 

 プロジェクト実施期間中、上エジプト地域で市場志向型プロジェクトを実施している開発パー

トナーとの情報交換や連携を行ってきた。情報交換等を行った組織には News Letterを毎月送付し

た。下表に情報交換等を行った組織を整理する。UN Womenとは、ジェンダー主流化活動の成果

を共有するセミナーを Joint Seminarとして開催し、UN Womenのプログラムも発表してもらうと

共に共同パネル討議を行った。 
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表 2.6.7 主な開発パートナーとのコミュニケーション 

開発パートナー等 関係 
AfDB/SFD RIEEP 対象県が重なっており、進捗の情報交換を行った。News Letter配信。2015年 12

月に終了。 
FAO 農協改革の TA を実施（2017年 12月に終了）。ISMAP のアプローチの紹介お

よびアプローチの活用のプロモートを行った。News Letter配信。 
IFAD PRIME 対象県が重なっており、進捗の情報交換を行った。News Letter配信。 
UNIDO UNIDO 主催コンファレンスにて ISMAP の発表を行った。UNIDO がミニアで

実施したプロジェクトサイトを視察。News Letter配信。 
UN Women ジェンダー主流化活動の経験を発信するセミナーをミニア県にて共同開催し

た。News Letter配信。 
USAID 意見交換を行った。News Letter配信。 
WFP ISMAP のアプローチの紹介およびアプローチの活用のプロモートを行った。

News Letter配信 
Action Against Hunger NGO。ISMAP の紹介、News Letterの配信。 
CEOSS 上エジプトで小規模農家を支援している NGO。ISMAP のアプローチの紹介お

よびアプローチの活用のプロモートを行った。News Letter配信。 
Green Economic 
Development Association 
(GEDA) 

ミニア県 Abo Korkus 郡を拠点に小規模農家の投入資材から農産物の販売まで

を支援する NGO。意見交換を行った。News Letter配信。 

HEIA エジプト青果物輸出業者の協会。共同の可能性を討議。News Letter配信。 
Knowledge Economy 
Foundation (KEF) 

Webや携帯を用いて農家に対して Quality Knowledge Promotionを行うことを目

標に活動する NGO。彼らが主催するセミナーへの参加やビジネスダイアローグ

への招待などで連携。 
Agrofood 民間食品企業。サツマイモの契約栽培を実施した。News Letter配信。 
FROZNA 民間食品企業。農家との契約栽培支援。News Letter配信。 
Olam 民間食品企業。News Letter配信。News Letterの記事をきっかけにタマネギの契

約栽培が実現した。 

 

2.6.6 広報活動 

(1) News Letter の発行 

 第 1 期から継続して News Letterを毎月発行し、上記 2.6.5の開発パートナー、ビジネス協会、

アグリビジネス企業の他、農業土地開拓省、National Council of Womenといった関係省庁に配布し

た。通算で 52号の発行となった。本 News Letterを読んでいたアグリビジネス企業から、小規模

農家との契約栽培試行の依頼がくるといった成果が出ている。また、開発パートナーが集まる各

種セミナー等でも ISMAPが認知されていることを確認できた。 

(2) パンフレット等作成 

プロジェクトを紹介するパンフレットを作成し広報に努めた。開始当初にプロジェクト概要を

まとめたパンフレットを作成して適宜配布し、プロジェクト終了段階では、プロジェクトの成果

を示したパンフレットおよびブックレット（園芸作振興とジェンダー主流化活動の 2 種類）を作

成して、セミナーで配布するなどの広報を行った。 

(3) 動画の公開 

1) プロジェクトでの公開動画 

研修教材や広報の目的で、プロジェクト活動を撮影し、動画を youtubeにチャンネル名「ISMAP 

Minia＆Assiut」でアップロードした。下記がアドレスである。 

https://www.youtube.com/channel/UCBh1noEEfKG_FMBy7nt6P7A/videos 
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2) JICA 広報部による動画 

2015年 8月に JICA広報部によるプロジェクト視察が行われ、同視察結果が 2016年 5月に JICA

の Youtubeに動画掲載された。 

(4) セミナー等での発表 

プロジェクト実施期間中に、他ドナー等主催を含む各種セミナー、研修で本プロジェクトの報

告を行った。下表に参加したセミナー等を整理する。 

表 2.6.8 各種セミナー等での発表 

イベント 日時 概要 
UNIDO の Conference 2014年 

12月
14日 

UNIOD が主催して開催された、「Celebrating the Africa 
Industrialization Day 2014, Egyptian Agro Industry for Food Security」に
て、ISMAPの発表を行った。プロジェクト活動開始から半年程度し
かたっていなかったため、プロジェクトのコンセプトや戦略を中心
に発表した。 

上智大学講義「国際開
発コンサルティング：
開発とジェンダー配
慮」 

2015年
5月 

上智大学のシリーズ講義「国際開発コンサルティング」において、
ジェンダー専門家が ISMAP のジェンダー主流化活動を紹介した。 

JICA能力強化研修「市
場志向型農業(SHEP）
推進能力強化研修フォ
ローアップ講座 2」 

2015年
7月 

「市場志向型農業(SHEP）推進能力強化研修フォローアップ講座第 2
弾」にてジェンダー専門家が講師をつとめ、ISMAPジェンダー主流化

活動について説明した。 

Sahara Expoでのセミナ
ー 

2015年 
9月 8
日 

カイロで毎年開催されている、農業関連企業の展示会“Sahara Expo”
において、NGOの Knowledge Economy Foundation (KEF)主催のセミ
ナーに、チーフアドバイザーがパネリストとして参加し、プロジェ
クトの概要についてプレゼンを行った。他のパネリストは、
USAID、AFD、EU、SFDおよび IDRC。 

JICA能力強化研修「農
業・農村開発とジェン
ダー」 

2015年
12月 

「農業・農村開発とジェンダー」にてジェンダー専門家が講師をつと

め、ISMAPジェンダー主流化活動について説明した。 

中東地域 JICANational 
Staff向け研修 

2017年 
2月 22
日 

JICAエジプト事務所において、中東および近隣の JICA 在外事務所の
National Staff向けジェンダー研修が実施され、チーフアドバイザーは、
ジェンダー主流化活動の事例紹介として ISMAPの事例紹介を行った。
参加者は、シリア、イラク、イエメン、イラン、チュニジア、モロッ
コ、セルビア等に亘り、イスラム文化圏という類似状況の下での事例
報告であった。 

Demonstration in Japan 
Food Biz in Egyptでの
展示 

2017年 
3月 18
日~19
日 

在エジプト国日本大使館が主催する Japan Food Biz in Egyptがカイロ
で開催された。同イベントは、日本の食料関連企業とエジプト企業
等とのビジネスダイアローグの場として開催された。当プロジェク
トも展示ブースを設けて ISMAPの写真やポスター展示、またプロジ
ェクト動画を紹介した。 

ジェンダー能力強化研
修 （2017年度） 

2017年
12月 8
日 
 

JICA主催ジェンダー能力強化研修において、ジェンダー担当専門家
が ISMAPの事例報告を行い、現場での教訓を研修参加者に報告・共
有した。 

ジェンダー能力強化研
修 （2018年度） 

2019年
2月 22
日 

能力強化研修「ジェンダー主流化」にてジェンダー専門家が講師をつ

とめ、ISMAP ジェンダー主流化活動について説明した。 

UN Womenとの Joint 
Seminar開催 

2019年 
2月 27
日 

UN Womenと共同で Approaches of Women’s Economic Empowerment in 
Rural Upper Egyptと題するセミナーをミニア県にて開催した。 

Project Completion 
Seminar開催 

2019年 
4月 16
日 

プロジェクトの締めくくりとして、実施体制のプロジェクトチーム
から実施ユニットへ Hand Overする式典を行うとともに、多くの
Stakeholderを招待してセミナーを実施し、プロジェクトの成果の広
報を行った。 
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(5) 投稿 

カイロ日本人会 2016年 3 月・4 月号の JICA 通信欄に本プロジェクトの紹介記事を掲載した。

また、JICAホームページの世界 Hotアングルコーナーへも投稿を行った。 

(6) Media 報道 

プロジェクト活動でビジネスダイアローグや各種ワークショップ、セミナーを実施した際に、

エジプトのメディアからの取材を度々受けた。取材された内容は、エジプトでの報道番組や新聞・

雑誌等で紹介された。また、NHK ラジオ放送（番組名：ラジオ深夜便）において、当プロジェク

トが取り上げられ、現地取材を受け入れた。取材模様は、2016年 6月 17日に放送された。ラジオ

担当者からの話では、「ヒマワリとキュウリの混作に驚いた（デモ圃で展示している混作技術につ

いて）」、「日本の活動に誇り」、といった声が寄せられたそうである。 
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第 3 章 プロジェクト実施運営上の課題・工夫・教訓 

3.1 プロジェクト実施運営上の課題と対策のまとめ 

 下表に課題と対策、およびプロジェクトのとった戦略の概要を取りまとめる。 

表 3.1.1 プロジェクトの主要課題と対策 

期間 主要課題 対策と結果 備考 
第 1期：2014年
5 月～2015年 6
月（第 1 サイク
ル） 

選定した対象農家が継続的に参
加せず、市場調査に基づく営農計
画、技術支援、といった一連の活
動の一貫性を保つことが出来ず、
また一連の活動を通じて高める
ことのできる対象農家のモチベ
ーション向上の効果が薄れてし
まった。 
上エジプトの農村女性の状況を
調査したところ、圃場で働くこと
が許されず、また男女共同で活動
することが難しい、男女隔離規範
の強い村が多くあることが分か
った。 

運営指導調査での協議の結果、農
家が継続的に参加する工夫をさら
に検討していくことで合意。 
 
女性活動については、営農の範疇
を広げ女性が主体的に取り組める
小規模家畜等による生計向上活動
も支援することを決定。 

プロジェクト開始当初に
C/Pと 3 日間の WS を実
施し、R/D と PDMを一行
一行読み合わせして、プ
ロジェクトへの理解共有
を図った。続いて更に 3
日間の WSを実施し、C/P
と共同でワークプランを
作成して、C/Pのオーナー
シップ醸成に努めた。 
活動は、当初は試行錯誤
で C/Pとも議論を重ねな
がら進めていった。 

第 2 期前半：
2015 年 7 月～
2017年 1月（中
間レビュー前） 
（第 2 サイク
ル、第 3 サイク
ル） 

参加農家にパスポートを配布、村
農協の壁に普及フローを示すバ
ナーを設置して、活動の全体とプ
ロセスを分かり易く明示、毎回の
活動の最初にフィードバックセ
ッションを入れるなどの工夫を
行ったが、農家の参加の継続性は
顕著に改善されなかった。 
女性活動では、女性を活動毎にグ
ループ化し、ウサギやハトなどの
小規模家畜の飼育の学びの場と
なるよう機材供与による飼育ユ
ニットを導入した。しかしなが
ら、グループワークがうまく機能
せず、ユニットを管理する世帯が
結果的に一人でユニットを管理
するような状況となったりした。 

多くの農家が継続的な活動参加し
ていない中、各村数名の農家は意
欲的に毎回活動に参加してくるこ
とが観察されたため、この数名の
意欲的な農家を組織してマーケテ
ィング協議会を形成した。このマ
ーケティング協議会が営農計画を
作成し、技術支援を要請する作物
の選定を行うようにしたことで、
市場調査から技術研修までの活動
の一貫性を保持できるようになっ
た。作物選定後、改めて参加農家を
募り、技術研修の裨益を高めるよ
うにした。 
女性活動では、グループ活動をよ
り緩やかなものとした。対象女性
は個別に活動をし、定期的にモニ
タリング会合を開いて情報交換を
するといった形態にした。機材供
与に関しては、第 3 サイクルは個
別女生徒のコストシェアリングで
の供与を実施し、第 4 サイクルで
は、ビジネスプラン研修のみを行
い、機材供与はなしとした。 

C/P のアイデアを取り入
れつつ普及フローの改善
に努めた。 
C/P も活動の意義への理
解が進み、C/Pの活動への
イニシアティブも高まっ
ていった。 
 
 
 
 
 
 
 
女性活動については、特
にアシュート県では男性
の C/P自身が女性活動に
消極的であったが、活動
を進める中でジェンダー
配慮の意義を理解し、積
極的に関与するようにな
った。 
 

第 2 期後半：
2017 年 2 月～
2017年 12月（中
間レビュー後） 
(第 4サイクル) 

中間レビューの提言を踏まえて、
対象村を広げず、より明確な成功
事例を作るため、既存対象村から
活発な村を選定して活動を継続
した。 
活動は順調に進んだ。 

対象農家のモニタリングをより多
く行い、農家の声を拾いながら成
功事例の収集に努めた。 
作期をずらして所得が向上したケ
ース、売り先を変えて所得が向上
したケース等の事例を得た。また
女性活動では、スーパーマーケッ
トの市場調査後、パン加工品を販
売して生計向上に成功した村も出
てきた。また家禽飼育でも順調に
所得を得る女性も出てきた。 

活動を進める中で C/Pか
らの提案が増加していっ
た。 
特にアシュート県の C/P
は、他地区の成功事例視
察の提案や、本邦研修の
学びを活かすための農協
での直売活動の斡旋など
積極的な提案と行動が見
られた。 

第 3期：2018年
1月～2018年 10
月現在 
第 4 サイクル、
第 5サイクル 

プロジェクト期間中での作期が
限られる中、プロジェクト終了後
の普及計画と実施計画を策定す
る必要があった。 
MALR の予算が不足する中、活動
を MALR のレギュラーワークに
取り込むよう、より現実的な計画
と実施体制を作る必要があった。 

2018年 6 月末までに暫定の普及計
画と実施体制案を策定し、2018年
の冬作で試行することとした。試
行の結果を踏まえて、普及計画と
実施体制を確定し、プロジェクト
終了後に MALR により活動を継続
する。 

プロジェクト後の実施体
制をめぐっては、カイロ
の C/Pも積極的に取り組
み、プロジェクト後も実
施ユニットを省内に設置
して活動を継続する案を
C/P全体に提示し、大臣申
請のプロポーザル作成を
自ら行う計画となった。 
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表 3.1.2 プロジェクトの取った戦略のまとめ 

戦略 背景 方法 
活動の連結 上述のように、当初に活動に

参加した対象農家の継続的

参加を得ることが困難であ

り、また途中から活動に参加

する農家も少なくなかった。 

農家の継続的参加を促すため、活動の各々のステップの

連結を分かり易くするように、各ステップのはじめに前

回の振り返りセッションを設けたり、途中参加農家にも

理解してもらうことを意図してフィードバック WS（前

回活動の情報共有会）をステップの間に入れたりした。

また、各ステップを記した普及フローの大きなバナーを

作成し、対象農協の壁に掲示して、いつでもどこのステ

ップに来ているかが分かり易いようした。 
マーケティング協議

会設立 
村の現状から、色々と工夫を

しても農家の参加の継続を

保つのは困難だった。 

活動のステップを重ねる中で、意欲的で毎回活動に参加

してくる農家が数名は確実にいることが分かってきた

ので、この意欲ある農家を集めて協議会を形成し、この

協議会が営農計画や技術支援を要請する作物の選定を

行う方式を導入した。この協議会は、将来にわたって村

での活動のけん引役になることも期待している。 
ターゲット市場に即

した活動 
小規模農家に市場志向型農

業をプロモートする際に、エ

ジプトの農産物市場構造を

把握し、市場構造に沿ってプ

ロジェクト活動を改善する

ことが効果的と考えられた。 

エジプト市場を、「ローカル市場」と「輸出市場及び大

都市のスーパー等の特殊市場」に大きく分け、前者には

市場調査研修を主体とする活動が効果的であり、後者に

ついては、ビジネスダイアローグを主体とする活動が効

果的であると考え、普及フローをそれぞれのターゲット

市場に即した 2つのフローに類型化することとした。こ

れにより活動がより効率的になった。 
ジェンダー主流化 上エジプトでは保守的な農

村が多く、女性は圃場に出て

働くことが許されない村も

多く見られた。また、男女共

同で活動を行うということ

は、上エジプトの社会慣習上

困難な状況にあった。このよ

うな状況下では、園芸作を主

体とした活動を行っている

と女性が活動から排除され

てしまう危惧があった。 

男女隔離規範が厳しく、女性が圃場での営農に就くこと

が困難な状況下では、活動を男女に分け、女性が主体的

に携われる活動も支援することが必要と考えられた。ジ

ェンダー主流化として、女性が主体的にできる活動を行

うことによって家計に貢献し、夫の妻に対する意識が変

わることを企図した。 
営農という概念を拡大し、小家畜や家禽、農産加工の活

動もプロジェクト支援の対象とし、女性に対する普及フ

ローの構築を行った。 
女性だけを集め、市場調査研修、ビジネスプラン研修を

行い、女性が選択する活動に対して技術支援を行った。 
情報共有・広報 C/P がカイロ、ミニア県及び

アシュート県と 3地区に分か

れており、C/P 間での情報共

有の必要性、また多くの他ド

ナーやアグリビジネス等の

民間が活動しており、これら

の組織にプロジェクトの存

在を広報して連携の可能性

を探ることも考えられた。 

不定期ではあるが 3 地区の Joint WSを実施し、重要な

課題の討議は 3地区全体で行った。また、専門家が 3地

区の情報伝達を担い、情報を共有することで C/Pの活動

に刺激を与えた。具体的には、アシュート県の C/Pの方

がミニア県の C/Pより活発であったため、アシュート県

で活動を若干先行させ、アシュート県ではこのようにや

った、ということをミニア県に紹介し、ミニア県の C/P
が奮起するよう仕向けたりした。 
広報においては、ニュースレターを関係者に配布し、広

報に努めた。このニュースレターを見て民間食品企業が

小規模農家との契約栽培の試行を相談に県農業事務所

にコンタクトした事例も現れた。 

 

3.2 プロジェクト実施上で得た教訓 

3.2.1 目標の共有 

対象農家に対し、本プロジェクトが、まず市場のニーズをつかむことからはじめることを説明

したが、売り先の確保について多くの農家が不安を表明する傾向が見られた。小麦は政府が確実

に買い取るので、生産性向上の問題であるという意見もあり、これは売り先への不安の裏返しと

言えよう。このような農家の意見に対して、「プロジェクト（MALR）は、小規模農家の所得を倍
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増することを夢見ています。その夢の実現に一緒に考えていきたいということが我々のプロジェ

クトです」という説明を行ったところ、参加農家が頷く表情が見えた。プロジェクトが何を提供

するか、ということ以前に、プロジェクト側と受益者側で目標を共有することが、受益者との共

労関係を築いていく上で重要である。 

3.2.2 参加の意味 

C/Pとの協議の中で、農家への補償という考えが C/Pの意見の大勢を占めた。JICA 専門家から

は、プロジェクト活動への参加は、農民に負担を強いることではなく、農民の投資であるという

考えに立つこと、また、プロジェクトへの参加が自らの便益に繋がる、投資になるという考えを

持つ農家を選定しているはずであること、それが意欲ある農家の意味ではないのかと議論を重ね

た。小規模農家は貧しいので賃労働もしており、長時間の拘束は難しいというのが C/Pの言い分

であるが、実態としてそのような農家もあるであろうし、外部者である当方も聞く耳を持たなけ

ればならない。 

農家が投資するにしても、投資する対象について十分な説明をすることが必要である。農家が

自ら投資しよう（活動に参加しよう）と思い立つためには、活動がそれだけ魅力的でなければな

らない。村で説明会を実施してきたが、機会ある毎に丁寧に説明することが必要であろう。プロ

ジェクトが負荷ではなく投資活動である、と農家が認識できるように説明を行う必要がある。プ

ロジェクトでの成功事例の紹介を行い、普及活動において活用することが効果的であろう。 

3.2.3 意思決定プロセスと能力向上プロセス 

エジプトの農村では、農家は組織的行動を好まない傾向にある。また、本プロジェクトがエン

トリーポイントとする農協は、組合員である農家のお互いが顔の見えるような関係の組織ではな

く、人口規模の大きな村において多数に亘る組合員農家へのサービスプロバイダー的位置づけに

ある。すなわち、農協を通した活動であっても組織的な活動にはなっていない。 

このような状況下で ISMAP普及フローを進める際、活動が農家の能力向上というよりは、活動

を進める意思決定の位置づけになる面があることが認識された。具体的には、普及フローにおけ

る営農計画 W/Sの実施である。市場調査の実施後に行われる営農計画 W/Sは、農家が営農計画を

作成するための能力向上のプロセスというよりは、技術支援の対象となる作物を選定する意思決

定プロセスになっていることである。 

ISMAPでは、対象農家の参加の非継続性が大きな課題になり、この状況を前提に、活動に活発

に参加している農家を集めたマーケティング協議会を形成し、このマーケティング協議会が市場

調査の結果を踏まえつつ作付け候補に挙がった作物の収益性・市場性を検討して技術支援を受け

たい作物の選定を行う方式とした。この選定作物を基礎にプロジェクトは TOTを企画し、またデ

モ圃を設置した。しかしながら、個々の農家は技術支援の対象となった作物以外も含めて営農を

行っており、この W/Sを通してでは、個別農家の営農計画作成能力の向上への寄与としては弱い

ものとなっている。 

意思決定プロセスとしては、現在の営農計画 W/Sは参加型であり、農家の自律性欲求を支える

プロセスとして良いと思われる。すなわち、普及フローは、意思決定のプロセスと参加農家の能

力向上の 2重のプロセスとして機能していると言える。 

 

 

 



小規模農家の市場志向型農業改善プロジェクト（ISMAP） 

農業土地開拓省（MALR） 
48 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.1 普及フローの意思決定・能力向上という 2 面性 

しかしながら、上述のように選定作物は W/S で絞り込まれてしまうので、営農計画(農業経営)

に関する能力向上については、別途研修を行う方がより効果的と考えられた。そこで、第 4 サイ

クルでは、TOT のこれまでの Farm Managementの講義を改訂して演習付きの十分な時間を取る形

式に変更したと共に、村毎にも講習を行った。市場調査に参加した農家は、選定作物以外にも市

場調査の結果を個別の営農に活かすことが出来るので、たとえ、当初の営農計画 W/Sで技術支援

を受けられる作物以外の作物を栽培することを考えても、農業経営講義を個別に行うことにより、

選定作物以外の作物を栽培する農家にも能力向上の機会を作ることが出来る。 

普及フローにおける営農計画 W/Sは、意思決定プロセスとしては、自律性欲求の充足を図るプ

ロセスに位置づけられる。換言すれば参加型で行う意思決定のプロセスである。これに対し、農

家の能力向上の側面は、市場調査、営農計画研修、技術研修といった活動を通じて有能感の充足

を図るものとして位置づけられる（但し、意思決定プロセスも、判断力の向上、共労意識の向上

等能力向上の要素を含んではいる）。 

このように、ISMAP普及フローでは、対象農家の自律性欲求を支える意思決定プロセスと共に

有能感を得る欲求（コンピテンス欲求）を支える能力向上プロセスを意識して組み立てることに

より農家のモチベーションをより高めていく工夫を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.2 意思決定と能力向上のプロセスを意識したモチベーションを高める工夫 
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3.2.4 エジプト国の農業協同組合の位置づけ 

農協の選定に際しては、意欲のある農協が手を上げてもらうことを意図し、プロジェクト活動

参加に関心がある農協のみに質問票（Application From）を提出してもらうという方式を採るこ

ととしていた。しかしながら、アシュート県の C/P は、全ての農協に質問票の提出を義務付ける

こととした。その場合、農協のプロジェクト活動参加意欲について質問する項目を質問票に入れ

ることを提案したが、C/P の一部から、農協は意欲があるかないかにかかわらず、上からの指示事

項は、業務として果たさなければならない、従って意欲を問う必要はないとの意見が出された。 

1952 年のナセル革命以後、エジプトの農業協同組合は、農家の生産から流通までを統制する政

府の末端機構としての役割を果たしていた。政府により作付けが統制され、農産物も農協を通し

て政府が買い上げる方式であった。1980 年代から農業自由化政策が本格的に導入され、1982 年に

農協法も制定されて、農協は農民の組織として明確に規定され農民代表による理事会で運営され

ることになっている。しかしながら、実務を担当する農協の職員の給与はいまだ政府から支払わ

れており、農協は民間の組織であると同時に政府の末端機構的な役割も引き続き負っているのが

実情である。農協は農協法に基づいて自由に経済活動を行える組織である一方で、職員に対する

政府からの給与補填なしには運営が困難な状況である。 

MALR 職員（C/P）にも、農協はいまだ自分たちの下部組織であり、組織運営の観点から、上位部

署からの指示には従わなければならないといった考えがあり（実際給与補填を行っているので、

農協は農業事務所の指示に従う義務があるのも事実であろう）、関心ある農協に手を上げてもらう

という方式に違和感を唱える背景になったものと言える。 

エジプト国では、2015 年に農協法が改正されて、農協が民間企業と共同投資してビジネスを展

開することが可能になった。本邦研修に参加したカウンターパートは、日本の農協の多面的な経

済活動を目の当たりにし、エジプト農協法の改正と合わせて、エジプト国の農協の役割について、

改めて考えていくきっかけとなったようである。農協を行政の末端機構ととらえるのではなく農

村の経済主体としての農協が担える役割から、農協の支援を検討していく必要がある。 

3.2.5 エジプトの農業市場構造を踏まえた戦略の検討 

小規模農家の所得向上という目標に向かって試行錯誤を重ねてきたが、戦略的なストーリーを

組み立てていくことが重要である。このため、エジプトの農産物市場構造を大枠で規定しつつ、

それに対応した ISMAPの戦略ストーリーを整理して、普及フローの改善を行った。エジプトの農

産物市場構造は、概略下記のように規定した。 

 エジプトの市場構造を考えた場合、品質で勝負する場合は輸出市場および都市高所得者層向

けの特殊市場（有機栽培等）が主たる対象となる。輸出市場や都市特殊市場への農産物販売

は、アグリビジネス企業との取引（契約栽培等）が主たる流通経路となる。個別小規模農家

では、組織化しない限り容易にアクセスできない市場である。 

 一方、ローカル市場では、品質は大きさと色などで差別化している部分もあるが、大半は作

物の規格で大きく価格差を付けるような取引になっておらず、量的な取引が主体となってい

るように見受けられる。このため、農家も一つの籠に大小大きさの違う青果物を取り交ぜて、

全部売り切るという販売戦略を取りがちになっている。結果、作物の取引価格は、多くの供

給者と多くの需要者が競う単一的な市場となり、需要と供給に大きく依存することになる。

このような状況下では、作期をずらして端境期を狙った販売が有力な販売戦略となり得る。 

 

 



小規模農家の市場志向型農業改善プロジェクト（ISMAP） 

農業土地開拓省（MALR） 
50 

表 3.2.1 エジプト農産物市場構造と活動の対応の明確化 

市場構造と流通形態 普及フローの対応 技術支援の対応 

品質で勝負する場合は、輸出市場と都

市の特殊市場。 

これらの市場にアクセスするには農業

ビジネス会社との取引（契約栽培やそ

れに準じた取引）が必要。 

農家がグループとなってロットを作る

必要がある。 

 

品質勝負＝ビジネスダイアロー

グ＝官民連携 

農協等が企業との調整を行い、参加

農家を募る。官民連携による技術支

援を行う。 

官：農民組織化、調整、技術指導 

民：資材提供・技術指導・買取り 

ローカル市場では、品質差よりも販売

時期による勝負がよりポテンシャルが

ある（端境期出荷）。 

ローカル市場に直接あるいは仲買人を

通して、農家が個別に販売。 

 

主として出荷時期調整で勝負＝

市場調査＝デモ圃場による展開 

TOT 実施後、デモ圃場を設置して普

及員による技術指導。 

デモ圃場に関わる農家をグループ

化して、技術指導の機会を増やす。 

 

このような市場構造を踏まえ、普及フローは、ローカル市場をターゲットとする、市場調査研

修を主体とした普及フローと、ビジネスダイアローグを、小規模農家との契約栽培に関心がある

企業が現れた場合に、随時実施するフローの２つのフローに区分することとした。これに女性活

動の普及フローと合わせ、ISMAPの普及フローは３つの独立したフローを形成することとなった。 

経営面積の限られた小規模農家にとって、小麦のように政府が安定して買い取る仕組みのある

作物と比較して、野菜といった園芸作物は、栽培の経験が少なく、かつ費用や手間がかかるが、

変動の大きな市場を買い手とするとリスクが高いと捉えられる傾向がある。 

一方で、デモ圃などの技術的な支援を享受した農家は多く、デモ圃の運営に関わった農家は野

菜などの園芸作物への栽培を継続することに意欲を示している。また、対象農家のみならず周辺

農家への波及効果も認められている。こうした実際に目に見える形での成功体験は農家の保守的

な姿勢を解く鍵になると考えられる。 

農家の市場リスクを回避しようとする不安感を軽減し、より積極的な市場志向の取り組みを促

すためには、マーケティングに係る活動（市場調査やビジネスダイアローグ）と、それに基づい

た戦略的な営農のストーリーを、農家にも最終的な収益向上につながる道筋までが見える形で共

有することが重要である。それぞれの農家が目指す戦略（目指す売り先別、例えば、輸出業者と

の契約栽培であれば品質管理技術、ローカル市場であれば端境期を狙った栽培技術など）、栽培す

る作物に応じたデモ圃場での栽培研修という連関した流れを作る必要がある。 

3.2.6 対象農家の参加の非継続性とマーケティング協議会の形成 

第 1 サイクルの実施過程で、最も大きな課題として認識されたのは、対象農家の参加の非継続

性であった。当初から参加した対象農家 213名のうち約半数の 46%は、第 1 回目のワークショッ

プ（ベースライン調査）以降の活動に参加しなかった。第 1 サイクルでは、営農計画作成ワーク

ショップまでに、6回の活動を行っているが、6回全てに参加した農家は、合計で 11名（5%）に

過ぎなかった。5 回以上参加した農家でみても 33名(15%)に過ぎなかった。 

SHEPアプローチにおいて、各活動のリンケージを考慮した積み重ねが、モチベーションとスキ

ルアップの相乗効果を高めていくことになる。対象農家の継続的な参加が得られない状況では、

この活動の積み重ねによるモチベーションとスキル・知識の相互作用による向上が期待できず、

成果の発現に影響を及ぼすことが懸念された。 

対象農家の参加の継続性が確保されない要因の一つは、農協の管理能力の脆弱性と考えられた。

農協職員は、基本的に農家の代表である農協理事を通じて対象農家への連絡をとっているが、農
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家に必ず来るようには強制できないと述べていた。また、農家が活動に関心を持てば、自ずと継

続的に参加するはずであるが、プロジェクトがどのような活動を行っていくかを、継続的に説明

を行ってきたものの、参加してきた農家の思惑と必ずしも一致しなかった、あるいは十分に理解

されなかった、という点もあるであろう。これは、活動のサイクルが若干長過ぎたため、農家へ

の継続的参加への意識を弱めた可能性も考えられる。また、農家側も農作業も含め様々な活動を

しており、同日に一同が常に集まることは困難であったとも言える。 

2015年 3 月 6 日から 13 日にかけて実施された運営指導調査においてもこの課題について協議

し、農家の継続参加を促す対策を強化する方針で、第 2 サイクルに臨む方針とした。継続的参加

の強化対策として、以下の改善点を考え、第 2サイクルで実施した。 

 第 2サイクル実施郡での村農協代表への説明会や、選定農協での農家への説明会において、

第 1サイクルの活動写真を用い、活動をより分かり易く伝えられるように工夫した。 

 普及フローの大きなパネルを作り、各選定村農協に設置し、活動全体の流れが判り易くな

るようにした。毎回の W/Sでも、このパネルを用いて説明を行った。 

 W/S では、前回の活動のレビューを最初に行うようにし、活動の継続性が認識され易いよ

うにした。 

 農家選定においては、能力向上のポテンシャルが高い若い層を多く募ることを農協に要請

した。また、女性枠を設け、女性参加者を 10人は募ることを要請した。結果、第 1サイク

ルより第 2 サイクルの方が、参加農家の平均年齢は下がり、また参加農家の妻ではなく、

参加当事者としての女性も各村で 10名前後が集まった。 

 当初選定された農家にパスポートを発給し、活動参加記録が農家の手元に残るようにする

ことで農家の継続的参加意欲を促すことを狙った。パスポートは、最初の W/S時に参加農

家の写真を撮影し、パスポートとして用いるノートに貼り付けた。写真撮影は農家に好評

であった。 

 途中から参加する農家も容認し、ベースライン調査＋営農計画 W/Sを実施する際に、途中

から継続参加する農家も含めて対象に含めることとした。実際に、途中から参加して継続

的に参加する農家も出てきた。 

 普及サイクルの実施の迅速化を図り、対象農家の活動参加への意識が途絶えないようにし

た。これは、C/Pが第 1サイクルで実施方法や、農業ビジネス関係者の情報等を蓄積できて

いたので、第 2サイクル以降の迅速な実施が可能となった。 

しかしながら、これらの改善策の効果も限定的であり、参加の継続性を十分に担保できなかっ

た。このため、より抜本的な改善が必要となった。プロジェクトの実施体制においては、県→郡

→農協→対象農家という体制で、農協部と普及部の連携で活動を実施してきた。市場志向型農業

のコンセプトの共有は、行政側、すなわち県、郡、および農協職員まではなされていたが、農家

の参加の非継続性の課題から示唆されるように、対象農家レベルへのコンセプトの共有が十分で

きていない事が課題であった。 

エジプト国農村では、集団活動を好まない傾向があり、また村農協も元は全国一律に各村に設

置された官制農協であるため、農民自らの組合という意識も低い。しかしながら、40世帯を対象

農家として選定し活動を共にすることから、言わば 40人のグループを組織した形にもなり、活動

が集団行動化していたとも言える。この点がエジプト農民の気性もあって、継続的参加が困難で

あった一因とも考えられる。 

そこで意欲ある少数農家が農協と協力して、彼らを村の代表者として扱い、研修等を通じて得

られた情報・知識を他の農家へ伝えてもらうという方法に転換し、意欲ある農家の継続的参加を

確保し、コンセプトの農家レベルまでの共有の基礎とすることを考えた。また、第 1 サイクルの
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デモ圃場での活動の教訓により、5 人程度の農家であれば協同作業を実施できたように、明確な

目的の下に適切な人数とやり方を工夫すれば、ある程度のグループ活動も実施可能であることが

示唆された。 

他国の事例として、ルワンダ国の技術協力プロジェクト（SMAP）では、園芸作農業協同組合（農

協）を対象とし、この農協の代表者に対し研修を実施している。ルワンダ国の農協は、メンバー

のお互いの顔が見える農民組織であり、農民が自ら組織した組合になっている。すなわち、代表

に研修を実施したらその内容が組合員に伝わる土台がある。さらに農協は共同圃場を有しており、

そこで研修を実践するようにプロジェクト活動をデザインしているので、代表に伝えた情報・知

識がメンバーに共有され易い。 

翻って、エジプトの農協は、上述のように官制農協の根を有し、しかも規模が大きいので組合

員全員が全員を知っているようなお互いの顔が見える組織ではない。このため、農協をエントリ

ーポイントとしつつも、サービスプロバイダーとして、ある程度農民との調整役としての役割を

担うことが期待されるため、本プロジェクトの成果３で農協の強化も活動に含まれた所為であろ

う。 

農協の能力や職員あるいは農協理事の意欲もまちまちである。このため、農協関係者に加えて、

少数に絞った参加農家（篤農家やビジネスとしての農業に強い関心のある農家であることが想定

される）を交えての、村で核となるグループを組織することが考えられた。核となるグループを

組織する際、参加する農家については、このグループの正式メンバーであるという地位を認定す

るため、このグループをマーケティング・コミティー（協議会）、という名称を付けて活動を推進

することが考えられた。内発的動機に基づいて活動を進める人材を、少数ではあるが確実に村内

に作っていくという戦略である。 

ここで課題となるのは、この意欲あるメンバーをどのように見出すかであった。第 2 サイクル

までの経験から、活動を進めていくとその過程で毎回参加してくる意欲ある農家が見えてくるの

で、まずはこれまでと同様に幾つかの活動を実施し、その過程で見えてくる意欲ある農家を集め

てマーケティング協議会を形成することが考案された。このようなプロセスで、意欲ある農家を

絞り込み、加えて継続参加が可能な農協職員や農協理事と合わせて、推進協議会（マーケティン

グ協議会）を村ごとに設置し、この協議会が営農計画や契約栽培計画を立てる。そして、協議会

が改めて村に計画参加を呼び掛け、関心のある農家を募ると言う方式を採る。県→郡→農協→対

象農家という体制から、県→郡→推進協議会→農家への伝搬という体制への変更を行った。 

1. 当初の活動（オリエンテーション、ビジネスダイアローグ、市場調査の 3回分ぐらい）は、

これまでどおり 40人程度の関心ある農家を募って実施する。 

2. この活動を通して、意欲的で活発な農家が見えてくることが期待できるので、この意欲的

な農家（10人程度）を集めて協議会（マーケティング協議会）をコアグループとして形成

する。 

3. このコアグループが主導して、技術支援を受ける作物や契約栽培を試みる作物を選定する。 

4. これらの対象作物が決まった時点で、再度村で各作物の栽培に関心がある農家を募り、そ

れらの農家をリストアップする。 

5. 対象作物毎にリストアップされた農家を作物部会とし研修や契約栽培支援を実施する。 
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図 3.2.3 マーケティング協議会の導入と活動のステップ 

3.2.7 デモ圃活動によるマーケティング協議会活動推進の仕掛けの検討 

第 � サイクルから導入したマーケティング協議会は、将来的には村の農業振興で中心的な役割

を果たすよう継続的な組織になることを展望するところでもある。しかしながら、プロジェクト

活動への継続参加農家は、プロジェクト活動に関心があり意欲的に参加してくれてはいるものの、

必ずしも村全体の利益や将来の発展を常々考えている農家とは限らない。そのため、協議会が村

の振興を担う中核組織に育つかどうかは、この協議会結成の背景としては十分にそれを胚胎して

いるとは言えない。 

当初の対象農家から、継続的活動参加を指標に絞り込まれた農家の集まりである協議会は、こ

の協議会のみがプロジェクトの対象受益者であると誤解されないようにする必要があった。そし

て、協議会が村のリーダー組織として機能し、そのように育つような工夫を検討する必要があっ

た。この点について、契約栽培の推進と営農計画に基づく技術研修活動を活用して、協議会と村

の農家との連携－利害の共有の仕掛けを検討した。 

従来のように、相当規模（������� が基本単位）のデモ圃を設立し、一人または少数の農家が管

理者となって、デモ圃による研修を実施する場合、不特定な展示効果は望めるものの、デモ圃で
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の研修に関心を示す農家とデモ圃活動を主導する協議会の関連は気薄になり、あるいは協議会だ

けがデモ圃活動を独占してしまうという危惧も考えられる。デモ圃活動を巡って協議会と他の農

民が関心を共有して効果的な活動となるよう、以下のアレンジを検討した。 

 研修実地の場としてのデモ圃を設け、当該作物栽培に関心のある農家の研修参加を募る。 

 参加する農家には、������（約 �����）程度の栽培方法を試すのに十分な程度の少量の資材

（種子、肥料等）を提供する。参加農家は、この小片の農地でデモ圃を見て来期に試すの

ではなく、すぐにトライアルを行えるようにする（この参加農家の試行圃場をトライアル

圃と呼称する）。 

 参加農家が試みる面積はごく少量であることから、個別での販売は困難であることが想定

される。そこで、協議会が、各参加農家のトライアル圃からの収穫物を集めて出荷するこ

とを試みる。これは共同出荷の試みであり、プロジェクトとしては、協議会の活動活性化

のための試みにもなる。そして、協議会と他の農家の利害の共有を図るものである。 

このデモ圃活動のアレンジは、いわゆる農家への補助金付与施策という考え方ではなく、研修

活動の一環としての資材供与という位置づけである。例えば一人 ������� といった規模で資材を

供与すると農家の所得補填といった意味合いが実質的に強まり、資材を供与されなかった農家か

らは嫉妬を買う懸念も出てくる。また、����も補助金付与の施策を広域的に行える能力はない。 

ここでは、参加農家に供与する資材を極少量にすることによって、それが大きな金銭的利益を

もたらすものにはならないようにコントロールする。このことで、他の農民から嫉妬を買うよう

なレベルでもなくなる。農村での資材投入では、周囲の農家による嫉妬ということが活動展開の

阻害要因になっていることがこれまでの活動からも看取されるところであり、このような村の状

況も勘案し、協議会という村のリーダー組織の牽引により、限られた投入で研修の効果を最大限

高めるため、デモ圃活動にトライアル圃を加えて試行した。 

プロジェクト活動の実施結果としては、実際の試行農家の数は少数にとどまり、共同出荷の試

みにも至らなかった。しかしながら、こういった取り組みの有効性は、マーケティング協議会の

意義を高めていくうえでも、引き続き検証していく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.4 トライアル圃場の位置づけ 
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3.2.8 デモ圃場の運営 

プロジェクト活動を通して、技術の伝播に効果的であると判断されたデモ圃設置による圃場研

修の運営について得た教訓を下記に整理する。 

 本邦研修で C/Pが学んだ様に地域の経験豊富な農家にデモ圃場を設置し、多くの周辺農家が

デモ圃場を見学に訪れているケースもあり、今後地域の篤農家に設置したデモ圃場を活かし

た技術普及も選択肢の一つとなろう。 

 デモ圃場を開設する場合は参加する小規模農民ではなく、農地利用に余裕のある大規模農家

の農地の一部活用も有効である。 

 初めて園芸作物（トマト、キュウリ）を栽培する農家がデモ圃場を運営する場合、農協の普

及員から毎週或いは隔週技術指導を受けられるデモ圃場は、自分だけで初めて新しい作物を

栽培する場合に比較して、失敗するリスクを最小化することが可能となり、当該農家にとっ

て極めて有益と考えられる。ただし、その場合は裨益者数がなるべく多数となる様、グルー

プ運営のデモ圃場にする等の工夫や仕掛けも重要になると考えられる。 

 デモ圃場の設置が遅れたことに起因して、図らずもトマトの収穫期が端境期に重なって高値

で販売されたケースもあり、思わぬ効用も見られた。デモ圃場設置時期を故意に後ろ倒しと

し、同様の効果を当初から意図することも考えられる。しかし、思惑通りに作物価格が推移

するとは限らず、失敗するリスクを勘案の上実施の可否を検討する必要があろう。デモ圃の

前作との兼ね合いなども考慮する必要がある。 

3.2.9 女性の生計向上活動における課題 

第 2 サイクルでは、女性がグループで管理を行うモデルユニットの作成（家畜の配布、薬剤や

飼料等の飼育費用は女性が負担）を行った。男性を対象とした栽培技術の普及の場としての展示

圃場への資材の一部提供と同様、女性が行う家畜飼育の技術普及・展示の場としての機能を期待

したものである。この点につき、第 2 サイクルでは、モデルユニットが屋内にあり、人目に付き

にくいことや、女性が外部者に家畜を見ることに消極的であったため、結果としてプロジェクト

が意図した技術普及の場としての機能が働きにくい状況であった。 

この点については、女性活動の技術普及モデルとなる対象女性を中心とした周囲の女性への波

及を狙うという考え方から、農村女性ができる経済活動を支援するに際し、外部ドナーがどのよ

うなアプローチをとるべきか再検討することとなった。 

再検討に当たっては、村の貧しい女性には資材を無償提供して下駄をはかせてあげるべきであ

るといった社会福祉的支援の思考からの発想転換が一つの課題であった。モデルからの波及とい

う方向が機能しない場合、村で社会福祉的支援により裨益を拡大するためには、予算を増やして

いくしかない、ということに帰結してしまう。しかし、これは政府の負担を増大させることにな

り必ずしも可能な方法ではないと考えられた。 

検討の結果、プロジェクトからは資金的投入を行なわず研修のみを実施し対象女性農家が自ら

調達に係る経費を支出する、と言う方向で進めるに至った。多くの村では女性達がお金を少しず

つ出し合い、それを一人に集めてその人が家禽用ケージ購入等の投入を行い、これを順々に行っ

ていく、いわゆるメリーゴーランドを行う村もある。こういった頼母子講的な慣習が村にはある

ので、こういった慣習も合わせる形で普及活動を行うことが検討された。 

技術支援のみで、金銭的支援を得られないと分かると活動から脱落する女性もみられたが、残

っている女性達は、技術研修だけでも価値のあるものであったようであり、ビジネスプランを作
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成後、随時活動を自己資金で開始した。女性支援活動においては、市場調査＋ビジネスプラン作

成＋技術研修＋定期的なモニタリングの組み合わせで、対象女性の内発的動機付けに働きかける

ことができうる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.5 モデル：展示効果を狙うデモ圃からアプローチのモデル化へ 
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第 4 章 プロジェクト目標の達成度 

4.1 プロジェクト目標の指標達成度 

 終了時評価に先立ってプロジェクトチームで指標の検証を行った。結果を下表に示す。詳細は、

添付資料のエンドライン調査報告書に取りまとめている。 

表 4.1.1 プロジェクト指標達成状況 

項目 設定指標 達成状況 

[プロジェクト目標]： 

Agricultural incomes of 
the small-scale farmers 
and surrounding small-
scale farmers who 
practice the ISMAP 
Approach are 
increased. 

a. The agricultural incomes of the 
small-scale farmers who practice 
the ISMAP Approach are increased 
by 6% - 37% by household and 
village. 

 

 

 

b. At least 30% of the women who 
practice the ISMAP Approach have 
made a business plan and practiced 
the market-oriented activity based 
on the plan. 

 

c. The agricultural incomes of 
surrounding small-scale farmers 
who practice the ISMAP Approach 
are increased. 

 

d. More than a half of the small-
scale farmers who practice the 
ISMAP Approach changed their 
farming style toward market based. 

a. 計 20 対象村のうち各村の所得増加率
目標値と比較し、18 村は、事業実施後の
2年間でいずれか 1年は目標率を達成し
ている。農業所得は価格の乱高下などに
も左右されるため、事業実施後翌年に目
標を達成していても、翌々年に目標を下
回った村もある。ミニア及びアシュート
で各々1村、計 2村のみ 2 年間で目標達
成に至らなかった。 

 

b. ビジネスプラン研修に参加した 66 人
の女性のうち、実際にビジネスプランを
作成して実践している女性は 52 人
（79%）にのぼり、指標は達成されてい
る。 

c. 第 1 サイクル対象村で平均約 55％の
農家（調査対象 16 農家）、第 2サイクル
対象村で平均約 60％（調査対象 20 農
家）、第 3サイクル対象村で平均約 70％
（調査対象 14 農家）の農家がプロジェク
ト参加後の農業所得が向上したと回答。 

d. 指標は達成している。ミニアでは調査
農家 166 人中、141 農家（約 84.9%）、ア
シュートでは調査農家 259 人中 230 農家
（88.8%）が ISMAP アプローチに基づく営
農計画を取り入れていた。 

成果１ 

Market-oriented 
extension approach is 
established. 

a. The draft plan of extension flow 
based on the market-oriented 
approach is formulated. 

b. The average score of evaluation 
on formulation and revision process 
of the plan of extension flow is 
higher than 4 in the five-grade 
evaluation by the relevant 
stakeholders. 

c. The extension flow based on the 
market-oriented approach, which is 
revised through implementing 
project activities, is approved by the 
Joint Steering Committee (JSC). 

a. 作成済み 
 
 
 
b. 回答者 18 人の平均が 4.33（5 が 6
名、４が 12 名）となり、指標は達成され
ている。 
 
 
 
c. 承認済み。 
 

成果 2 

Agricul tural techniques 
for value-added 
products are examined 
and developed. 

a. Guidelines and manuals on the 
examined and developed 
agricultural techniques are made. 

b. More than 70% of the examined 
and developed agricultural 

a. 作成済み 
 
 
b. C/P 機関はすでに多くの普及教材を有
しており、これらを基本的にプロジェク
トの教材として採用し TOT を実施した。



小規模農家の市場志向型農業改善プロジェクト（ISMAP） 

農業土地開拓省（MALR） 
58 

項目 設定指標 達成状況 

techniques are included to the 
Training of Trainers for extension 
staff. 

プロジェクトで整理した教材も TOT 教材
をベースに作成し TOT でも活用している
のでほぼ 100%活用したものとみなされ
る。 

成果 3 

Capacities for making 
and implementing 
action plans of the 
agricultural 
cooperatives are 
strengthened. 

a. Action plans for improving 
agricultural incomes of small-scale 
farmers are made by the target 
agricultural cooperatives. 

b. More than 70% of activities based 
on the action plans are 
implemented. 

a. プロジェクト対象村 20 村において活
動計画を作成済み 
 
 
b. ミニア県全体の平均達成率は 69％、
アシュート県全体の平均達成率 72％。両
県を合わせた全体平均は 70.5％となり、
指標は達成された。 

成果 4 

Farming methods 
based on the market-
oriented approach are 
deployed within the 
target agriculture 
cooperatives. 

a. Extension plans for deploying 
farming methods by the target 
agricultural cooperatives 

b. Existence of new farming 
activities based on the market-
oriented approach within the target 
agricultural cooperatives. 

a. 各村共通の普及計画を策定し、年間の
ターゲット農家数を対象ごとに設定した
ものを作成済み。 
 
b. 対象村農協内においては、プロジェク
トでの学びを取り入れ市場志向型農業を
実践する小規模農家（対象農家及び周辺
農家）が存在している。 

 

4.2 終了時評価の実施 

2019年 11月 4日から 21日に亘り、日エ合同評価チームによる終了時評価が実施された。日本

側 4 名、エジプト側 2 名によりなる評価チームは、関係者インタビュー、現地調査、資料確認等

を実施し、評価報告書を作成した。評価結果および提言は、11月 21日に開催された第 8 回 Joint 

Steering Committeeにて発表された。終了時評価の結果は以下の通りであった（原本英語を意訳）。 

表 4.2.1 プロジェクト終了時評価の結果概要 

全般 プロジェクト目標は、プロジェクト終了までに達成される見込みであり、本プロジェクト

は所期の目標が達成されたとみなされるため、予定通り終了すべきである。 
妥当性 高：エジプト、日本双方の政策と整合、農村部の貧困削減のニーズに適合 
有効性 高：プロジェクト目標の指標はほぼ達成されている。プロジェクトの波及は当初の期待以

上である。 
効率性 中：プロジェクトの成果自体は出ているものの、エジプト側の費用負担がなされなかっ

た。また C/Pの管理職の頻繁な交代があった。 
インパクト 正のインパクトが期待される：正のインパクトは観察され、負のインパクトは観察されて

いないが、上位目標の達成には MALR 予算の不足が懸念事項である。 
自立発展性 比較的低い：政策的支援は期待されるものの、MALR の予算不足と普及員の不足が自立

発展性への阻害要因である。 

 

4.3 終了時評価後のフォローアップ 

4.3.1 終了時評価からの提言の実施 

終了時評価チームによるプロジェクトへの提言に対し、プロジェクトチームは、カイロ、ミニ

アおよびアシュートで各々共有し対応策を協議した。プロジェクトへの提言と対処状況を下記に

整理する。 

表 4.3.1 終了時評価における提言とプロジェクトチームによる対処 

提言 対処状況 時期 
1.プロジェクトチームへの提言   
1.1全対象村のフォローアップ 
Marketing Committeeの再活性化等のフォロ
ーが必要 

各村の農協職員および Marketing Committee
を招聘したW/Sを開催した。ここでMarketing 
Committeeの役割を明確化するとともに、第

2018年 12月 17日（ミ
ニア）、24日（アシュ
ート）で実施。 
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提言 対処状況 時期 
1 及び第 2 サイクル対象村では Marketing 
Committeeの設立指導をおこなった。結果、
全ての対象村で Marketing Committeeが設立
された。 

1.2Marketing Committee 
Marketing Committeeの重要性や役割、アグリ
ビジネスとのリンクなどでリーダーシップ
をとるべきことを Committeeメンバーが理解
する必要がある。 

上記 1.1の W/S で Marketing Committeeの目
的や役割、活動等を明確化、共有した。 
また普及マニュアルに Marketing Committee
の役割を明記した。 

同上 

1.3契約栽培の支援 
農協や県農業事務所に契約栽培における農
家のリスクを最小にするよう支援する技術
的法的支援機能を持たせるべきである。 

中央に設置されている契約栽培 Centerと県
農業事務所の農協局Marketing Management部
が契約栽培の農家支援でコミュニケーショ
ンをとるように県農業事務所で協議した。 

プロジェクト終了ま
で継続して伝達 

1.4更新技術の普及 
第 1サイクルや第 2サイクルの対象村では、
プロジェクト活動で更新した技術が伝えら
れていない状況なので、全対象村に対し技術
の更新情報の伝達が必要である。 

郡及び対象村の職員を集めたセミナーを開
催し、最新の普及マニュアルの内容を伝達
し、情報のアップデイトを行った。 

2019年 2 月 4 日（ミ
ニア）及び 2 月 5 日
（アシュート）で開
催。 

1.5モニタリングの強化 
Technical Committeeの定期的モニタリングを
継続すべきである。 

1.4 のセミナー開催時に合わせてモニタリン
グを実施した。 

2019年 2月 4日、5日
に実施。 

1.6女性活動のフォローアップ 
女性活動のマニュアルの最終化、現場普及員
へジェンダーTOT、ステークホルダー向けの
知識共有セミナーの実施。 

アニュアルを最終化した。 
現場普及員への TOTを実施した。 
 
 
知識共有セミナーを現場で開催した。 

2019年 3月最終化。 
2018年 12月 10日（ア
シュート）、11日（ミ
ニア）実施 
2019年 2月 27日開催 

2.エジプト側への提言   
2.1予算の確保 
プロジェクト活動予算の確保への努力継続 

カイロ C/P は予算執行手続きを継続して行
う。 

プロジェクト終了後
も継続 

2.2農協の予算活用 
農協からの予算支弁も継続的に働きかけて
いく。 

 
中央レベルおよび県レベルで引き続き農協
の予算活用を働きかけていく。 

 
プロジェクト終了後
も継続 

2.3ISMAP実施ユニットの設立 
実施ユニットは承認されるべきである。 

2018 年 11 月 25 日に大臣承認がなされ、
ISMAP実施ユニットが正式に立ち上がった。 

2018年 11 月 25 日大
臣承認 

2.4普及員の対象村へのアサイン 
普及員が定年で不在となった村への普及員
配置が必要である。 

プロジェクトダイレクターから大臣に課題
解決の協議を行う。 

 
プロジェクト終了後
も継続 

2.5IT技術の活用 
普及の促進を図るため、IT 技術の活用を検討
すべきである。 

ARC が Vodafoneと提携して SMS で技術情
報を流している実績がある。MALR の Web 
siteを活用する。C/Pは IT 技術活用の情報を
収集し活用を検討する。 

 
プロジェクト終了後
も継続 

2.6周辺村のベースラインデータの収集 
上位目標の事後評価実施を念頭に置き、周辺
農家のベースラインデータを収拾すべきで
ある。 

ISMAP 実施ユニットはベースラインデータ
の収集を行う。普及フローのステップにベー
スライン調査も含まれるので、普及フローの
実施でベースラインデータも収集される。 

 
プロジェクト終了後
に実施となる 

2.7ジェンダー主流化の促進 
ジェンダー主流化を促進する普及メカニズ
ムを中央レベルから構築していくべきであ
る。 

プロジェクトでは、中央レベルの職員を対象
としたジェンダーW/Sを実施した。 

2019年 1月 27日実施 

3.日本側への提言   
3.1中東での SHEP研修 
ISMAP の経験や成功事例を共有する研修プ
ログラムを中東諸国対象に実施すべきであ
る。 

 
2019年 3 月 5 日の JSC会議にて、JICA エジ
プト事務所より、ISMAP実施ユニットの稼働
状況をモニタリングして、近隣国を招待した
W/Sの開催を判断すること説明。 

 

4.エジプト側評価者の提言   
4.1成功事例の記録 
デモ圃の経済分析も含め、プロジェクトの成
功事例をより多く記録すべきである。 

成功事例を集めた冊子を作成した。 2019年 2月冊子作成 

4.2Marketing Committeeの登録 
農協法の枠組みで Marketing Committeeの政
府登録を進めるべきである。 

1.1の Marketing Committee対象 W/S開催時に
登録について農協に説明し、農協下での登録
がなされた。 

2018年 12月 17日（ミ
ニア）、24日（アシュ
ート）で実施 

4.3収穫後処理の研修 
収穫後処理に関する研修にも焦点を当てる
べきである。 

冬作のデモ圃での収穫時での研修に含めた。 2019年 1月 13日ミニ
ア県での研修等で実
施 
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4.3.2 ジェンダー主流化活動に係るセミナーの実施 

2019年 2月 27日に、UN Womenとの共同セミナー、「Seminar on Approaches of Women’s Economic 

Empowerment in Rural Upper Egypt – Field Experiences of ISMAP (MALR-JICA) and WEPP (UN Women)」

をミニア市において開催した。本セミナーは、終了時評価の提言の一つ（上表 4.3.1の 1.6）に応

えるものでもあった。セミナーの目的は、ISMAPの成果を広く外部の組織と共有して参照しても

らうとともに、今後の連携も含めたネットワーキングも目的とした。 

セミナー開催に当たっては、ジェンダー関連支援活動において、ドナー間で主導的な役割を果

たしている UN Womenと共同した。UN Womenの Country Directorが JICAエジプト事務所を訪問

された際、チーフアドバイザーも同席して本セミナーについて説明したところ、共同を快諾いた

だき、共同セミナーの運びとなった。双方の経験を共有することにより、より厚みのあるセミナ

ーにすることができた。 

 セミナー開催場所は、プロジェクト地域であるミニアで行うこととした。カイロで実施してよ

り多くのドナー参加を促すことも検討したが、プロジェクトの受益女性が参加しやすくすること

で、女性たちの声を直接セミナー参加者に届けることができること、現場の雰囲気を少しでも感

じつつ討議することも有益であろうこと、また現在ミニアやアシュートで活動する NGO 等も参

加しやすくすること、等のメリットを考慮して最終的にミニアで実施することとした。 

 招待状は、MALR の C/P部署以外の ARC等にも招待状を送ったほか、ISMAPの News Letterを

配信している組織、またジェンダー専門家が広く持っているネットワークを使って、エジプトで

ジェンダー関連プロジェクトに携わる組織に招待状を送付した。招待状送付先は約 30の組織（DP、

政府組織および NGO）および約 10の民間企業に送付した。 

 セミナー参加者は 100名を超える人数が集まった。カイロや他県（Fayoum）からも JICA 関係

者を除いて十数名が参加された。IFAD、FAO、WFP、Italian Cooperation Fund、Climate Change Project

等の国際機関及びそれらが実施するプロジェクトに従事しているコンサルタント、CARE 

International, Assiut Business Women Association等の NGOが参加された。そしてエジプトのジェン

ダー関連の National Machineryである National Council of Women（NCW）からもミニアおよびアシ

ュートの県事務所から参加いただいた。 

UN Womenのプロジェクトである WEPP（Women’s Employment Promotion Program）は、食品企

業などの雇用女性の労働環境を改善して、農村女性が雇用労働に出る事への理解を促すこと、ま

た労働環境の改善が企業の利益にもつながることを示すプロジェクトを行っていたことから、ミ

ニア県やアシュート県でビジネスダイアローグに参加していた地元の企業も招待した。ミニアの

食品企業がセミナーに参加した。 

 プレゼンテーションへの関心は高く、パネル討議においても多くの質問が出された。パネル討

議では、本セミナーに日本から参加していただいた国際協力専門員に、まず 2 つのプレゼンテー

ションへのフィードバックを行っていただき、論点の整理を頂いた。また、他国の JICAの取り組

みも紹介いただき、討議の視点を提供いただいた。 

時間の関係もあり、ステークホルダーをどのようにつなぐかということと、プロジェクトが終

了した後の持続性に焦点が当てられて議論が進められた。この議論にそって、ジェンダー関連支

援のエジプト政府中核である NCWにフロアーから発言が求められ、NCW の代表は、政府の中心

機関としての連携の役割と自らのコミットメントを強調した。また、MALR 関係者も他機関との

協力について言及した。更に持続性に関連して、MALR の農協中央部長は、ISMAPのプロジェク

ト終了後は実施ユニットが設立されて活動を引き継ぐことを力強く表明した。 
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また、興味深い議論として、参加者の一人から、「みんなでどうやって女性をエンパワーするか

と議論しているが、女性は既に力を持っているのだ」という虚を突くコメントが出て会場が沸き、

討議に清々しさが流れ込んだ。様々な視点から柔軟に考える糸口が参加者に与えられた良い場面

であったと考える。 

最後のセミナーのとりまとめでは、チーフアドバイザーから、パネル討議を踏まえ、「農村女性

は既に力がある。我々のような外部者ができることは、女性たちが力を発揮できるように環境を

整える支援を行うことである」という言葉で本セミナーを締めくくった。セミナー結果は

Proceedingsとしてとりまとめを行った（添付資料 8-2）。 

4.3.3 プロジェクト最終セミナーの実施 

 2019年 4月 16日に、カイロにてプロジェクトの最終セミナー（Project Completion Seminar）を

開催した。本セミナーは、プロジェクトを終了するにあたり、プロジェクトの経験と成果を対外

的に発表すると共に、プロジェクト終了後に活動を継承する ISMAP 実施ユニット（ISMAP 

Implementation Unit）の立ち上げを記念する引継ぎ式を行うことを目的とした。 

 本セミナーでは、プロジェクトチームを含め 106名が参加した。C/P以外を含むカイロ、ミニア

およびアシュートからの MALR の職員および対象農家（女性含む）の代表で約 80 名の参加があ

り、開発パートナーや民間企業等から約 20名の参加があった。開発パートナーでは、AFD、USAID、

Italian Cooperation Fund等の開発援助機関、また Knowledge Economy Foundation（KEF）、CARE、

FAODA といった NGOが参加された。更に日系商社も 2社参加された。 

 当初は、MALR 大臣の出席が予定されていたが、直前に大臣に海外渡航の予定が入り、大臣代

行として ARC 所長が出席された。セミナーのオープニングでは、ARC 所長、農業普及局長、プ

ロジェクトダイレクターである農業サービスフォローアップ局長及び JICA エジプト事務所長か

らスピーチを頂いた。スピーチ後に、C/Pに対し、Cetfificateの授与が行われ、記念撮影が行われ

た。 

 休憩をはさんで、プロジェクトチームから ISMAPの概要、経験と成果、および実施ユニットの

立ち上げについて発表を行った。まず、チーフアドバイザーがプロジェクトの背景、目的、SHEP

アプローチ等について説明した。続いて C/Pメンバーから園芸作プロモーションおよびジェンダ

ー主流化活動の経験や成果を発表し、最後にプロジェクト終了後に活動を継承する ISMAP実施ユ

ニットについての説明を行った。実施ユニットは MALR 大臣にその設立を承認され、農業サービ

スフォローアップ局長を中央の Coordination Committeeの議長として、カイロ、ミニアおよびアシ

ュートに Project Management Unitが設立されることが報告された。更に、新たにソハグ県を追加

して活動を拡大していくことも報告された。県普及計画も報告され、MALR の Sastainable 

Agricultural Development Strategyが目標年とする 2030年までに対象県の約 20%の農村をカバーす

ることが報告された。 

 Open Discussionでは、MALR 職員、NGO、農民代表等各関係者から有用なコメントが出された。

農業サービスフォローアップ局長が、専門農協の活性化の必要性を唱えると、農家が専門農協は

機能していないことを訴えるなど、農家から実情に基づいた MALR への要請が訴えられる一幕も

あり、活発な討議がなされた。また、挙げられたコメントは、実施ユニットの活動に反映するこ

とを C/Pがフロアーに約束した。下記に主要なコメントを記す。 

 農民を組織化し契約栽培などの販路を拡大していくためには農協を強化していく必要がある。 

 予算を確保するために農民から技術支援のための費用を少額でも徴収していくことも考えら

れる。 
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 普及局が有するトレイニングセンターを活用していくべきである。 

 契約栽培においては、企業側が契約条件を途中で彼らに有利なように変えてくるといった農

家からの現状説明に対し、MALR 中央で契約栽培センターが設立されたので、そういった課

題に対処していく旨が、同センターの責任者から説明された。 

 ISMAP活動で設立された Marketing Committeeが農民組織化で活用されるべきである。 

 普及員に対する活動早期での研修実施が必要である。 

 農産物のマーケティング改善のために、各県で作物毎に設立されている専門農協を活性化し

て役割を持たせる（上述のように農家から現状は十分機能していない状況が訴えられた）。 

 Open Discussion後、Concluding Remarksを農協中央部長、農業普及中央部長および JICAエジプ

ト事務所次長より頂いた。ここにおいても、農協中央部長から、ISMAP Implementation Unitによ

る活動の継続が力強く宣言され、同日はプロジェクトの最終セミナーであるが、実施ユニットの

開始の式典であることも説明された。最後に、プロジェクトチームから ISMAP実施ユニットに活

動を引き継ぐ標として、ISMAP実施ユニットが入るオフィス（プロジェクトオフィスが実施ユニ

ットに引き継がれる）のドアに付ける Name Plateの授与式を行った。これをもってプロジェクト

最終セミナーを終了した。 
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第 5 章 上位目標達成に向けての提言 

 プロジェクト終了後の活動主体となる MALR に向けて、下記を提言する。 

5.1 ISMAP 実施ユニットの予算確保と確実な活動実施 

プロジェクト終了後に活動を継続していくための実施体制として、C/P が主導して ISMAP 

Implementation Unit（実施ユニット）の立ち上げ提案書を作成し、2018年 11月 25日に農業土地開

拓大臣に承認された。カイロの農協中央部、ミニアおよびアシュート県農業事務所に各々実施ユ

ニット執務室が設けられ、プロジェクトチームの Coordinatorが実施ユニット責任者として正式に

任命された。また、2019年 4月 16日に開催したプロジェクトの Completion Seminarにおいて、実

施ユニットの執務室に掲げるプレートの授与を行い、正式に活動がプロジェクトチームから実施

ユニットに引き継がれた。 

上位目標達成に向けては、この実施ユニットを確実に機能させ、プロジェクト期間中に策定し

た県普及計画を実施していく必要がある。また、そのための MALR の予算確保も確実に進めてい

く必要がある。プロジェクト期間中より予算確保のための手続きは、専門家も支援を行いつつプ

ロジェクトチームとして進めてきたので、その手順は認知されており、また農業サービスフォロ

ーアップ局長によれば、実施ユニットの予算も承認されているとのことである。しかしながら、

プロジェクト期間中も、予算が承認されていながら結局執行されないという事態が続いた。この

ため、実施ユニットは、予算の承認のみならず、執行までの手続きをしっかり行い、またプロジ

ェクトより移転された機材を活用して、活動が円滑に行えるよう対処していく必要がある。 

5.2 MALR 内での普及人材の育成 

実施ユニットは、プロジェクトチームのメンバーが主体となって構成されている。このため、

実施ユニットメンバーは、ISMAPアプローチの適用には熟知しており、活動の推進は円滑に行わ

れるものと確信する。しかしながら、ISMAPアプローチによる普及活動を広範に展開していくた

めには、アプローチに習熟する人材を育成していく必要がある。MALR は、今後とも ISMAPアプ

ローチを展開していくための人材を確保し、実施ユニットは、それら人材にプロジェクトで作成

した各種マニュアルを活用しながら、アプローチのコンセプトや実施方法について指導し、人材

を育成していく必要がある。 

5.3 普及フローの継続的な改善 

プロジェクト期間中の試行錯誤を通じて、ISMAP アプローチによる普及フローは、SHEPアプ

ローチを基礎としつつ、マーケティング協議会の導入や、ローカル市場向け、輸出市場向けおよ

び女性の経済活動向けの 3 本立てのフローにより構成される普及パッケージとして確立された。

しかしながら、農業農村を取り巻く情勢は、将来に亘り変化していくものと考えられ、アプロー

チも状況の変化に応じてより効果的になるよう改善していく必要がある。実施ユニットは、プロ

ジェクトで確立された普及パッケージを適用して普及活動を進めつつも、常にモニタリングを行

い、必要に応じてアプローチの改善を図っていく必要がある。 

5.4 他の組織との連携 

プロジェクトでは、国際機関や NGO、National Council of Women等の政府機関に対し、プロジ

ェクトの成果を発表するセミナーの開催や、News Letterの発行などによる情報共有活動を行い、

ISMAP の認知に努めてきた。今後 ISMAP アプローチの展開を図っていくために、こういった他

組織との連携を模索することを推奨する。そのため、ISMAPアプローチや成功事例の積極的な広

報を行っていく必要がある。 
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Project Design Matrix (PDM3)
Project Title: Improving Small-Scale Farm

Project Duration: 2014-2019 (5 years)  Project Sites: Minia, Assuit Governorate 
Target Group: Small-scale farmers in the agricultural cooperatives and surrounding small-scale farmers   as of July 19, 2017 

Narrative Summary Objectively Verifiable Indicators Means of Verification Important Assumption 
[Overall Goal]  
Agricultural incomes of the small-scale 
farmers in the target villages and 
surrounding villages*1 in Minia and 
Assiut Governorates are increased. 

a. Average agricultural income of the small-scale farmers in the target 
villages and surrounding villages in Minia and Assiut Governorates 
are increased by 19% . 

a. Sample survey (included by 
the baseline surveys) 

[Project Purpose] 
Agricultural incomes of the small-scale 
farmers and surrounding small-scale 
farmers*2 who practice the ISMAP 
Approach are increased.

a. The agricultural incomes of the small-scale farmers who practice the 
ISMAP Approach are increased by 6% - 37% by household and 
village. 

b. At least 30% of the women who practice the ISMAP Approach have 
made a business plan and practiced the market-oriented activity 
based on the plan. 

c. The agricultural incomes of surrounding small-scale farmers who 
practice the ISMAP Approach are increased. 

d. More than a half of the small-scale farmers who practice the ISMAP 
Approach changed their farming style toward market based. *3

a. Baseline surveys*4

b. End-line survey 
c. Sample survey 

- Necessary budget of MALR for 
implementing extension activities 
based on the market-oriented 
approach is secured.  

[Outputs]
1. Market-oriented extension approach 

is established. 

a. The draft plan of extension flow based on the market-oriented
approach is formulated. 

b. The average score of evaluation on formulation and revision 
process of the plan of extension flow is higher than 4 in the 
five-grade evaluation by the relevant stakeholders. 

c. The extension flow based on the market-oriented approach, which is 
revised through implementing project activities, is approved by the 
Joint Steering Committee (JSC). 

a. Draft of extension flow based 
on the market-oriented 
approach 

b. Interview with the relevant 
stakeholders 

c. Approved extension flow  
based on the market-oriented 
approach 

- Counterpart personnel (C/P) who 
received trainings by the Project 
will continuously work. 

2. Agricultural techniques for 
value-added products are examined 
and developed. 

a. Guidelines and manuals on the examined and developed 
agricultural techniques are made.  

b. More than 70% of the examined and developed agricultural 
techniques are included to the Training of Trainers for extension 
staff. 

a. Guidelines and manuals of 
agricultural techniques 

b. Training materials of ToT 

3. Capacities for making and 
implementing action plans of the 
agricultural cooperatives are 
strengthened. 

a. Action plans for improving agricultural incomes of small-scale 
farmers are made by the target agricultural cooperatives. 

b. More than 70% of activities based on the action plans are 
implemented. 

a. Action plans of the target 
agricultural cooperatives 

b. Project progress report 

4. Farming methods based on the 
market-oriented approach are 
deployed within the target agriculture 
cooperatives.  

a. Extension plans for deploying farming methods by the target 
agricultural cooperatives 

b. Existence of new farming activities based on the market-oriented 
approach within the target agricultural cooperatives. 

a. Project progress report
b. End-line survey 

Activities Input 

- Personnel transfer of executive 
management will not affect the 
implementation of the Project. 

<Output 1> 
1-1 Build the consensus of the draft plan of extension flow*5 based 

on the market-oriented approach between stakeholders  
1-2 Select target agricultural cooperatives and small-scale farmers 

based on the consensus of selection method  
1-3 Conduct baseline survey of the target agriculture cooperatives 

and small-scale farmers 
1-4 Provide the opportunities for dialogue between the target 

small-scale farmers and agricultural business stakeholders 
1-5 Conduct trainings for the target small-scale farmers on market 

survey and farming action planning 
1-6 Facilitate the target small-scale farmers to make farming action 

plans 
1-7 Conduct trainings of trainers (ToT) for extension staff*6 regarding 

the necessary agricultural techniques for implementing the action 
plans in 1-6 

1-8 Facilitate the trained extension staff to implement technical 
trainings for the target small-scale farmers 

1-9 Monitor activities based on the action plans by the trained target 
small-scale farmers 

1-10 Improve the extension flow based on the market-oriented 
approach by examining the each activity 

<Output 2> 
2-1 Identify agricultural techniques*7 need to be examined and 

developed based on the study of IMAP*8 and the action plans 
made by the target small-scale farmers 

2-2 Examine and develop the techniques identified in 2-1 
2-3 Feed examined and developed techniques back to the ToT in 1-7
2-4 Improve existing agricultural techniques, which are confirmed 

necessary through implementing the extension flow 
<Output 3> 
3-1 Identify problems/opportunities of the target agricultural 

cooperatives for making and implementing action plans 
3-2 Conduct trainings for the target agricultural cooperatives 

members on making and implementing action plans for improving 

3-3 Facilitate village extension staff to support the target agriculture 
cooperatives for implementing the action plans made in 3-2. 

<Output 4> 
4-1 Facilitate the target agricultural cooperatives to make extension 

plans for deploying farming methods based on the 
market-oriented approach to other farmers within the agriculture 
cooperatives. 

4-2 Monitor the target agricultural cooperatives to implement the 
above plans. 

4-5 Facilitate the target agricultural governorate to make extension 
plans for deploy farming methods based on the market-oriented 
approach. 

Japanese side

(1) Dispatch of Experts 
- Leader/Market-oriented 
agriculture 
- Appropriate agriculture 
techniques and extension 
- Agricultural cooperative 
- Project coordinator/Training 
management 
- Other short-term experts as per 
necessity 

(2) Provision of equipment 
(Ex. Equipment and materials 
necessary for Output 2 and 3) 

(3) C/P Training in Japan and/or 
third country 

(4) Local cost shared by Japanese 
side

- A part of operational costs for 
implementing the activities 

Egyptian side

(1) C/P 
Project Director 
Project Manager 
Other counterparts  

(2) Office space and facilities for the 
Project 

- Necessary working space and 
facilities for JICA experts  

(3) Necessary Arrangement 
- Acquisition of the permission for 
the work in the field 

(4) Local cost shared by Egyptian 
side

- Operational cost for the Project 
implementation (Ex. Training cost, 
personnel expenses and traveling 
cost for C/Ps) 

[Pre-condition]

The Egyptian political situation is 
stable. 

(Notes: PDM including the indicators and PO are reviewed and revised in the JSC, if necessary.) 

rget village in the Project. The Overall Goal aims at disseminating the ISMAP Approach to incr

surrounding farmers per one targeted farmer. The Project Purpose aims for the ISMAP Approach to be effectively applied to the targeted farmers and also aims 

for the surrounding small-scale farmers to understand its effectiveness and apply this approach. 

*3) Changes in farmers' farming style is monitored using monitoring sheet. 

*4) Scope of the baseline survey is focused on the target agricultural cooperatives and small-scale farmers selected by the Pro

production and income analysis date sheet used in other JICA projects.  

*5) The draft plan of extension flow includes process of extension, roles and responsibilities of relevant organizations, and so on.  

*6) In principal, target extension staffs for the ToT are extension staffs at village and district levels, and other target participants will be selected in the Project, according to the situation of each governorate. 

*7) The techniques tentatively include improving cultivation techniques, for example, adjusting cropping season, improving pattern, new varieties, intercropping and using organic fertilizer, improving postharvest.  

*8) The Project for the Master Plan Study for Rural Development Through Improving Marketing Agricultural Produce for Small Scale Farmers in Upper Egypt (IMAP) 
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3: 1
Project Name culture Project
Duration 2014-2019 (5 years) Target sites: Minia, Assuit Governorate

Target Group: Small-scale farmers in the target agricultural cooperatives and surrounding small-scale farmers as of July 6, 2014

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

1.1 Build the consensus of the draft plan of extension flow based on the market-oriented approach between stakeholders

1.2 Select target agricultural cooperatives and small-scale farmers based on the consensus of selection method

1)
Make 3 groups of district by its location (north, central, south) in each governorate, and select one group as the first target
districts. (3 districts in each governorate)

2) Select one target agricultural cooperative in each district accodring to selection criteria.

3) Select 40 target small-scale farmers in each cooperative according to selection criteria.

1.3 Conduct baseline survey of the target agriculture cooperatives and small-scale farmers

1) Prepare questionnaire sheet for the survey, which farmers can understand easily.

2) Conduct the questionnaire survey with target farmers and village extension staff.

3) May ask female district extension staff to participate in this survey.

1.4 Provide the opportunities for dialogue between the target small-scale farmers and agricultural business stakeholders

1) Collect the data of local traders, and arrange meetings with these traders and target cooperatives/farmers.

2)
If there are more potential target cooperatives/farmers, collect the data of nation-wide traders and exporters, and arrange
meetings with these traders and target cooperatives/farmers.

1.5 Conduct trainings for the target small-scale farmers on market survey and farming action planning

1) Market survey (MS): 1- Study village and district markets. (price check & market demands)

2)
MS: 2- Visit different markets as well as the same markets regularly with farmers and cooperative staff. (Learn from traders about
harvesting periods, quality, size, etc.)

3) MS: 3- Compare the consumers' preferences and price of each product.

4)
Farming Plan (FP): 1- Collect information on various subjects including cropping season, agricultural works timing, productivity,
sales method, by crop and cooperative.

5) FP: 2- With the collected data, process farming plans and make packages.

6)
FP: 3- With the processed farming plans and packages, conduct farmers trainings by crop and cooperative. (Should include female
farmers, if possible.)

1.6 Facilitate the target small-scale farmers to make farming action plans

1) Make action plans at the village cooperative office.

2) Female farmers will be asked to participate in the activity.

1.7
Conduct trainings of trainers (ToT) for extension staff regarding the necessary agricultural techniques for implementing the action
plans in 1.6.

1)
Select training programs on appropriate skills development of extension staff (May cover topics such as soil preparation (before
sowing), after growing, and before harvesting.)

2)
Arrange trainers in consultation with Central Administration for Agriculture Extension, Agriculture Research Centers and Extension
Department.

3)
Conduct trainings for extension staff from governorate, districts and villages at the extension hall of the Agriculture Directorate. (If
possible, marketing trainings can be included, and female extension staff should attend the trainings.)

1.8 Facilitate the trained extension staff to implement technical trainings for the target small-scale farmers*1

1) Try some methods such as farmer field school, demonstration farms, exchange visits, etc.

2) Female farmers will be requested to join the technical trainings.

1.9 Monitor activities based on the action plans by the trained target small-scale farmers*1

1) Establish a monitoring committee consisting of village extension staff for daily monitoring.

2) Establish a district extension committee for weekly monitoring.

3) Establish a governorate extension committee for monthly monitoring.

4) Females extension staff at district may join the district monitoring committee to monitor the technical training progresses.

1.10 Improve the extension flow based on the market-oriented approach by examining the each activity

1) Analyze the above monitoring results to check appropriateness of the extension flow.

2) Improve the extension flow in consultation with the stakeholders.

2.1
Identify agricultural techniques need to be examined and developed based on the study of IMAP and the action plans made by the
target small-scale farmers

1)
Other relevant information (including IMAP results, action plans made by the target small-scale farmers, the MALR's experieneces,
the current cultivation practices, etc.) are collected and sorted out.

2) With reference to the collected relevant data, indentify agricultural techniques to be examined and developed.

2.2 Examine and develop the techniques identified in 2.1

1) Prepare the fields for examination and development of techniques (demonstration farms, farmers' fields).

2) Evaluate effectiveness of these techniques in comparison with past and present practices.

2.3 Feed examined and developed techniques back to the ToT in 1.7

1) Collect and analyze the activity results of 2.2.

2) Feed back the appropriate techniques for the target small-scale farmers to the ToT in 1.7.

2.4 Improve existing agricultural techniques, which are confirmed necessary through implementing the extension flow

1) Compare and evaluate existing and newly practiced/introduced agricultural techniques.

2) Prepare new materials for improved agricultural techniques that are beneficial for the target small-scale farmers.

3.1 Identify problems/opportunities of the target agricultural cooperatives for making and implementing action plans

1) Conduct SWOT analyses with the target agricultura

3.2
Conduct trainings for the target agricultural cooperatives members on making and implementing action plans for improving small-

1) Identify appropriate training subjects/topics for making and implementing action plans for improving

2) Arrange trainers to conduct the trainings.

3.3 Facilitate village extension staff to support the target agriculture cooperatives for implementing the action plans made in 3.2

1) Visit the target agricultural cooperatives and monitor their activities regularly.

2) Give advice on implementation of the action plans to village extension staff.

4.1
Facilitate the target agricultural cooperatives to make extension plans for deploying farming methods based on the market-oriented
approach to other farmers within the agriculture cooperatives

4.2 Monitor the target agricultural cooperatives to implement the above plans

4.3
Facilitate the district agricultural offices to make extension plans for deploying farming methods based on the market-oriented
approach to other agricultural cooperatives in the districts

4.4 Monitor the district agricultural office to implement the above plans

4.5
Facilitate the target agricultural directorates to make extension plans for deploy farming methods based on the market-oriented
approach

*2) Instead of the mid-term review, the Project consultation mission will be conducted to facilitate smooth implementation of the Project responding to the project progress. 

Output 2.  Agricultural techniques for value-added products are examined and developed.

Output 3. Capacities for making and implementing action plans of the agricultural cooperatives are strengthened.

Output 4. Farming methods based on the market-oriented approach are deployed in the target agriculture cooperatives and in
district.

Other related activities

2014 2015

Mid-term Review  (if necessity arises) *2)

Terminal Evaluation

Joint Steering Committee

*1) Activities of 1.8 and 1.9 will be implemented at appropriate time according to the progress of the Project.

Activities

Output 1. Market-oriented extension approach is established.



3:
Project Name culture Project
Duration 2014-2019 (5 years) Target sites: Minia, Assuit Governorate

Target Group: Small-scale farmers in the target agricultural cooperatives and surrounding small-scale farmers As of May 2015

7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

1.1 Build the consensus of the draft plan of extension flow based on the market-oriented approach between stakeholders (Consensus of Improvement of Extension Flow was made in the end of Phase 1)

1.2 Select target agricultural cooperatives and small-scale farmers based on the consensus of selection method

1) Select 3 districts in Minia and 4 districts in Assiut from each block of the Governorate.

2) Select one target agricultural cooperative in each district accodring to selection criteria.

3) Select 40 target small-scale farmers (30 men and 10 women) in each cooperative according to selection criteria.

4) Hold orientation meeting to the selected farmers and carry out gender mainstreaming dissemination and gender survey

1.4 Provide the opportunities for dialogue between the target small-scale farmers and agricultural business stakeholders

1) Collect the data of local traders, and arrange meetings with these traders and target cooperatives/farmers.

2) Carry out the dialogues for local agri-business stakeholders and the ones from Cairo (nation-wide stakeholders)

3) Provide informaiton on agribusiness stakeholders to women

1.5 Conduct trainings for the target small-scale farmers on market survey

1) Study village and district markets and arrange the visit by farmers.

2)
Visit markets near the target village with the farmers and conduct the market survey training. (Learn from traders about
harvesting periods, quality, size, etc.)

3) Analyze the survey result with the target farmers.

4) Facilitate possible market survey for women.

1.3 Conduct baseline survey of the target agriculture cooperatives and small-scale farmers (include women)

1) Prepare questionnaire sheet for the survey, which farmers can understand easily.

2) Conduct the questionnaire survey with target farmers and village extension staff.

3) Prepare the format for women and carry out the baselie surve for women activity

1.6 Facilitate the target small-scale farmers to make farming action plans

1) Summarise and share the results of business dialogues and market survey among the target farmers.

2) Based on the baseline survey, assist the target farmers to set their target income increase.

3) Make action plans at the village cooperative office.

4) Facilitate women to identify the activity to engage and make plan.

1.7
Conduct trainings of trainers (ToT) for extension staff regarding the necessary agricultural techniques for implementing the
action plans in 1.6.

1)
Select training programs on appropriate skills development of extension staff (May cover topics such as soil preparation
(before sowing), after growing, and before harvesting.)

2)
Arrange trainers in consultation with Central Administration for Agriculture Extension, Agriculture Research Centers and
Extension Department.

3)
Conduct trainings for extension staff from governorate, districts and villages at the extension hall of the Agriculture Directorate.
(If possible, marketing trainings can be included, and female extension staff should attend the trainings.)

1.8 Facilitate the trained extension staff to implement technical trainings for the target small-scale farmers*1

1) Try some methods such as farmer field school, demonstration farms, exchange visits, etc.

2) Carry out trainings for women.

1.9 Monitor activities based on the action plans by the trained target small-scale farmers*1

1) Establish a monitoring committee consisting of village extension staff for daily monitoring.

2) Establish a district extension committee for weekly monitoring.

3) Establish a governorate extension committee for monthly monitoring.

4) Females extension staff at district may join the district monitoring committee to monitor the technical training progresses.

1.10 Improve the extension flow based on the market-oriented approach by examining the each activity

1) Analyze the above monitoring results to check appropriateness of the extension flow.

2) Improve the extension flow in consultation with the stakeholders.

2.1
Identify agricultural techniques need to be examined and developed based on the study of IMAP and the action plans made by
the target small-scale farmers

1)
Other relevant information (including IMAP results, action plans made by the target small-scale farmers, the MALR's
experieneces, the current cultivation practices, etc.) are collected and sorted out.

2) With reference to the collected relevant data, indentify agricultural techniques to be examined and developed.

2.2 Examine and develop the techniques identified in 2.1

1) Prepare the fields for examination and development of techniques (demonstration farms, farmers' fields).

2) Evaluate effectiveness of these techniques in comparison with past and present practices.

2.3 Feed examined and developed techniques back to the ToT in 1.7

1) Collect and analyze the activity results of 2.2.

2) Feed back the appropriate techniques for the target small-scale farmers to the ToT in 1.7.

2.4 Improve existing agricultural techniques, which are confirmed necessary through implementing the extension flow

1) Compare and evaluate existing and newly practiced/introduced agricultural techniques.

2) Prepare new materials for improved agricultural techniques that are beneficial for the target small-scale farmers.

3.1 Identify problems/opportunities of the target agricultural cooperatives for making and implementing action plans

1) Conduct SWOT analyses with the target agricultura

3.2
Conduct trainings for the target agricultural cooperatives members on making and implementing action plans for improving

1)
Identify appropriate training subjects/topics for making and implementing action plans for improving s
incomes.

2) Arrange trainers to conduct the trainings.

3.3 Facilitate village extension staff to support the target agriculture cooperatives for implementing the action plans made in 3.2

1) Visit the target agricultural cooperatives and monitor their activities regularly.

2) Give advice on implementation of the action plans to village extension staff.

4.1
Facilitate the target agricultural cooperatives to make extension plans for deploying farming methods based on the market-
oriented approach to other farmers within the agriculture cooperatives

4.2 Monitor the target agricultural cooperatives to implement the above plans

4.3
Facilitate the district agricultural offices to make extension plans for deploying farming methods based on the market-oriented
approach to other agricultural cooperatives in the districts

4.4 Monitor the district agricultural office to implement the above plans

4.5
Facilitate the target agricultural directorates to make extension plans for deploy farming methods based on the market-oriented
approach

Output 4. Farming methods based on the market-oriented approach are deployed in the target agriculture cooperatives
and in district.

Output 3. Capacities for making and implementing action plans of the agricultural cooperatives are strengthened.

Other related activities

Activities
2015 2017

Output 2.  Agricultural techniques for value-added products are examined and developed.

2016

Mid-term Review  (if necessity arises) *2)

Terminal Evaluation

*1) Activities of 1.8 and 1.9 will be implemented at appropriate time according to the progress of the Project.
*2) Instead of the mid-term review, the Project consultation mission will be conducted to facilitate smooth implementation of the Project responding to the project progress. 

Joint Steering Committee

Output 1. Market-oriented extension approach is established.



3: 3
Project Name culture Project
Duration 2014-2019 (5 years) Target sites: Minia, Assuit Governorate

Target Group: Small-scale farmers in the target agricultural cooperatives and surrounding small-scale farmers As of January 2018

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5

1.1 Build the consensus of the draft plan of extension flow based on the market-oriented approach between stakeholders

1.2 Select target agricultural cooperatives and small-scale farmers based on the consensus of selection method

1) Select 3 districts in Minia and 4 districts in Assiut from each block of the Governorate.

2) Select one target agricultural cooperative in each district accodring to selection criteria.

3) Select 40 target small-scale farmers (30 men and 10 women) in each cooperative according to selection criteria.

4) Hold orientation meeting to the selected farmers and carry out gender mainstreaming dissemination and gender survey

1.4 Provide the opportunities for dialogue between the target small-scale farmers and agricultural business stakeholders

1) Collect the data of local traders, and arrange meetings with these traders and target cooperatives/farmers.

2) Carry out the dialogues for local agri-business stakeholders and the ones from Cairo (nation-wide stakeholders)

3) Provide informaiton on agribusiness stakeholders to women

1.5 Conduct trainings for the target small-scale farmers on market survey

1) Study village and district markets and arrange the visit by farmers.

2)
Visit markets near the target village with the farmers and conduct the market survey training. (Learn from traders about harvesting
periods, quality, size, etc.)

3) Analyze the survey result with the target farmers.

4) Facilitate possible market survey for women.

1.3 Conduct baseline survey of the target agriculture cooperatives and small-scale farmers (include women)

1) Prepare questionnaire sheet for the survey, which farmers can understand easily.

2) Conduct the questionnaire survey with target farmers and village extension staff.

3) Prepare the format for women and carry out the baselie surve for women activity

1.6 Facilitate the target small-scale farmers to make farming action plans

1) Summarise and share the results of business dialogues and market survey among the target farmers.

2) Based on the baseline survey, assist the target farmers to set their target income increase.

3) Make action plans at the village cooperative office.

4) Facilitate women to identify the activity to engage and make plan.

1.7
Conduct trainings of trainers (ToT) for extension staff regarding the necessary agricultural techniques for implementing the action
plans in 1.6.

1)
Select training programs on appropriate skills development of extension staff (May cover topics such as soil preparation (before
sowing), after growing, and before harvesting.)

2)
Arrange trainers in consultation with Central Administration for Agriculture Extension, Agriculture Research Centers and Extension
Department.

3)
Conduct trainings for extension staff from governorate, districts and villages at the extension hall of the Agriculture Directorate. (If
possible, marketing trainings can be included, and female extension staff should attend the trainings.)

1.8 Facilitate the trained extension staff to implement technical trainings for the target small-scale farmers*1

1) Try some methods such as farmer field school, demonstration farms, exchange visits, etc.

2) Carry out trainings for women.

1.9 Monitor activities based on the action plans by the trained target small-scale farmers*1

1) Establish a monitoring committee consisting of village extension staff for daily monitoring.

2) Establish a district extension committee for weekly monitoring.

3) Establish a governorate extension committee for monthly monitoring.

4) Females extension staff at district may join the district monitoring committee to monitor the technical training progresses.

1.10 Improve the extension flow based on the market-oriented approach by examining the each activity

1) Analyze the above monitoring results to check appropriateness of the extension flow.

2) Improve the extension flow in consultation with the stakeholders.

2.1
Identify agricultural techniques need to be examined and developed based on the study of IMAP and the action plans made by the
target small-scale farmers

1)
Other relevant information (including IMAP results, action plans made by the target small-scale farmers, the MALR's experieneces,
the current cultivation practices, etc.) are collected and sorted out.

2) With reference to the collected relevant data, indentify agricultural techniques to be examined and developed.

2.2 Examine and develop the techniques identified in 2.1

1) Prepare the fields for examination and development of techniques (demonstration farms, farmers' fields).

2) Evaluate effectiveness of these techniques in comparison with past and present practices.

2.3 Feed examined and developed techniques back to the ToT in 1.7

1) Collect and analyze the activity results of 2.2.

2) Feed back the appropriate techniques for the target small-scale farmers to the ToT in 1.7.

2.4 Improve existing agricultural techniques, which are confirmed necessary through implementing the extension flow

1) Compare and evaluate existing and newly practiced/introduced agricultural techniques.

2) Prepare new materials for improved agricultural techniques that are beneficial for the target small-scale farmers.

3.1 Identify problems/opportunities of the target agricultural cooperatives for making and implementing action plans

1) Conduct SWOT analyses with the target agricultura

3.2
Conduct trainings for the target agricultural cooperatives members on making and implementing action plans for improving small-

1) Identify appropriate training subjects/topics for making and implementing action plans for improving

2) Arrange trainers to conduct the trainings.

3.3 Facilitate village extension staff to support the target agriculture cooperatives for implementing the action plans made in 3.2

1) Visit the target agricultural cooperatives and monitor their activities regularly.

2) Give advice on implementation of the action plans to village extension staff.

4.1
Facilitate the target agricultural cooperatives to make extension plans for deploying farming methods based on the market-oriented
approach to other farmers within the agriculture cooperatives

4.2 Monitor the target agricultural cooperatives to implement the above plans

4.5
Facilitate the target agricultural directorates to make extension plans for deploy farming methods based on the market-oriented
approach

Terminal Evaluation

(Trial implementation for establishing the
Implementation system after project ends)

Output 2.  Agricultural techniques for value-added products are examined and developed.

Output 3. Capacities for making and implementing action plans of the agricultural cooperatives are strengthened.

Output 4. Farming methods based on the market-oriented approach are deployed in the target agriculture cooperatives and in
district.

Other related activities

Joint Steering Committee

Activities
2018 2019

Output 1. Market-oriented extension approach is established.
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添付資料 7 合同調整委員会議事録等 
 

第 1 回~第 9 回 JSC議事録 

（第 5 回および第 8 回 JSC会議は、各々中間レビュー時および終了時評価時に行わ

れたものであり、ここでは議事録を省略する） 
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